
気候変動に対応した漁場整備方策に関する 

ガイドライン 

水産庁漁港漁場整備部 

令和４年６月改訂



 
 

  



 
 

  



目  次 

１．はじめに ·························································· 1 

 1.1 背景 ···························································· 1 

 1.2 基本的な方針 ···················································· 2 

２．気候変動が海洋に与える影響 ········································· 4 

2.1 海面水温 ························································ 4 

2.2 海面水位 ························································ 7 

2.3 酸性化 ·························································· 8 

2.4 クロロフィル ···················································· 9 

2.5 台風・低気圧災害の激甚化 ········································· 11 

３．気候変動が漁場に与える影響 ········································· 13 

 3.1 水産生物への影響 ················································· 13 

 3.2 藻場 ···························································· 14 

(1)現況 ··························································· 14

(2)将来予測 ······················································· 30

3.3 干潟 ···························································· 33 

(1)現況 ··························································· 33

(2)将来予測 ······················································· 33

3.4 サンゴ礁 ························································ 36 

(1)現況 ··························································· 36

(2)将来予測 ······················································· 42

3.5 魚類 ···························································· 44 

(1)現況 ··························································· 44

(2)将来予測 ······················································· 56

４．気候変動に対応した漁場整備 ········································· 62 

 4.1 漁場整備の実施手順 ··············································· 62 

4.2 適応計画作成の留意事項 ··········································· 65 

(1)対象海域の現況把握 ·············································· 65

(2)気候変動の影響評価 ·············································· 66

(3)目標設定と合意形成 ·············································· 67

4.3 対策（保全策・適応策）の検討 ····································· 68 

4.4 整備内容に応じた対応策 ··········································· 70 

(1)藻場 ····························································· 70

(2)干潟 ····························································· 79

(3)サンゴ礁 ························································· 83

(4)沿岸・沖合域 ····················································· 88

①浮魚礁 ·························································· 88

②沈設魚礁 ························································ 90

(5)ICT の活用 ························································· 98



５．参考資料 ··································································· 104 

5.1 海水温の上昇等を踏まえた漁場整備の留意点等の検討・整理 ···················· 104 

(1)イサキ ·································································· 106

(2)キジハタ ································································ 108

(3)スジアラ ································································ 111

(4)マコガレイ ······························································ 113

(5)ヤリイカ ································································ 116

5.2 海水温の上昇等により増加・新規加入が見込まれる魚種に係る漁場整備構想の検討・提案

 ·········································································· 119

(1)イサキ ·································································· 122

(2)ウマヅラハギ ···························································· 128

(3)キジハタ ································································ 133

(4)キダイ ·································································· 138

(5)スジアラ ································································ 144

(6)マコガレイ ······························································ 148

(7)ヤリイカ ································································ 155

5.3 その他 ···································································· 162 

(1)7 魚種の生態・漁業の概要等 ··············································· 162

(2)資源評価対象種の水温範囲 ················································ 183

(3)資源評価対象種の水深範囲 ················································ 185

(4)資源評価対象種の魚礁性 ·················································· 188



 

1 
 

１．はじめに 

1.1 背景 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次評価報告書（2014）1によれば、温室効果

ガスの削減を進めても世界の平均気温が上昇すると予測されている。このため、気候変動

の影響に対処するため、温室効果ガスの排出の抑制等を行う「緩和」だけでなく、すでに

現れている影響や中長期的に避けられない影響に対して「適応」を進めることが求められ

ている。 

我が国においても、平成 27 年 3 月に中央環境審議会は気候変動影響評価報告書を取りま

とめ（意見具申）2,3我が国の気候変動の現状と将来予測を行っている。これを受けて、気候

変動による様々な影響に対し、政府全体で整合のとれた取組を総合的かつ計画的に推進す

るため、「気候変動の影響への適応計画」4が平成 27 年 11 月に閣議決定された。 

関係府省庁においては、これまで、気候変動に係る調査研究の結果を踏まえつつ、適応

に関する検討を行っており、気候変動影響評価報告書等を踏まえて、政府の適応計画に反

映するため、気候変動の影響が生じている又は生じるおそれがある主要な分野において適

応に関するあり方を取りまとめた。農林水産省では、平成 26 年 4 月に農林水産省気候変動

適応計画推進本部を設置し、平成27年8月に農林水産省気候変動適応計画5をとりまとめた。

この中で、水産分野における影響評価では、①回遊性魚介類において日本周辺での分布域

や産卵域が変化していることや、②増養殖等において水温上昇により、海面養殖が不適に

なる海域の増加や、③高潮・高波のリスク増加による被害の増大が挙げられている。また、

これらの将来の影響予測を踏まえた適応計画の策定として、水産業では、①海面漁業、②

海面養殖業、③内水面漁業・養殖業、④造成漁場、⑤漁港・漁村の適応計画を策定してい

る。このうち造成漁場においては、海洋生物の分布域の変化に対応した漁場整備を推進す

ることとしている。 

本ガイドラインは、上記の背景を踏まえて、造成漁場において気候変動に対応した漁場

整備方策に関する具体的な適応計画を整理してとりまとめるものである。 

 

 

                                                  
1 IPCC 第 5 次評価報告書の概要－統合報告書－、環境省（2015） 
2 日本における気候変動による影響に関する報告と今後の課題について、中央環境審議会 

地球環境部会（2015.3） 
3 日本における気候変動による影響に関する評価報告書、中央環境審議会 地球環境部会・

気候変動影響評価等小委員会（2015.3） 
4 気候変動の影響への適応計画（2015.11） 
5 農林水産省気候変動適応計画（2015.8） 
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図 1.1 緩和と適応の関係6 

1.2 基本的な方針 

十分に長い時間について平均した大気の状態（気温や降水量など）を気候といい、気候

の、平均時間より長い時間スケールにおける変動や変化を気候変動とよぶ。気候変動の要

因には自然的要因（大気自身に内在するもののほか海洋の変動、火山の噴火によるエアロ

ゾルの増加、太陽活動の変化など）と人為的要因（人間活動に伴う二酸化炭素などの温室

効果ガスの増加やエアロゾルの増加、森林破壊など）がある。気候変動が海洋生物に及ぼ

す影響は、自然的要因と人為的要因が重なり合って現れるため、これらの要因を切り分け

て対策を講じることは困難である。本ガイドラインでは、自然的要因と人為的要因を包含

して生じた様々な影響に対する方策を取り扱う。 

気候変動に伴う海水温上昇等の海洋環境の変化は、我が国周辺海域の海洋生態系や水産

業に対して大きな影響を与えることが懸念されている。こうした中で、これまで報告され

ている気候変動に起因した水産業への影響に対する捉え方は、「漁業被害」と「漁海況の変

化」の二点に集約できる。 

表 1.1 これまで報告されている環境変動と対策（適応計画）の分類 

気候変動

の水産業

における

捉え方 

気候変動

への対策

の視点 

事 例 対 策 

漁業被害 

これまで分

布している

種を守る 

・ウニ類やアイゴ・ブダイ等の植食性魚類の食害によ

る藻場の衰退に対し、食害生物の除去や防除対策 

・藻場の構成種の変化に伴って、減少した種に着目し、

高水温耐性種の作出による種の保全 

＜保全策＞ 

被害を軽減・最小化するた

めの対策 

 

漁海況の

変化 

新たに加入

する種を育

てる 

・ウニ類やアイゴ・ブダイ等の植食性魚類の食害生物

の利用対策 

・藻場の構成種の変化に伴って、増加した種に着目し

た増殖対策 

＜適応策＞ 

変化に対応した順応的な

対策 

 

                                                  
6 温暖化から日本を守る 適応への挑戦、環境省（2012） 
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前者は、これまで漁業対象種となっていた種を守る視点、後者は、新たに加入する種を

育てる視点を重視している。また、前者への対応は、被害を最小化するための方策と捉え

ることができ、本ビジョンでは、「保全策」と呼ぶ。一方、後者への対応は、変化を受け入

れた対策と捉えることができ、本ビジョンでは「適応策」と呼ぶ。 

本ガイドラインで取り扱う気候変動に対応した漁場整備方策は、両者の視点に立ち、互

いに補完しながら各地域で生じている諸問題を整理し、今後取り得る適切かつ効果的な漁

場整備に関する対策（適応計画）についてとりまとめるものである。 

気候変動に伴う海域環境の変化について、既存資料をレビューした結果、①海水温上昇、

②海面水位上昇、③海洋の酸性化、④クロロフィルの低下、⑤台風・低気圧災害の激甚化

等の項目が挙げられた。このうち、本ガイドラインでは、漁場整備と関連する海域環境の

変化として、海水温上昇や海面水位上昇、台風・低気圧災害の激甚化等の漁場整備と密接

な関係のある項目に着目して、具体的な対策（適応計画）について検討を行うこととした。

また、台風・低気圧災害の激甚化に伴う、浅海域の漁場施設の安定性等については、別途

取り扱うものとする。 
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２．気候変動が海洋に与える影響 

2.1 海面水温 

 (1) 過去～現状 

【解説】 

日本近海における、2014 年までのおよそ 100 年間にわたる海域平均海面水温（年平均）

の上昇率は、+1.07℃/100 年となっており、日本海側では日本海中部が+1.72℃/100 年と最

も高くなっている。また、季節別にみると夏季に比べ、春・秋・冬季で高い傾向にあり、

特に、冬季の上昇幅が+0.77～+2.33℃/100 年と 4 季の中で顕著であった。また、地域別に

みると日本海中部が最も上昇率が高く、日本海北東部が低い傾向を示している7。 

 

 

気象庁;海面水温の長期変化傾向（日本近海）より 

図 2.1 日本近海の平均海面水温(年平均)の長期変化傾向(℃/100 年)(左図)と海域区分(右図) 

 

                                                  
7 異常気象レポート 2014、気象庁(2015.3) 

・日本近海では、2014 年までのおよそ 100 年間において年平均海面平均水温は 1.07℃

上昇した。 

・海域別には、日本海側で 1.72℃／100 年と最も高い。 

・季節別には、冬季の上昇幅が最も高く、次いで春、秋季であり、夏季の上昇率は最も低

かった。 

・日本付近の海面水温の 21 世紀末までの長期変化傾向は、100 年あたり、0.6～3.1℃

程度の上昇との予測がある。 
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表 2.1 2014 年までのおよそ 100 年間にわたる海面水温の上昇率(℃/100 年) 
区域 年 冬 春 夏 秋 

日本海北東部 # +0.77±0.59 # # # 
日本海中部 +1.72±0.35 +2.33±0.52 +1.80±0.44 +0.93∗±0.62 +1.99±0.49

日本海南西部 +1.27±0.35 +1.55±0.52 +1.33±0.42 +0.73∗±0.52 +1.61±0.36

東シナ海北部 +1.20±0.25 +1.53±0.43 +0.99±0.29 +0.71±0.33 +1.50±0.31
単位：℃/100 年 
注 1 上昇率の有意水準は、無印 1%、∗5%、∗∗10%を示す。 
注 2 #は、有意な長期変化傾向が見出せないことを示す。 

気象庁;海面水温の長期変化傾向（日本近海）より 
 

日本海側の昭和 39 年（1964 年）と平成 25 年(2013 年)の海水温分布について8、3月をみ

ると、平成 25 年(2013 年)は、昭和 39 年（1964 年）に比べ、海面では 10℃(黒太線)以上の

範囲が能登半島より東の海域に広がる傾向にあり、水深 50m および水深 100m では 10℃以下

の範囲が能登半島から西側の海域に広がる傾向にある。 
 

 昭和 39 年（1964 年） 平成 25 年（2013 年）  
 

海面 

  

 

50m 

  

 

100m 

  

  (℃) 
日本海区水産研究所;日本海水温データベース,日本海漁場海況速報より 

図 2.2(1) 日本海における海水温の分布（3月） 

                                                  
8 日本海区水産研究所;日本海水温データベース,日本海漁場海況速報 

http://jsnfri.fra.affrc.go.jp/Physical/sokuho.html 
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8 月の海水温分布をみると、海面では 25℃(赤点線)以上の範囲が、昭和 39 年(1964 年)

と平成 25 年(2013 年)と同様に広くみられるが、水深 50m の 20℃(赤太線)以上、水深 100m

の 15℃(緑太線)以上の範囲については、平成 25 年(2013 年)は、昭和 39 年（1964 年）に比

べ、能登半島から西側の海域に広がる傾向にある。 

 

 

 昭和 39 年（1964 年） 平成 25 年（2013 年）  
 

海面 

  

 

50m 

  

 

100m 

  

  (℃) 

日本海区水産研究所;日本海水温データベース,日本海漁場海況速報より 

図 2.2(2) 日本海における海水温の分布（8月） 

 

(2) 将来の予測 

日本付近の海面水温は、長期的に上昇し、21 世紀末までの長期変化傾向は、100 年あた

り、0.6～3.1℃程度の上昇との予測がある。また、日本南方海域よりも日本海で上昇幅が

大きいとの予測がある 7。 
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2.2 海面水位 

 

【解説】 

IPCC の第 5 次評価報告書による 1901 年から 2010 年までの期間で世界平均海面水位は

0.19m 上昇したと発表されている9。さらに、世界の平均海面水位は 21 世紀中に上昇し、今

世紀末には 1986～2005 年と比較して、最小のシナリオで 0.26m、最大のシナリオで 0.82m

上昇するとの予測されている。日本沿岸の海面水位の変化は、1960～2010 年の期間では明

瞭な上昇傾向は見られないが、1971～2010 年の期間では 1 年あたり 1.1［0.6～1.6］mm の

割合、1993～2010 年の期間では 1 年あたり 2.8[1.3～4.3]mm の割合で上昇しており、近年

だけで見ると、日本沿岸の海面水位の上昇率は、世界平均の海面水位の上昇率と同程度に

なっている。また、1960～2016 年までの海面水位の変化を海域別に見た場合、北陸～九州

の東シナ海側の沿岸で他の海域に比べて大きな上昇傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海面水位の上昇が大規模に起こると海岸線の後退や島の水没などの要因となるが、その

ような現象の前には干潟域の後退や消失が生じると考えられている10。実際、2011 年 3 月

11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、0.8m 程度地盤が低下したことなどにより、震

災前(2010 年 6 月)の藻場面積 250ha、干潟面積 70ha が、震災後(2011 年 5 月)には藻場面積

86ha、干潟面積 0ha と大きく減少した11。我が国では 30cm の海面上昇で 56.6％、65cm では

81.7％、100cm では 90.3％の砂浜海岸が侵食されるとの予測がある 24。  

                                                  
9 IPCC;第 5 次評価報告書特設ページ http://www.jccca.org/ipcc/ar5/wg1.html 
10 水産総合研究センター；地球温暖化に関する研究情報(2014)https://www.fra.affrc.go.jp/kseika/ondanka/ 
11 財団法人環日本海環境協力センター・東京大学大気海洋研究所；東北地方における漁業復興のためのリ

モートセンシングデータによる藻場被害及び復元支援マップの作成 2011年度上半期報告書(2012) 

・1901～2010 年までの期間で世界平均海面水位は 0.19ｍ上昇した。 

・世界の平均海面水位は 21 世紀中に上昇し、今世紀末には、0.26～0.82ｍ上昇する

と予測されている。 

・海面水位の上昇は、沿岸の藻場・干潟の分布に影響を及ぼすと考えられる。 

世界平均

（IPCC第5次評価報告）

1960～2016年 1.2[0.9～1.4] * 1.1[0.7～1.5] 2.4[2.1～2.7] 1.2[0.9～1.5]

1971～2010年 1.4[1.0～1.9] * * 2.4[1.9～2.9] 1.1[0.6～1.6] 2.0[1.7～2.3]

1993～2010年 2.2[0.8～3.7] 3.5[1.2～5.7] * 3.8[2.5～5.1] 2.8[1.3～4.3] 3.2[2.8～3.6]

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 4海域の平均

注 1 Ⅰ：北海道・東北地方沿岸、Ⅱ：関東・東海地方沿岸、Ⅲ：近畿～九州地方の太平洋側沿岸、Ⅳ：北陸～ 

九州地方の東シナ海側沿岸 

注 2 上 1 段は 1960 年～2016 年までの期間で算出した上昇率、下 2 段は IPCC 第 5 次評価報告書における 

世界平均の海面水位の上昇率と同じ期間で算出した上昇率。大括弧[ ]の範囲は 90%の信頼区間、*は 

上昇率が有意でないことを示す。 気象庁：日本周辺の 1960 年以降の海域ごとの海面水位変化より

表 2.2 各海域の年あたりの海面水位の上昇率（ｍｍ/年） 
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2.3 酸性化 

 
【解説】 

IPCC 第 5 次評価報告書の概要によると、海域では、水温上昇の他に、排出された人為起

源の二酸化炭素の約 30％を吸収し、海洋酸性化(pH の低下)を引き起こしており、海面付近

の海水の pH は低下傾向にある(図 2.3)。 

  
年 

 
※1：二酸化炭素分圧：大気と海洋の間でやり取りされる二酸化炭素の量を定量的に扱う場合には、二酸化

炭素濃度の単位を圧力の単位で示し、これを二酸化炭素分圧と予備、μatm(100 万分の 1気圧)で表す。 

図 2.3 海面の二酸化炭素と pH9 

 

また、海洋による炭素貯留の増加が、将来において酸性化を進めることがほぼ確実であ

るとされている(図 2.4)。 

 
図 2.4 海面における pH の変化予測 9  

二酸化炭素分圧 pH 観測点
北緯29度10分　西経15度30分(大西洋)
北緯31度40分　西経64度10分(大西洋)
北緯22度45分　西経158度00分（太平洋）

・海洋は人為起源の二酸化炭素の約 30％を吸収して、海洋酸性化を引き起こしている。

海面付近の海水のｐＨは低下傾向にある。 

・海洋による炭素貯留の増加が、将来において酸性化を進めることがほぼ確実であると

されている。 



 

9 
 

2.4 クロロフィル 

(1) 過去～現状 

 

【解説】 

中央環境審議会・地球環境部会・気候変動影響評価等小委員会(2015)の日本における気

候変動による影響に関する評価報告書によると、海域のクロロフィルについては、次の指

摘がされている 3。 

・全海洋でクロロフィル濃度が低下している。原因として成層化による栄養塩供給の減

少が指摘されており、日本周辺海域でもクロロフィル濃度の減少傾向が検出されてい

る。 

・親潮域における純一次生産力の低下と春期クロロフィル現存量の低下が観測されてい

る。 

・ここ 10 年間では、日本周辺海域ではクロロフィル量、海洋一次生産に顕著な変動はみ

られない。 

・親潮域・混合水域において、混合域では純一次生産力の低下に伴いメソ動物プランク

トンが減少し、一方親潮域では、一次生産力の低下にも係わらず動物プランクトン現

存量に変化がみられない。 

・純一次生産力の低下と春期ブルームの早期化が検出されている。親潮域では純一次生

産力の低下による成体期の餌料環境の悪化と、春期ブルームの早期化による幼少期の

餌料環境の向上がほぼ相殺するため、一次生産力の低下にもかかわらずメソ動物プラ

ンクトンの現存量に大きな変化が見られなかった事を結論づけられている。 

＜用語解説＞ 

クロロフィル：植物細胞に含まれる光合成色素。ａ～dの 4種が知られている。海水中のクロロフィを

測定することにより、植物プランクトンの相対的な量を推定できる。 
混合水域：２つの水塊にはさまれた海域に、両者の混合した水の存在する場所 
メソ動物プランクトン：動物プランクトンのうち大きさが 200μｍ～20mm にあるもので、カ

イアシ類、枝角類、オキアミ類、ヤムシ類、サルパ類、尾虫類、ヒドロ虫類等の分類群が
含まれる。 

純一次生産力：植物が１年間に太陽エネルギーと水と二酸化炭素を使って光合成を行った有
機物量総生産量から、植物自身の呼吸によって失われる有機物量 を差し引いた値 

一次生産力：単位時間に単位体積あるいは単位面積当たりで行われる一次生産 
春季ブルーム：親潮黒潮混合海域において、冬季の大きな鉛直混合に伴う海洋下層からの栄

養塩の供給により、海洋混合層が安定する春季に植物プランクトンの増殖が発生する現象 

・クロロフィル濃度は、全海洋で濃度が低下している。原因としては、成層化による栄

養塩供給の減少が指摘されている。 

・日本周辺海域でもクロロフィル濃度の減少傾向を検出している。特に親潮域と混合水

域において植物プランクトンの現存量と一次生産量の減少が始まっている可能性があ

る。 

・クロロフィル濃度は、全海洋では、熱帯・亜熱帯海域で低下し、亜寒帯海域では増加

すると予測され、日本周辺海域については、変化予測が困難な現状にある。 



 

10 
 

なお、日本海側に位置する長崎県対馬、東シナ海側に位置する長崎県五島西および鹿児

島県阿久根沖のように、海面のクロロフィル a濃度が増加傾向にある海域もみられている。

12 

 

(年) 

図中の近似式の有意水準は、無印 1%、∗5%を示す。 

・Aqua 衛星の MODIS1(空中分解能撮像分光放射計)の 2004 年(平成 16 年)7 月

から 2010 年(平成 22 年)12 月までの 1日 1シーンのデータから雲のない画

像が選定され、7×7画素(およそ 7km 四方)の領域のクロロフィル a濃度が

抽出・解析されている。 

・広域にわたって長期的にクロロフィル a濃度が変化する可能性があるため、

湧昇マウンド礁の近くで、湧昇マウンド礁の影響を直接受けないと判断でき

る海域が対照区とされ、その結果が図に用いられている。 

 

図 2.5 対馬・阿久根・五島西のクロロフィル a濃度の経年変化 

 

(2) 将来の予測 

気候変動に伴い、植物プランクトンの現存量に変動が生じる可能性があり、全海洋では、

熱帯・亜熱帯海域で低下し、亜寒帯海域では増加すると予測され、日本周辺海域について

は、変化予測が困難な現状にある。但し、水産資源の餌料生物として、植物プランクトン

や（植物プランクトンを餌料とする）動物プランクトンの現存量が低下することは、環境

収容力の低下に繋がり、魚類の現存量への影響も重大であるとみられる 3。 

 

 

                                                  
12平成 23 年度水産基盤整備調査委託事業 湧昇マウンド礁整備による漁業生産活動に及ぼす影

響把握調査報告書、水産庁(2012) 

y = 0.0214x ‐ 43.413 y = 0.0071x ‐ 14.647* y = 0.0149x ‐ 30.306
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2.5 台風・低気圧災害の激甚化 

 

【解説】 

(1)過去～現況 

台風：台風の発生数について 1951～2013 年の期間で長期変化傾向をみると、現時点で変化

傾向はみられなかった。日本への接近数は、平年で 11.4 個となっているが、1960 年代、

1990 年頃、2000 年代前半に比較的接近数が多くなっている。日本への接近数の長期的な

変化傾向は、発生数と同様にみられなかった 7。 

 気象庁は、気象衛星による観測が進展し、中心付近の最大風速データがそろっている 1977 

年以降の台風について、10 分間の平均風速が 33m/s 以上を「強い」、44m/s 以上を「非常

に強い」、54m/s 以上を「猛烈な」台風と分類している。「強い」以上の台風の発生数につ

いては、年による増減はみられるものの、長期的な変化傾向はみられない。また、「強い」

以上の台風の発生割合も発生数と同様に長期的な変化傾向はみられない 7。 

 

大雨・強雨の発生頻度：1901～2013 年の 113 年間における日降水量 100mm 以上、日降水量

200mm 以上の年間日数の経年変化を図 2.6 に示す。日降水量 100mm 以上の日数は増加傾向が

明瞭に現れており（信頼度水準 95%で統計的に有意）、日降水量 200mm 以上の日数について

も増加傾向が明瞭に現れている（信頼度水準 95％で統計的に有意）。 

 

 
51地点：旭川,網走,札幌,帯広,根室,寿都,秋田,宮古,山形,石巻,福島,伏木,長野,宇都宮,福井,高山,松本,前橋,熊谷,

水戸,敦賀,岐阜,名古屋,飯田,甲府,津,浜松,東京,横浜,境,浜田,京都,彦根,下関,呉,神戸,大阪,和歌山,福岡,
大分,長崎,熊本,鹿児島,宮崎,松山,多度津,高知,徳島,名瀬,石垣島,那覇 

気象庁；異常気象レポート 2014 より 

図 2.6 日降水量が 100mm 以上、200mm 以上の年間日数の経年変化 

51地点平均値/年
5年移動平均
長期変化傾向

・台風の発生数・接近数について長期的な変化はみられない。また、「強い」以上の台風

発生数や発生割合についても同様に、長期的な変化はみられない。一方、将来的には強

い熱帯低気圧の発生数、最大強度、最大強度時の降水強度は増加すると予測している。

・全国的に大雨（日降水量 100mm 以上）の年間回数が増加する傾向がみられている。

日本の年降水量は 21 世紀末に概ね５％程度増加し、短い時間に降る大雨や強雨も増

加する。 
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 アメダスで観測された 1 時間降水量が 30mm 以上（激しい雨）、50mm 以上（非常に激しい

雨）、80mm 以上（猛烈な雨）、100mm 以上（猛烈な雨）の短時間強雨の発生回数は、30mm 以

上の激しい雨、50mm 以上の非常に激しい雨、及び 80mm 以上の猛烈な雨の頻度は増加傾向が

明瞭に現れている（信頼度水準 95%で統計的に有意）。また、100mm 以上の猛烈な雨につい

ても増加傾向が現れている（信頼度水準 90%で統計的に有意）7。 

 

(2)将来予測 

台風：強い台風の発生数、台風の最大強度、最大強度時の降水強度は現在と比較して増加

する傾向があると予測され、長期的には西太平洋域における台風の発生数は多少減少する

と予測されている。また、日本の南方海上では、非常に強い台風が現在と比較して増加す

る可能性があるとともに、そのような非常に強い台風が日本近海まで勢力を比較的維持し

たまま到達する可能性があるとの研究結果がある 2。 

 

高潮：気候変動により海面が上昇することにより、高潮のリスクが高まる。高波について

は、台風の強度の増加等による太平洋沿岸地域における高波のリスク増大の可能性、また、

波高や高潮偏差の増大による港湾及び漁港防波堤等への被害等が予測されている。港湾・

漁港、特に施設の設置水深が浅い港では、平均海面上昇やそれに伴う波高の増加により、

施設の安全性が十分確保できなくなる箇所が多くなると予測されている 2。 

 

大雨・強雨の発生頻度：将来気候において、日本のほとんどの地域で、強雨による降水の

強度や頻度の増加傾向が示されていることや、日降水量 100mm 以上、200mm 以上の発生回数

は、部分的に減少する傾向がみられているものの全国的に増加する傾向が示されているこ

とから、地球温暖化による影響が現れていると考えられる。また、地球温暖化予測情報第 8

巻（気象庁）によると、日本の年降水量は 21 世紀末に概ね 5％程度増加し、短い時間に降

る大雨や強雨も増加すると予測されている 7。 

 
気象庁；地球温暖化予測情報 第 8巻、2013 より 

図 2.7 地域別の短時間強雨の発生頻度の変化  



 

13 
 

３．気候変動が漁場に与える影響 

3.1 水産生物への影響 

 

【解説】 

海水温の上昇により、沖合・沿岸域では水産生物の産卵場・索餌場・回遊経路が変化し

て分布に直接影響を及ぼすことが考えられる。また、浅場では、藻場・干潟・サンゴ礁の

分布域や構成種の減少等による生息環境の変化や、成層化や海流の変化等の海洋構造の変

化により栄養塩やプランクトンの分布が変化し、餌料面から影響を及ぼすことが考えられ

る。これらの結果、魚種、漁場、漁期に変化が及ぶことが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1 気候変動の水産生物への様々な影響 

  

・海水温上昇等により、沿岸域では、藻場・干潟・サンゴ礁の減少と沿岸生物分布の変

化が予測されている。 

・魚類においては、産卵場・索餌場・回遊経路が変化等により漁場の形成場所や魚種、

漁期の変化が予想される。 
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 3.2 藻場 

(1)現況 

＜影響の内容＞ 

 

【解説】 

藻場は、沿岸域における一次生産を支えるとともに、海藻等が水中の二酸化炭素を吸収

して酸素を供給する機能や、生物多様性を維持する機能を有するとともに、水産生物の産

卵場所や幼稚仔魚等の生息場所（ブリ稚魚のように流れ藻に付いて移動する場合も含む）

やアワビ・サザエなどの海藻を食べる水産生物や海藻表面や藻体間の餌料生物を捕食する

水産動物にとっての餌場となるなど、漁業資源の増殖に大きな役割を果たしている。 

近年、海水温上昇等に起因して磯焼け等による藻場の衰退現象や、夏季の高水温による

海藻草類の枯死、藻場構成種の変化等の現象がみられている。 

(ア) 食害生物の増加 

海藻を食べる動物には、巻貝、アメフラシ、ウニ、魚、ウミガメ、鳥などがあるが、

磯焼けで問題となるのは捕食圧の大きいウニと植食性魚類である。磯焼けの実態を把握す

る目的で 2013 年に各都道府県でアンケート調査が行われている13。 

ウニの食害に関して挙げられた種は、キタムラサキウニ、エゾバフンウニ、ムラサキ

ウニ、バフンウニ、ガンガゼ、タワシウニ、ナガウニの 7種であった。ウニの種や殻径サ

イズによって摂餌能力が異なるため、単純に比較はできないが、5～10 個／㎡以上のウニ

が分布していると磯焼けが継続しているようである14。高水温化により、分布域が北上す

ることに加えて、活性が高くなり、摂餌量が増大することが懸念される。 

一方、植食性魚類では、アイゴは、北海道を除く全国に分布し、外海、内湾どちらに

も多く確認される（ただし東北太平洋側では稀）。ニザダイもほぼ同様の分布が知られて

いる。この 2 種は年によっては対馬暖流の影響によってかなり北上する。ブダイは太平

洋沿岸の千葉県以南、日本海沿岸の富山県以南で確認され、イスズミ類も、同様の分布

パターンを示すが、やや南側に偏る。アイゴやブダイは外海にも内湾にも分布するが、

イスズミ類やニザダイは外海に分布する傾向がある 13。 

また、アイゴについては、大型褐藻類に対する採餌選択性が存在しており、多種混成

のガラモ場では、単一種からなる藻場よりも被食が少ないことも明らかになっている15。

                                                  
13 水産庁;改訂磯焼け対策ガイドライン（2015） 
14 社団法人全国漁港漁場協会;磯焼け対策ガイドライン（2007） 
15 野田幹雄・大原啓史・村瀬昇・池田至・山元憲一;アイゴによるアラメおよび数種のホン

ダワラ類の被食過程と群落構造の関係日本水産学会誌 80(2):201-213（2014） 

・海水温上昇等により、①ウニやアイゴ・ブダイ等の藻食動物による食害の増加による

藻場の衰退、②夏季の高水温による海藻草類の枯死、③藻場構成種の変化等の現象が

みられる。 



 

15 
 

高水温化によってウニ類と同様に、分布域の北上と活性が高くなることによる摂餌量の

増大が懸念される。 

 
水産庁;改訂磯焼け対策ガイドライン(2015)より 

図 3.2 ウニ資源の動向 

 

  
分布のみられる都道府県 

水産庁;改訂磯焼け対策ガイドライン(2015)より 

図 3.3 植食性魚類の分布  
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(イ) 高水温による海藻草類の枯死 

実海域における海藻草類の適水温範囲16は、アマモ、ウミトラノオ、アナアオサなどの

冬季最低-2℃から夏季最高 28～29℃までの幅の広い種、フタエモク、ヒラネジモク、ア

ントクメ等の冬季の最低水温が 13℃以上、チガイソ、ミツイシコンブ等の夏季の高水温

が 21℃以下のように種によって生息域の水温範囲に違いがみられる。 

上記については、実海域の生息水温を示しているが、高水温の影響を推定するために

は、室内培養による試験結果が参考となる。 

室内培養の試験結果について、海藻類の上限水温をみると、クロメ、アラメ、ヒロメ、

ワカメといった暖海性コンブ類では、26～29℃であり、ジョロモク、アカモク、ヒジキ

等のホンダワラ類では、27～34℃となっている。近年の夏季の高水温化で枯死が西日本

において報告されている。アラメは茎と葉状部が枯死流失したのに対し、ノコギリモク

とヤツマタモクは生残したことから、種による水温耐性の違いを反映したものと推定さ

れる（コラム 3.2 参照）。 

海藻については、一般に、成長速度は、水温が高くなるに従い速くなり、最適水温に

達したあと急激に低下する。これは、藻場を構成する海藻の最適水温を越すとその藻場

の生産力が急激に低下することを意味している。最適水温は、海藻の種類や季節によっ

て異なることが知られている。また、生産力が低下した藻場は、アイゴなどの植食性魚

類やウニの食害の影響を受けた際に衰退・減少しやすくなり、高水温（30℃前後）が持

続すると、枯死する海藻もあらわれ、藻場の構成種は変化する17。 

特に、アラメ・カジメ類やコンブ類が優占する海中林では、磯焼けが発生した後も、

高水温・貧栄養の海況条件が持続すれば、磯焼けが持続しているという報告がある。こ

の理由としては、高水温・貧栄養の条件下では、春～夏の成長期に栄養の蓄積が不十分

となる一方、夏～秋の成熟期に栄養を大量に消費することで、深所から海中林が衰退す

るため、磯焼けが持続するとされている18。 

 

 

 

                                                  
16 須藤俊造；海藻・海草相とその環境条件との関連をより詰めて求める試み、藻類 40：

289-305（1992） 
17 水産庁；藻場資源消滅防止対策ガイドライン（2009） 
18 成田美智子・吾妻行雄・荒川久幸；海中林の形成に及ぼす環境の影響、磯焼けの科学と

修復技術、恒星社厚生閣：34-48（2008） 
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須藤俊造（1992）より 

■:水温範囲、●:最高水温･最低水温の中央値 
□：南方系種               

図 3.4 海藻草類の適水温範囲 

 

表 3.1 室内培養による海藻類の高温耐性の試験結果 

 

 

26 27 28 29 30 31 32 33 34
ホンダワラ科 ジョロモク 発芽体 ●

成体 ●●
アカモク 発芽体 ●

成体 ●
ヒジキ 発芽体 ●
ホンダワラ 成体 ●●
ヤツマタモク 発芽体 ●

成体 ● ●
マメタワラ 発芽体 ●

成体 ● ●
ヨレモク 発芽体 ●

成体 ●
オオバモク 発芽体 ●

成体 ●
ノコギリモク 成体 ●●
トゲモク 成体 ● ●
ヒラネジモク 成体 ●
フシスジモク 発芽体 ●
ウミトラノオ 発芽体 ●

成体 ●●
イソモク 発芽体 ●

成体 ● ●
コンブ目 クロメ 成体 ●

アラメ 成体 ●
ヒロメ 幼胞子体 ●

配偶体 ●
ワカメ 幼胞子体 ●

配偶体 ●
出典：
●：馬場将輔：新潟県産ホンダワラ類5種の成長と生残に及ぼす温度の影響、海生研研報、第19号、53-61、2014
●：原口展子ほか：53、7-13、2005）
●：Murase,N.et al.,Program&Abstracts,XIXth ISS,175,2007
●：Molita,T.et al,M.,Phycol.Res.,51,154-160,2003
     Molita,et al,M.,Phycol.Res.,51,266-270,2003
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調査地点(北海道南西海域)

1～10 ：後志海域 

11～18：檜山海域  

  ：暖流量の20年平均値(100%) 
  ：20年平均値の80%の暖流量 
  ：   〃        60%  〃 

調査地点 

図 対馬暖流の流量別のコンブの年推定生産量

【コラム 3.1】対馬暖流の長期変動がコンブ生産量に及ぼす影響の検討 

北海道の日本海側では、対馬暖流の分岐

に伴う北上が環境・資源変動に影響を及ぼ

すことが指摘されており、対馬暖流の北上

流量の長期変動が北海道南西部のコンブ生

産量に及ぼす影響について検討されている。 

コンブの総生産量は、暖流量が 20 年平均

値の 80%に低下すると 5.5 倍、20 年平均値

の 60%に低下すると、31.1 倍増加するもの

と推定されている。 

   
出典：瀬戸雅文・佐藤達明・山下克己；北海道における対馬暖流の長期変動がコンブ生産量に及ぼす影響.

海洋開発論文集 22：619-623（2006） 
 

【コラム 3.2】九州・山口沿岸で発生したカジメ類の大量流出 

2013 年 8 月は日本海西部で水温が高く、一部

では水温 30℃以上の高水温環境が 8 日間連続

した。この高水温と 9月上旬の台風接近に伴う

波浪によって大量のカジメ類（アラメ、カジメ、

クロメ、ツルアラメ）が茎部の根元付近から脱

落・流出し海岸に打ち上がった（八谷ら、2014）。

被害水域は長崎県対馬・壱岐から福岡県沿岸を

経て、山口県北部にまで及び、海岸線総延長距

離は 200km を越えたと推定される。また、山口

県下関市では、上記の条件下で、浅所(水深 5m

以浅)で生育するアラメ(生息上限温度 29℃)は

短期間で広範囲にわたり衰退しているが、同所に分布するノコギリモクやヤツマタモク

(生息上限温度 31℃)は生残している（村瀬、2014）。 

 
村瀬 (2014)より 

図2 山口県下関市川棚沿岸における2013年5月(左)と10月(右)の藻場構成種の状況 

左：優占するアラメとノコギリモク、右：枯死したアラメと生残したノコギリモク・ヤツマタモク 

 
出典：村瀬昇；藻場が消えた？！～2013 年、夏から秋にかけての山口県日本海沿岸の藻場の異変から.豊

かな海 32：67-70（2014） 

八谷光介・清本節夫・吉村拓；長崎県壱岐市郷ノ浦地先におけるクロメ群落の現存量および生産量

の季節変化.日本応用藻類学会誌 7(2):79-94（2014） 

水産庁：改訂磯焼け対策ガイドライン(2015)より

図1 海岸に打ち上がった大量の藻体
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(ウ) 藻場構成種の変化 

陸上植物と同じように、海藻にも一年生と多年生の種類がある。多年生海藻は一年生海

藻と異なり、通常は一年中枝葉を茂らせる。一方、九州や四国南部の沿岸では、同じ多年

生海藻がつくる藻場でありながら、枝葉の茂る期間が春を中心とする半年程に限られ、残

りの期間はまるで磯焼けの様な景観を示す藻場となる。前者を四季藻場、後者を春藻場と

呼び分けることが提案されている19。 

また、水温上昇に伴う藻場植生の変化について、九州西岸や宇和海沿岸域における現地

調査の結果では、温帯性の藻場は水温の上昇とともに、まずはクロメなどの温帯性コンブ

目が消失し、ノコギリモクやヤツマタモクなどのホンダワラ類の藻場が形成される。その

後さらに水温が上昇するとホンダワラ類も消失し、マクサなどの小型の紅藻類が優占する。

さらに水温が上昇するとマクサも消失し、磯焼けとなることが示唆されている20。 

 

 
島袋寛盛(2015)より 

図 3.5 水温上昇に伴う藻場植生の変化 

 

  

                                                  
19 吉村拓・清本節夫・八谷光介・中嶋泰;長崎市沿岸に広がる”春藻場”とは？－その実態

と今後の課題について－.月間海洋 41(11)：629-635（2009） 
20 島袋寛盛;西日本沿岸域における藻場の現状と変動.鳥取県藻場再生技術開発検討会

(2015) 
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※1 水産総合研究センター;地球温暖化に関する研究情報(2014)、※2 水産庁;改訂 磯焼け対策

ガイドライン(2015)、※3 海洋生物環境研究所:全国沿岸域に分布する藻場の長期的な変遷-2/2 

(2010)、※4 環境省;浅海域生態系調査(藻場調査)報告書(2008)より 

 

図 3.6 近年の藻場の出現状況 

  

凡 例 

：高水温・水温上昇により藻場面積に増加のみられる範囲

：     〃     藻場面積に減少のみられる範囲

：     〃     構成種に変化のみられる範囲 

コンブ場・ガラモ場 
藻場の衰退が長期的
に継続(※3) 

アラメ場・ガラモ場 
広域的な衰退(※3) 

アラメ場・ガラモ場 
局所的に衰退がみら
れ、減少傾向(※3) 

アラメ場・ガラモ場 
一部では回復もみら
れる(※3) 

8月の高水温と9月の台
風接近に伴う波浪によ
るアラメ・カジメの減少
(2013年、海岸線総延長
距離200kmを超えると推
定)(※2) 

四季藻場から春藻場へ
の移行(※1･※2) 

アマモ場については、顕著
な変化はみられないが、高
水温・水温上昇による衰退
が危惧されている(※4) 
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※1 水産庁;改訂磯焼け対策ガイドライン(2015)、※1以外 水産総合研究センター;地球温暖化に関する
研究情報(2014)より 

図 3.7 植食性魚類の出現状況 

 

凡 例 

：分布範囲(アイゴ) 

：分布範囲(ニザダイ) 

：分布範囲(ブダイ) 

：分布範囲(イスズミ類) 

アイゴ：大型海藻だけではなく、微細藻
類や動物も食べる雑食性、ヒジキ・アマ
モ・海苔の食害も知られる。水温 15℃
前後で摂餌が停止する(※1) 
20～25℃前後でよく摂食し、静岡県では
夏～秋にカジメの食害が活発化する。

ブダイ：雑食性で冬季に海藻
類を摂餌し、水温 18℃前後で
大型海藻の摂餌が最も活発に
なったとの報告がある(※1) 

ニザダイ：石灰藻をはじめと
する小型海藻類を中心に、小
型の甲殻類やゴカイなども食
べる。近年、カジメなどの大
型海藻の摂餌も観察されてい
る(※1) 

イスズミ類：イスズミの成魚は雑食性
で褐藻類と小動物を摂餌する。ノトイ
スズミ(写真)は、ホンダワラ類やクロ
メなどの大型褐藻類の積極的な摂餌が
確認されており、アイゴよりも低水温
に強く、冬季の摂餌期間も長い(※1) 
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＜藻場面積＞ 

 

【解説】 

日本全国の藻場面積は、2012 年の調査方法が異なるため、グラフの単純比較ができな

いものの、都道府県別の藻場衰退域の広がり等を加味すると、長期的には減少傾向にあ

るものと考えられる。 

1995～1996年度の自然環境保全基礎調査および2012年度の日本沿岸藻場再生モニタリ

ング調査の報告書には藻場の減少要因の記載がない。なお、1989～1991 年度では、消失

した藻場も 6,403ha が確認されており、消失した藻場の消滅原因として、全国的には埋

立等直接改変 28.1%、磯焼け 14.7%、その他海況変化等 16.2%、不明 40.6%等とされてい

る。 

藻場タイプ別の組成は調査回によって組成が異なるが 2012 年の調査では、アマモ場が

30.7％、ガラモ場が 25.4％、アラメ・カジメ場が 19.8％、コンブ場が 8.6％の順であっ

た。 

   

注 1.1996年度以前：自然環境保全基礎調査(環境省)、面積1ha以上、水深20ｍ以浅について航空写真、現地調査、既存資料、聞

き取り等により実施した結果を集計。2012年度：日本沿岸藻場再生モニタリング調査(水産庁他)、衛星画像、現地調査、聞

き取り等により実施した結果を集計。(調査方法が実施時期により異なるため、面積の単純比較はできないが、いずれも日

本全国で調査が行われている 

注 2.1995～1996 年度は兵庫県、徳島県の調査が行われていない 

図 3.8 藻場面積（左）及び藻場タイプの推移（右） ＜全国計＞ 
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・日本沿岸の藻場は衰退を続け、かつてなく厳しい状況におかれている。藻場の面積は

長期的には減少傾向にある。 

・藻場タイプ別には、アマモ場・ガラモ場は日本全国に分布しており、コンブ場は北海

道・東北に、アラメ・カジメ場は本州以南に分布する。 

・藻場の減少にともなって、藻場を生活史の一部または全部で利用する魚種の漁獲量も

減少している。 



 

23 
 

地域別の藻場のタイプの推移をみると、北海道・青森

県・岩手県ではコンブ場、アマモ場が主体となり、日本海

側の秋田県～島根県ではガラモ場、山口県～長崎県ではア

ラメ・カジメ場、太平洋側の宮城県～静岡県ではアラメ・

カジメ場、愛知県～鹿児島県ではガラモ場、アラメ・カジ

メ場、沖縄県ではアマモ場が主体となる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
注 1.1996年度以前：自然環境保全基礎調査(環境省)、2012年度：日本沿岸藻場再生モニタリング調査(水産庁他)より 

注 2.1995～1996 年度は兵庫県、徳島県の調査が行われていない 

図 3.10(1) 地域別藻場タイプの推移  
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■藻場衰退域を抱える都道府県
水産庁;改訂磯焼け対策ガイドライン(2015)より

図 3.9 藻場衰退域を抱える都道府県の推移 
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注 1.1996年度以前：自然環境保全基礎調査(環境省)、2012年度：日本沿岸藻場再生モニタリング調査(水産庁他)より 

図 3.10(2) 藻場面積（左）及び藻場タイプの推移（右）＜日本海側に面した都道府県別＞
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注 1.1996年度以前：自然環境保全基礎調査(環境省)、2012年度：日本沿岸藻場再生モニタリング調査(水産庁他)より 

注 2.1995～1996 年度は兵庫県の調査が行われていない 

図 3.10(3) 藻場面積（左）及び藻場タイプの推移（右）＜日本海側に面した都道府県別＞
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注 1.1996年度以前：自然環境保全基礎調査(環境省)、2012年度：日本沿岸藻場再生モニタリング調査(水産庁他)より 

図 3.10(4) 藻場面積（左）及び藻場タイプの推移：右（太平洋側に面した都道府県）
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注 1.1996年度以前：自然環境保全基礎調査(環境省)、2012年度：日本沿岸藻場再生モニタリング調査(水産庁他)より 

注 2.1995～1996 年度は徳島県の調査が行われていない 

2.18(5)  藻場面積（左）及び藻場タイプの推移（右）＜太平洋側に面した都道府県＞
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注1.1993年度以前：自然環境保全基礎調査(環境省)、2012年度：日本沿岸藻場再生モニタリング調査(水産庁他)より 

図 3.10(6) 藻場面積（左）及び藻場タイプの推移（右）＜太平洋側に面した都道府県別＞ 

 

  

愛媛県

高知県

熊本県

大分県

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000
（ha）

0

500

1,000

1,500

2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1978年度 1989～

1991年度

1995～

1996年度

2012年度

0

500

1,000

1,500

2,000
（ha）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1978年度 1989～

1991年度

1995～

1996年度

2012年度

アマモ場 ガラモ場 コンブ場 アラメ・カジメ場 その他



 

29 
 

また、農林水産省の漁獲統計資料に記載のある魚種から、生活史の一部を藻場・干潟に

依存する種類、生活史の全部を藻場・干潟に依存する種類を抽出した結果、全生活史を依

存する種類は、徐々に減少傾向にあり、一部生活史を依存する種類は 1960～1970 年代から

減少傾向にある。なお、沿岸漁業の漁獲量は、1980 年代のピーク後、減少傾向にある。 

 
注1.一部生活史：ｺﾉｼﾛ,ﾆｼﾝ,ﾋﾗﾒ,ｶﾚｲ類,ﾊﾀﾊﾀ,ﾆﾍﾞ･ｸﾞﾁ類,ｱﾅｺﾞ類,ｴｲ類,ﾀｲ類,ｲｻｷ,ﾄﾋﾞｳｵ類,ﾎﾞﾗ類,ｽｽﾞｷ類,ｲｶﾅｺﾞ,ﾌｸﾞ

類,ｲｾｴﾋﾞ,ｸﾙﾏｴﾋﾞ,その他ｴｴﾋﾞ類,ｶﾞｻﾞﾐ類,その他貝類,ｺｳｲｶ類,ﾀｺ類    全生活史：ｱﾜﾋﾞ類,ｻｻﾞｴ,ﾊﾏｸﾞﾘ類,ｱｻﾘ
類,ｳﾊﾞｶﾞｲ,ｻﾙﾎﾞｳ,ｳﾆ類,ﾅｱﾏｺ類,海藻類              農林水産省;海面漁業生産統計資料より 

図 3.11 生活史の一部もしくは全部を藻場・干潟（アマモ場含む）に依存する魚類お

よび沿岸漁業の漁獲量の推移  
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(2)将来予測 

 

【解説】 

水産工学研究所(2004)が実施した水温上昇の将来予測に基づいた魚種別の生産性の予

測・評価では、影響評価に用いる海表面水温の水平分布が水温上昇のシナリオ（表 3.2、図

3.12）に基づき、現状及び、短期、中期、長期の予測が行われている21。 

(ア) アマモ場 

アマモ、オオアマモ、リュウキュウスガモの３種について予測が行われている。東シ

ナ海区、太平洋南区では短期～長期ともに減少、瀬戸内海区、日本海北区、日本海西区、

太平洋中区では、短期～中期には、横ばい～減少、長期では、いずれも減少とされてい

る。太平洋北区では、短期～長期いずれも増加、北海道区では、短期～中期は横ばい、

長期では増加の予測となっている。 

(イ) ガラモ場 

ウガノモク、ヤツマタモク、ノコギリモクの３種について、ウガノモクが北海道区で、

ヤツマタモクとノコギリモクがそれ以外の海区で予測が行われている。太平洋北区を除

いた全ての海区で短期～中期には横ばい～減少、長期では、減少とされている。太平洋

北区では、短期～中期は横ばい、長期には、増加の予測となっている。 

(ウ) アラメ・カジメ場 

アラメ、カジメの２種について、アラメが北海道区、太平洋南区、日本海北区、日本

海南区を除く海区で、カジメが北海道区を除く海区で予測が行われている。アラメが太

平洋北区を除いて、分布のみられる太平洋中区、東シナ海区、瀬戸内海区で、短期～長

期ともに減少とされ、カジメが太平洋南区、東シナ海区では、短期～長期ともに減少、

太平洋中区、日本海北区、日本海西区、瀬戸内海区では、短期～中期では、上昇～横ば

いであり、長期ではいずれも減少の予測となっている。 

(エ) コンブ場 

ミツイシコンブ、リシリコンブ、ナガコンブの３種について予測が行われている。太

平洋北区、北海道区ともに短期では、横ばいであるが、中期から長期では横ばい～減少

の予測となっている。 

  

                                                  
21 水産工学研究所;平成 14-15 年度地球温暖化に対応した漁場、漁港漁村対策調査総合報告

書(2004) 

・海水温の上昇等により、藻場の種構成が変化し、アワビ等の磯根資源に大きな影響を

与える。 

・将来予測（中期～長期）で増加が予想されているのは、北海道におけるアマモ場、太

平洋北区におけるガラモ場、アラメ・カジメ場であり、それ以外は横ばい～減少を示

している。 
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表 3.2 水温上昇のシナリオ 

No 水温予測 解 説 該当年 

① 現状予測値（現状） 気象庁の現状予測結果 2003 年 

② 将来予測値（短期） ①の水温分布に一律 1.0℃加算したもの 2037～2074 年 

③ 将来予測値（中期） 気象庁の将来予測結果（気象庁 100 年後予測値） 2051～2103 年 

④ 将来予測値（長期） ③の水温分布に一律 1.5℃加算したもの（長期） 2103 年～ 

水産工学研究所(2004)より 

 
水産工学研究所(2004)より 

図 3.12 水温上昇のシナリオ 
 

表 3.3 藻場構成種の海域区分での予測・評価 

 

：生産は増加の予想  ：生産は横ばいの予想  ：生産は減少の予想 

※短期：現状予測に一律1.0℃加算したもの、中期：気象庁100年後予測値、長期：気象庁100年後予測に一律1.5℃加算
したもの 

水産工学研究所(2004)より 
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【コラム 3.3】水温上昇に伴うカジメの分布とアイゴの間接的な影響を考慮した将来予測研究 

気候変動リスク情報創生プログラム 3（2015）では、温暖化や沿岸生態系にもたらす影

響について予測・分析が行われており、「どういう条件ならその生物がその海域に生息で

きるか」という評価指標を作成し、温暖化が進むと生物分布がどう変化するかをシミュ

レーションした結果、本州から九州沿岸のカジメでは、水温上昇によってカジメ自体が

直接的なストレスを受けることと、カジメを摂餌するアイゴの捕食圧が強まること、そ

の両方の影響を受けて生息不適域が拡大する可能性が示唆されている。 

 
文部科学省;気候変動リスク情報創生プログラム 3（2015）より 

図 温暖化シナリオの違いに伴う将来的な藻場分布の変化 

 

表 1986～2005 年を基準とした 21 世紀末の世界平均地上気温の予測 

シナリオ名称 温暖化対策 平均(℃) 可能性が高い予測幅(℃) 

RCP8.5 なし +3.7 +2.6～+4.8 

RCP6.0 少 +2.2 +1.4～+3.1 

RCP4.5 中 +1.8 +1.1～+2.6 

RCP2.6 最大 +1.0 +0.3～+1.7 

環境省;IPCC 第 5 次評価報告書の概要（2014）より 
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3.3 干潟 

(1)現況 

＜影響の内容＞ 

 

【解説】 

干潟は、二枚貝等砂泥中にすむ生物や幼仔稚魚の生息場となっているほか、生物多様性

を維持する機能や海域の水質を浄化する機能等を有しており、陸域から流入する栄養塩濃

度の急激な変動を抑える緩衝地帯としても重要な役割を果たしている。 

しかし、日本国内の干潟面積は、埋め立て等により消失が進むとともに、近年では、南

方系魚類であるナルトビエイの来遊による二枚貝の捕食や貧酸素水塊の発生、陸上からの

砂の供給の低下や円滑な物質循環の滞り等により、干潟における二枚貝類の生産力が低下

している22。 

 

(2)将来予測 

 

【解説】 

海面水位が上昇することにより、干潟域の後退や消失が生じると考えられ、広大な干潟

域が自然の状態で残されていれば、海面水位が徐々に上昇したとしても、そこにすむ生物

はすみ場所を少しずつ変えることによって適応可能であるが、埋め立てや堤防等の構築物

によって狭められている場所等では、海面水位の上昇により、干潟に生息する生物のすみ

場所の消失に直接的に結びつくことが予想されている23。 

海面水温の上昇に関して、日本全国の砂浜海岸では海面が 30cm 上昇すると 108km2が、1m

上昇すると 173km2が侵食され、それぞれ、日本全国の 56.6%、90.3%に相当する 24。また、

平均勾配が 1/300 程度と非常に緩やかな干潟では、50cm の海面上昇で幅 150m の面積が消失

することになり24、1995･1996 年度の時点では、全国の干潟面積が 49 万 ha(兵庫県・徳島県

除く)25であるが、海面上昇がこれらの干潟の減少に影響を及ぼすものとみられる。 

                                                  
22 水産庁；藻場・干潟ビジョン(2016) 
23 水産総合研究センター；地球温暖化に関する研究情報(2014) https://www.fra.affrc.go.jp/kseika/ondanka/ 
24 総合科学技術会議環境担当議員・内閣府政策統括官；地球温暖化研究の最前線－環境の世紀の知と技術

2002－(2003) 
25 環境省；第5回自然環境保全基礎調査 海辺調査 総合報告書(1998) 

・海水温上昇に起因する干潟への影響として、夏季の成層化に伴う貧酸素水塊の拡大や

長期化、ナルトビエイ等の食害生物の増加、台風の巨大化やゲリラ豪雨に伴う淡水化

等、漁場環境の悪化や生息適地の不足が挙げられる。 

・海水温上昇に伴う、海面水位の上昇により、干潟の分布域が縮小・消滅する可能性が

ある。また、海水温上昇と干潟が縮小・消滅することより、すみ場所の消失や水質・

底質の変化などによる干潟域の生態系への影響が挙げられる。 
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また、生態系を構成する生物の消失により、干潟を餌場、生息場、稚仔の生育場として

活用している生物の生活史サイクルが乱れ、生産性が低下することが懸念されている 23。 

 
総合科学技術会議環境担当議員・内閣府政策統括官(2003)より 

図 3.13 海面上昇による砂浜の侵食予測 

 

【コラム 3.4】海面水位の変化に伴う干潟消滅 

浅海域では、海面水位が変化することにより、生物の生息に影響を及ぼす可能がある。例

えば、2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では、震災前(2010年6月)の藻場面

積250ha、干潟面積70haが、震災後(2011年5月)には藻場面積86ha、干潟面積0haと大きく減

少し、特に、干潟面積が0haとなったのは、地震による地盤低下により0.8m程度下がったこ

とが原因とされている(財団法人環日本海環境協力センター・東京大学大気海洋研究所,2012)。

この地盤低下により、干潟域が全て水没し、最干潮でも干出することはほとんどなくなり、

アサリ漁場も水没し、底生動物の生息域に影響を及ぼしている(宮城県,2016)。 
 

   
震災前(2010 年 6 月)        震災後(2011 年 5 月) 

財団法人環日本海環境協力センター・東京大学大気海洋研究所(2012)より 

図 1 震災前後の万石浦の藻場・干潟等の分布 
 

出典：財団法人環日本海環境協力センター・東京大学大気海洋研究所;東北地方における漁業復興のためのリモ

ートセンシングデータによる藻場被害及び復元支援マップの作成 2011年度上半期報告書(2012) 

宮崎県;宮崎県レッドデータブック(2016) 
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※1 水産庁;干潟生産力改善のためのガイドライン(2008)、※2 京都府立海洋センター;アサリの減耗要因と
対策-アサリの資源回復と有効利用を目指して-(2009)、※1※2以外 水産総合研究センター;地球温暖化
に関する研究情報(2014)より 

 

図 3.14 干潟域おける二枚貝の食害動物等の出現状況  

凡 例 

：分布の拡大がみられた範囲 

：分布範囲 

カイヤドリウミグモ：アサリの貝
殻内に寄生する。分布域は不明。
東京湾・三河湾では異常発生が確
認され、アサリの大量死が発生し
ているが、異常発生の原因は不明
(※2) 

左：サキグロタマツメタ
右：ツメタガイ 

サキグロタマツメタ：1992 年以降、ツメタ
ガイ類による被害が日本各地で多発する。
本州中部以南に分布し、近年、サキグロタ
マツメタによる食害が東北・関東等でも報
告され、種苗放流として放流した国内産お
よび外国産アサリに混入していたものが
定着したためと考えられている(※1) 

ナルトビエイ：長崎
県・和歌山県以南に
分布し、1989 年に長
崎県五島灘周辺に
出現、1990 年代中頃
から日本海での生
息が知られる 
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 3.4 サンゴ礁 

(1)現況 

＜影響の内容＞ 

 

【解説】 

(ア) 気候変動 

地球規模で起こる気候変動には、①海水温の上昇によるサンゴの白化、②台風の巨大化

に伴う波浪の増大によるサンゴ礁の破壊、③海洋の酸性化によるサンゴの石灰化機能の低

下などがある。これらは、地球温暖化の影響が大きく関与している26。 

 

【コラム 3.5】高水温によるサンゴの白化現象 

地球温暖化の影響により、高水温の発生する頻度が高くなり、高い海水温が継続すると

サンゴに共生している褐虫藻が体内から喪失する。その結果、サンゴ自体の骨格が透けて、

白く見えるサンゴの白化現象が起こる。さらに、この状態が長く続くとサンゴは褐虫藻か

ら栄養を受け取ることができず、

やがて死滅する。 

我が国では、1980 年（昭和 55

年）に初めて大規模な白化現象が

観察され、その後、各地で頻繁に

白化現象が発生している。近年で

は、1997～1998 年（平成 9～10

年）にかけて起きた世界的な海水

温上昇に伴う大規模な白化現象

が、サンゴ礁に大きな影響を及ぼ

している(水産庁、2015)。2016

年の夏季にも、沖縄県内のサンゴ

礁で白化現象が報告され、石西礁湖内の 35 地点で行われた調査では、白化率は 97％で、う

ち全体が死亡した群体は 56.7％であり、同様に慶良間諸島国立公園内の 36 地点では、平均

白化率が 15.2％、うち全体が死亡した群体の割合は 1.9％となっている(環境省那覇自然環

境事務所、2016)。 

出典：水産庁；サンゴ礁保全活動の手引き、69P．（2015） 

環境省那覇自然環境事務所;報道発表資料(2016年11月9日)http://kyushu.env.go.jp/naha/161109sango.pdf 

                                                  
26 水産庁；サンゴ礁保全活動の手引き、69P．（2015） 

・サンゴ礁は、①地球温暖化による海水温の上昇、酸性化などの地球的規模で起こる要

因と、②赤土の流入や海水の富栄養化などの地域的な要因が複合して作用するため、

危機的状況にある。 

図 1 サンゴの白化現象 
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(イ) 地域的な要因 

地球規模の気候変動に対して、サンゴに対するストレスの地域的な要因としては、食害

生物の増加、サンゴの加入量不足、海藻類の増加、瓦礫の移動によるサンゴ礁の破壊、透

明度の低下と浮泥の堆積、赤土の流入、富栄養化、過剰な観光利用・乱獲、サンゴの病気

が考えられる 26。これらは、必ずしも気候変動だけが要因ではなく、他の要因も絡んだ複合

影響であることが推定される。 

 

表 3.4 サンゴに対するストレスの地域的な要因 

 
水産庁；サンゴ礁保全活動の手引き（2015）より
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＜分布＞ 

 

【解説】 

主なサンゴ礁は鹿児島県大隅諸島から沖縄県八重山列島、東京都小笠原諸島に分布し、

主な高緯度サンゴ群集の北限は日本海側では新潟県佐渡島、太平洋側では千葉県房総半島

までである27。 

なお、最寒月の平均水温が18℃以上であると造礁サンゴによるサンゴ礁が形成され、鹿

児島県種子島周辺を境に、それ以北では造礁サンゴは分布するが、サンゴ礁は形成されな

いとされている。また、造礁サンゴの成育可能範囲の水温は16～36℃、サンゴ礁が形成さ

れる条件は最低18℃以上となっている。 

※造礁サンゴは、分類学状の名称ではなく、サンゴ礁を形成するサンゴ類の総称である。そのほとん

どは、刺胞動物門花虫綱六放サンゴ亜綱イシサンゴ目に属しており、石灰質の硬い骨格を持ち、体

内に褐虫藻と呼ばれる藻類を共生させ、褐虫藻の光合成による栄養をもらって成長する。サンゴ礁

は、造礁サンゴなどによって造られた地形を示す。九州以北では、サンゴ礁を形成しない造礁サン

ゴの群集がみられ、こうした高緯度に分布する造礁サンゴの群集を高緯度サンゴ群集としている。 
 

表 3.5 造礁サンゴおよびサンゴ礁と水温条件 

 造礁サンゴの成育可能範囲 サンゴ礁が形成される条件 

水温 16～36℃ 最低 18℃以上(最寒月の平均水温)

水温(最適範囲) 25～28℃ － 

環境省; サンゴ礁生態系保全行動計画 2016-2020(2014)、海の自然再生ワ
ーキンググループ;海の自然再生ハンドブック第 4巻サンゴ礁編(2003) 

 

 
環境省;サンゴ礁生態系保全行動計画 2016-2020(2014)より 

図 3.15 主なサンゴ礁と主な高緯度サンゴ群集の分布  

                                                  
27 環境省；サンゴ礁生態系保全行動計画 2016-2020(2014) 

・サンゴの種類数は琉球列島から九州、四国、本州に沿って北へ行くほど減少する。 

・サンゴが積み重なって作る地形であるサンゴ礁の北限は種子島であり、太平洋側では、

館山湾、日本海側では金沢周辺海域まで造礁サンゴが確認されている。 
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近年の造礁サンゴの出現状況を整理すると、九州西岸や本州太平洋側で造礁サンゴの分

布域拡大や北上がみられ、一方、沖縄県では高水温による白化が生じている。なお、造礁

サンゴの分布域の北上による拡大速度は 14km/年に達するとされている28。 

 

 
注）※1 水産総合研究センター;地球温暖化に関する研究情報(2014)、※2 山口県;平成25年版山口

県環境白書(2013)、※3 日本サンゴ学会ホームページ;2007年夏の白化現象、※1※2※3以外国

立環境研究所;サンゴ礁の過去・現在・未来 環境変化との関わりから保全へ(2014)より 

図 3.16 近年の造礁サンゴの出現状況 

  

                                                  
28 国立環境研究所;サンゴ礁の過去・現在・未来 環境変化との関わりから保全へ(2014) 

赤色丸囲：白化現象の
みられた地域(※3) 

熊本県天草：エン
タクミドリイシ
の分布域拡大 

長崎県五島：クシ
ハダミドリイシ、
スギノキミドリイ
シの分布北上が確
認 

和歌山県串本：南
方系サンゴの発
見が 20 種以上
(※1) 

山口県周防大
島：ニホンアワ
サンゴの群集の
発見(※2) 

サンゴ礁の分布の
北限(紫色破線) 

造礁サンゴの分布(高緯度サ
ンゴ群集)の北限(茶色破線)

千葉県館山：エンタ
クミドリイシの分
布北上が確認 
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＜面積＞ 

 

【解説】 

環境省が実施した自然環境保全基礎調査から造礁サンゴの面積の推移をみると、サンゴ

の面積は、1978～1979 年度以降減少傾向にある。 

1995～1996 年度の自然環境保全基礎調査報告書には造礁サンゴの増減理由に関する記載

がない。なお、1990～1992 年度の自然環境保全基礎調査では、愛媛、高知、宮崎、鹿児島

の高緯度サンゴ群集域での消滅原因として、水質悪化、工事、オニヒトデ、レイシガイダ

マシ、転倒、埋め立てが挙げられている。 

 
 

 
注 1.第 2 回、第 4回、第 5 回自然環境保全基礎調査(環境省)より。 

注 2.高緯度サンゴ群集域(0.1ha 以上)・サンゴ礁域(1ha 以上)の合計 

注 3.集計都県：千葉県、東京都、静岡県、三重県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、島根県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

注 4.1995～1996 年度は徳島県の調査が行われていない。 

図 3.17(1) 造礁サンゴの形状別面積の推移(15 都県)  
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・造礁サンゴの分布面積は 1970 年代の後半以降、減少している。1995～96 年度で

は、ピーク時に比べて 5９％減少している。 
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注 1.第 2 回、第 4回、第 5 回自然環境保全基礎調査(環境省)より。 
注 2.高緯度サンゴ群集域(0.1ha 以上)・サンゴ礁域(1ha 以上)の合計 
注 3.1995～1996 年度は徳島県の調査が行われていない。 
注 4.ムツサンゴを対象とした石川県の結果は除外した。 

図 3.17(2) 造礁サンゴの形状別面積の推移(都県別) 
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(2)将来予測 

 

【解説】 

海水温上昇と造礁サンゴの分布について、水温の上昇に伴う分布の変化と高水温による

白化を気象予測シミュレーションにより検討した結果、サンゴの生息に関わる各温度帯の

等温線の位置が北上していくことがわかり、また、大量死をもたらす深刻な白化を引き起

こす可能性のある高水温が出現する確率も南側の海域から高くなることが示されている29。 

なお、ここでは、サンゴ礁形成北限として最寒月平均海面水温の 18℃線(鹿児島県種子

島・馬毛島におけるサンゴ礁地形)、大規模な高緯度サンゴ群集成立北限と高緯度サンゴ分

布北限をそれぞれ最寒月平均海面水温 13℃線(長崎県壱岐における大規模なサンゴ群集と

サンゴ礁地形)、10℃線(新潟県佐渡島におけるキクメイシモドキ分布)と定義されている。 

 

 
屋良ら(2009)より 

10℃(赤線)：高緯度サンゴの分布北限 
13℃(青線)：高緯度サンゴ群集成立北限 
18℃(緑線)：サンゴ礁形成北限 
カラーバー：大量死をもたらす深刻な白化を引き起こす可能性のある高水温が出現する確率

(頻度)、「1」毎年、「0.5」10 年間に 5年の頻度 

図 3.18 10 年毎の日本近海における造礁サンゴ生息域の北限位置と大量死をもたらす深刻

な白化を引き起こす可能性のある高水温が出現する確率(頻度) 

 

                                                  
29 屋良由美子･藤井賢彦･山中康裕･岡田直資･山野博哉･大島和裕;地球温暖化に伴う海水温上昇が日本近

海の造礁サンゴの分布と健全度に及ぼす影響評価.日本サンゴ礁学会誌11(1):131-140(2009). 

・海水温上昇によりサンゴ分布の適水温海域は北上する一方で、白化現象の増加域と酸

性化により、日本沿岸のサンゴ礁の分布に適する海域は、2020～30 年代に半減、

2030～40 年代に消失と予測されている。 
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海水温上昇と酸性化に関して、日本沿岸ではサンゴの分布に適する水温の海域が北上す

るものの、白化現象の増加域(図 3.19(g)(j)の水温 30℃を示す黒色線以南)とサンゴの形成

に適さない酸性域(アラゴナイト飽和度 3.0 以下を示す赤～黄色のメッシュ)に挟まれる形

になるとされ、日本沿岸のサンゴ礁の分布に適する海域は、2020 年～30 年代に半減、2030

年～40 年代に消失と予測されている 27。 

 

 

 

 
メッシュ：酸性度の指標（アラゴナイト飽和度：アラゴナイト飽和度は二酸化炭素が海に溶け込むことで

低下し、1を下回るとアラゴナイトは溶解する） 

アラゴナイト飽和度 2.3 がサンゴの分布限界、アラゴナイト飽和度 3.0 がサンゴ礁の分布限界 

環境省(2014)より 

図 3.19 現在(2000 年)と将来(2040,2060,2090 年代)における 

サンゴの分布に関わる水温と酸性域の変化 

 

  

黄色線： 高緯度サンゴ群集の北限水温10℃

緑色線： サンゴ礁の北限水温18℃

黒色線： サンゴ生息に不適とされる水温30℃



 

44 
 

3.5 魚類 

(1)現況 

＜海水温と水産資源への影響＞ 

 

【解説】 

海水温に対する水産資源の影響については、卵・仔稚魚期などの移動力に乏しい期間で

は、生存不適な水温にさらされると、逃げることができずに個体数が大きく減少する。ま

た、水温は生物の代謝効率に大きく影響するため、特に仔稚魚期では個体成長の重要な因

子となり、成長・成熟に要する時間が変化する。成長して移動力が得られると、生息に適

した水温帯を選ぶようになり、水平方向・深浅方向に移動する。そのため、漁場の位置や

来遊時期（漁場形成）などが年によって変わり、漁場形成は水温分布の影響を直接的に受

けることになる30。一方、多くの資源は、複数の年齢群で構成されているため、資源量の大

きさは、各年齢群が成長過程で経験してきた、過去の水温作用の蓄積された結果になる。 

 

 
星野(2009)より 

図 3.20 海水温がおよぼす水産資源への影響 
 

漁獲統計に記載のある魚類に対する水温に関する知見を整理した結果を図 3.21、表 3.6、

表 3.7 に、その他の魚介類として水産基盤整備に関連する魚介類に対する水温に関する知

                                                  
30 星野昇；問い合わせが増えています！－南方系種、魚と水温のこと、etc.－(北水試だよ

り)、（2009）を一部改変 

・海水温上昇による魚類の生残率への影響度合いは、成長段階によって異なる。卵仔稚

魚期は移動力に乏しいため、生息不適な水温帯では生残率が低下し、資源尾数の規模

に影響する。仔稚魚期は成長・成熟に要する時間が変化する。未成魚～成魚期は生息

に適した水温帯へ移動する。 

・海水温上昇により水温分布が変化すると、魚類も適水温範囲に従って分布が変化し、

漁場形成に影響を受けることになる。 

・気候の変化が基礎生産に強い影響を及ぼすことが示唆されおり、基礎生産の減少に伴

う環境収容力の低下により、水産資源の自立更新性に変化が生じることが懸念される。

大 小生残率への影響
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見について整理した結果を図 3.22 に示す。 

また、漁獲統計に記載のある魚種のうち、既往知見31による魚類の漁獲水温の範囲の中央

値から 0-10℃、10-20℃、20-30℃の水温帯に魚種を区分し、各水温帯別に上限下限の温度

差を整理した結果、0-10℃帯では、マダラ、スケトウダラ、ハタハタ等 7種が、10－20℃

帯では、ヒラメ、マイワシ、サワラ類、マダイ、マアジ、サバ類、ブリ類等 26 種が、20-30℃

帯では、マグロ類、カツオ類、イサキ、シイラ類等 9種が挙げられる。 

 
■：漁獲水温等範囲、●：漁獲水温等範囲の上限・下限の中央値、 ：10℃・20℃のライン 

 注 1.漁獲統計に記載されている魚種のうち、水産生物適水温図(1980)・水生生物生態資料(1981)・(続)水生生物生態資

料(1983)(いずれも社団法人 日本水産資源保護協会)に漁獲水温等が示されている魚種を整理した。 

図 3.21 魚類の漁獲水温等の範囲 

 

表 3.6 魚類の漁獲水温等の範囲別の温度幅 
漁獲水温帯 

上限下限の差 
0-10℃ 10-20℃ 20-30℃ 

5℃未満 まだら、はたはた きぐち、さわら類(さわら) － 

5-15℃ 

すけとうだら、に
しん、さけ類(さ
け)、ほっけ、ます
類(からふとます)

ひらめ、ちだい、いかなご類(いかなご)、たちうお、そ
の他のにべ・ぐち類(いしもち)、さんま、ほうぼう類、
うるめいわし、はも、ぼら類(ぼら)、このしろ、あなご
類(まあなご)、びんなが、めかじき、まあじ 

とびうお類(ほそとびうお)、
えそ類(おきえそ)、いさき、
まかじき、かつお、しいら類
(しいら)、みなみまぐろ 

15-25℃ － 
まいわし、まだい、すずき類(すずき)、かたくちいわし、
しらす、めばち、さば類(まさば)、ぶり類(ぶり)、くろ
だい・へだい(くろだい) 

くろまぐろ、きはだ 

注 1.漁獲統計に記載されている魚種のうち、水産生物適水温図(1980)・水生生物生態資料(1981)・(続)水生生物生態資料

(1983)(いずれも社団法人 日本水産資源保護協会)に漁獲水温等が示されている魚種を整理した。 

                                                  
31 社団法人 日本水産資源保護協会；水産生物適水温図(1980)・水生生物生態資料(1981)・

(続)水生生物生態資料(1983) 
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表 3.7 魚類の漁獲水温 

 
注 1.▲は「マイナス」を示す。 

2.都府県別魚種別漁獲量の漁獲統計に記載のある魚種のうち、水産生物適水温図(1980)・水生生物生態資料(1981)・

(続)水生生物生態資料(1983)(いずれも社団法人 日本水産資源保護協会)に漁獲水温等が示されている魚種を整

理した。 

 

番号 漁獲適水温範囲(℃) 漁獲水温範囲(℃) 備考
1 くろまぐろ 10-31
2 みなみまぐろ 22-28
3 びんなが 15-22 13-31
4 めばち 11-28.5 18-31
5 きはだ 15-31 10-31
6 その他のまぐろ類
7 まかじき 16-29 20-27
8 めかじき 16-22
9 くろかじき類(くろかわ類) 22-26
10 その他のかじき類
11 かつお 17.5-30 14.5-32
12 そうだがつお類
13 さめ類
14 さけ類(さけ) 4-10 1.5-19.5
15 ます類(からふとます) 4-13
16 このしろ 14-22 出現水温
17 にしん 3-10 0-20
18 まいわし 5-25 8-28
19 うるめいわし 12-23 産卵期水温
20 かたくちいわし 11-27
21 しらす 11-28 稚仔魚漁獲水温
22 まあじ 13-26
23 むろあじ類
24 さば類 (まさば) 12-28 7.5-24
25 さんま 10-23.5 10-22.5
26 ぶり類 (ぶり) 12-28 12-24
27 ひらめ 8-17.5
28 かれい類
29 まだら 1-5 ▲1-11
30 すけとうだら 0-10
31 ほっけ 2-13
32 めぬけ類
33 きちじ
34 はたはた 4-8 1-3
35 にぎす類
36 きぐち 11-14 産卵期水温
37 その他(いしもち) 12-21
38 えそ類 (おきえそ) 15-29 出現水温
39 いぼだい
40 あなご類 (まあなご) 13-23
41 はも 14-21
42 たちうお 10.5-22
43 ほうぼう類 (ほうぼう) 12-22 出現水温
44 かながしら類
45 えい類
46 まだい 8-26
47 ちだい 8-20.5
48 きだい
49 くろだい・へだい 10-30 生息水温
50 いさき 18-26 未成魚出現水温
51 さわら類 (さわら) 15-17
52 しいら類 (しいら) 18-30
53 とびうお類 (ほそとびうお) 16-27
54 ぼら類 (ぼら) 15-20.6
55 すずき類 (すずき) 7-30 生息水温
56 いかなご類 (いかなご) 13-18
57 あまだい類 (あかあまだい)
58 ふぐ類
59 その他の魚類

たい類

ひらめ・かれい類

たら類

にべ・ぐち類

あじ類

まぐろ類

かじき類

かつお類

さけ・ます類

いわし類

種類
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水産基盤整備に関連する魚類 26 種、頭足類 5種の生息水温(上限・下限、中央値)および

産卵期の水温について、既往知見32,33を整理した結果、魚類では、0-10℃帯にサクラマス、

サケの 2種が、10－20℃帯にマガレイ、アイナメ等 18 種が、20-30℃帯にカサゴ、シマア

ジ等 7種が挙げられ、頭足類は 5種とも 10-20℃帯に挙げられる。 

これらの魚介類の漁獲・生息に関わる水温条件に加えて、海水温の上昇に伴う日本周辺

のクロロフィルや藻場面積の減少による基礎生産の低下による地先海域の環境収容力の低

下と相まって、水産生物の自立更新性に影響を与えることが懸念される。 

 

 
■：水温範囲、●：最高水温･最低水温の中央値  

▲：産卵期の最高水温、△：産卵期の最低水温 

：水温10℃・20℃のライン 

注 1.水産基盤整備に関連する魚類について社団法人全国漁港漁場協会；漁港・漁場の施設の設計の手引［下］(2003)、

下茂繁・秋本泰・高浜洋(続)水生；海生生物の温度影響に関する文献調査(2000)から生息水温等を整理した。 

図3.22 水産基盤整備に関連する魚類・頭足類の生息等水温 

 

漁獲統計のある魚類では、0-10℃帯に 7種、10－20℃帯に 26 種、20-30℃帯に 9種が挙

げられ、水産基盤整備に関連する魚介類では、0-10℃帯に 2種、10－20℃帯に 23 種、20-30℃

帯に 7種が挙げられ、これらの合計では 10-20℃帯に 49 種と最も多く含まれ、海水温上昇

に伴い、10-20℃帯の分布域の変化が多くの魚介類に影響を及ぼすとみられる。 

  

                                                  
32 社団法人 全国漁港漁場協会；漁港・漁場の施設の設計の手引［下］(2003) 
33 下茂繁・秋本泰・高浜洋(続)水生；海生生物の温度影響に関する文献調査.海洋生物環境

研究所研究報告 2:1-351(2000) 
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＜海水温上昇に伴う魚介類の出現状況の変化＞ 

 

【解説】 

日本海側における近年の水産生物の出現状況を整理した結果、サワラ、マダイ、ブリが

増加傾向に、スケトウダラが減少傾向にある。また、ホッコクアカエビは、能登半島以西

で減少、新潟以北で増加傾向、ブリは兵庫県以西で減少、石川県以北で増加と、海域によ

って異なる。シイラが北海道まで北上、アイゴが青森県に出現するといった分布域の変化

がみられている。 

  

 
※1 高柳和史;地球温暖化の漁業および海洋生物への影響(2009)、※1以外 水産総合研究センター;地球

温暖化に関する研究情報(2014)より 
赤文字は定置網の漁獲データの整理結果より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海) 
漁獲量：農林水産省海面漁業生産統計資料(昭和31年～平成25年)より 

図 3.23(1) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(サワラ) 

・魚介類の水温上昇等に伴う出現状況の変化として、①分布域の北上、②漁期の変化、

③資源量の変化等が挙げられる。 
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※1 高柳和史; 地球温暖化の漁業および海洋生物への影響(2009)、※1以外 水産総合研究センター地球

温暖化に関する研究情報(2014)より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海) 
漁獲量：農林水産省海面漁業生産統計資料(昭和31年～平成25年)より 
 

図 3.23(2) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(スケトウダラ) 

 

 

 

 

凡 例 

高水温・水温上昇により 

：漁獲量に増加がみられる範囲      ：漁獲量に減少がみられる範囲 

：漁期が長くなる範囲          ：漁期が短くなる範囲 

：分布域に変化がみられる範囲 

：その他の変化がみられる範囲 

スケトウダラ：日本海北部系群は、1992
年以降減少の一途を辿る 
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※1 高柳和史;地球温暖化の漁業および海洋生物への影響(2009)、※1 以外水産総合研究センター;地球

温暖化に関する研究情報 (2014)より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海) 
漁獲量：農林水産省海面漁業生産統計資料(昭和31年～平成25年)より 
 

図 3.23(3) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(ズワイガニ) 

 

 

 

 

 

凡 例 

高水温・水温上昇により 

：漁獲量に増加がみられる範囲      ：漁獲量に減少がみられる範囲 

：漁期が長くなる範囲          ：漁期が短くなる範囲 

：分布域に変化がみられる範囲 

：その他の変化がみられる範囲 

ズワイガニ：日本海西部海域
(富山県～島根県)の資源は、
高水温期に高水準期、低水温
に低水準期がみられる 

海面水温上昇率 
(℃/100 年) 
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：富山県以北 ：石川県以南
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※1 高柳和史;地球温暖化の漁業および海洋生物への影響(2009)、※1 以外水産総合研究センター;地球

温暖化に関する研究情報 (2014)より 

赤文字は定置網の漁獲データの整理結果より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海) 
漁獲量：農林水産省海面漁業生産統計資料(昭和31年～平成25年)より 
 

図 3.23(4) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(ブリ) 

 

 

 

凡 例 

高水温・水温上昇により 

：漁獲量に増加がみられる範囲      ：漁獲量に減少がみられる範囲 

：漁期が長くなる範囲          ：漁期が短くなる範囲 

：分布域に変化がみられる範囲 

：その他の変化がみられる範囲 

ブリ：日本海では水温が低い年代に
不漁、高い年代に豊漁の傾向 
石川県の富山県側・新潟県の佐渡島
では大型のブリが多く、石川県の能
登・西海、新潟県の本土側では小型
のブリが多い傾向 
兵庫県以西で減少傾向 
石川県以北で増加傾向 
 

石川県、山口県で近
年漁期が長くなる
傾向 

海面水温上昇率 
(℃/100 年) 
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：富山県以北 ：石川県以南
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※1 高柳和史;地球温暖化の漁業および海洋生物への影響(2009)、※1以外 水産総合研究センター;地球

温暖化に関する研究情報 (2014)より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海)より 
 

図 3.23(5) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(ホッコクアカエビ) 

 

 

 

 

 

 

凡 例 

高水温・水温上昇により 

：漁獲量に増加がみられる範囲      ：漁獲量に減少がみられる範囲 

：漁期が長くなる範囲          ：漁期が短くなる範囲 

：分布域に変化がみられる範囲 

：その他の変化がみられる範囲 

ホッコクアカエビ： 
1980 年代以降、能登半島以
西で漁獲量減少傾向 
1990 年以降新潟以北で漁獲
量増加傾向 

海面水温上昇率 
(℃/100 年) 
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※1 高柳和史;地球温暖化の漁業および海洋生物への影響(2009)、※1以外 水産総合研究センター;地球

温暖化に関する研究情報 (2014)より 

赤文字は定置網の漁獲データの整理結果より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海) 
漁獲量：農林水産省海面漁業生産統計資料(昭和31年～平成25年)より 
 

図 3.23(6) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(マダイ) 

  

凡 例 

高水温・水温上昇により 

：漁獲量に増加がみられる範囲      ：漁獲量に減少がみられる範囲 

：漁期が長くなる範囲          ：漁期が短くなる範囲 

：分布域に変化がみられる範囲 

：その他の変化がみられる範囲 

マダイ：1980年代以降青森県～兵
庫県で漁獲量増加傾向 
山口県、島根県、兵庫県、石川県、
新潟県、青森県で増加傾向 
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※1 高柳和史;地球温暖化の漁業および海洋生物への影響(2009)、※1以外 水産総合研究センター;地球

温暖化に関する研究情報(2014)より 
赤文字は定置網の漁獲データの整理結果より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海) 

図 3.23(7) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(その他) 

凡 例 

高水温・水温上昇により 

：漁獲量に増加がみられる範囲      ：漁獲量に減少がみられる範囲 

：漁期が長くなる範囲          ：漁期が短くなる範囲 

：分布域に変化がみられる範囲 

：その他の変化がみられる範囲 

 

 

山口県、兵庫県では 1980 年代以
降にカンパチの漁獲 

山口県、島根県では 2000 年代以
降イサキ、キジハタ、マトウダ
イの漁獲が増加傾向 

山口県では、南方性巻
貝類のマガキガイの漁
獲、コンゴウフグ、モ
ヨウフグ、ハタタテダ
イ稚魚の来遊 

漁期が短くなる傾向： 
かわはぎ(兵庫県) 
するめいか(新潟県･石川県) 
やりいか(青森県･石川県･兵庫県)  

 

シイラ：水温 20℃以上を好む。
夏季には北海道まで北上 

日本海では1980年代後
半に温暖レジームに変
化し、カタクチイワシ、
マアジ、スルメイカ等暖
水性浮魚類が増加(※1) 

 

 

海面水温上昇率 
(℃/100 年) 

漁期が長くなる傾向： 
さば(石川県･山口県) 
ひらめ(青森県･新潟県) 
まぐろ(青森県･新潟県･石川県) 

ハリセンボン：日本海
に死滅回遊、2006 年
12 月～2007 年 3 月に
山形県、新潟県、京都
府、兵庫県、島根県、
山口県で大量出現 
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※1：水産総合研究センター(2014)「地球温暖化に関する研究情報」より 
海面水温上昇率：気象庁海面水温の長期変化傾向(日本近海) 
 

図 3.23(8) 日本海側における近年の水産動物(魚介類)の出現状況(漁業影響種等) 

海面水温上昇率 
(℃/100 年) 

エチゼンクラゲ：1958 年、1995 年な
ど数十年おきに発生していたが、
2002 年以降はほぼ毎年発生、水温上
昇と着底幼生の無性繁殖速度の相関
が明らかになっている(※1) 

中国長江

河口域～

黄海沿岸

で発生 
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(2)将来予測 

 

【解説】 

多獲性魚種、沿岸・固着性魚種、養殖種、藻場構成種について、各海域区分での対象種

の生産性の予測・評価が、水温上昇のシナリオに基づき、短期・中期・長期について行わ

れて、対象種は、生息環境から 4 ユニット（多獲性種、沿岸・固着種、養殖種、藻場構成

種）に区分され、34 種が挙げられている 23。海域区分は、漁業・養殖業生産統計年報（農

林水産省統計情報部）の大海区・大海区別都道府県別区分図に従っている。 

予測の結果は、以下の通りとなっている。 

 

・日本海側では、西区で水温上昇による新規の種類が加入するなどプラス効果（ブリ

養殖の期待）もあるが、日本海西区と北区ともに漁獲量減少等の影響は長期的に生

じるものと予測され、それに伴った対策が必要とされている。 

・太平洋北区や北海道区では、新規加入種の生息や漁獲量の増加が期待でき、これら

の変化についての対応が必要となると予測されている。 

・多獲性の浮魚については、一部の種類で漁場変化が生じ、漁業時期、操業時間及び

漁獲量に若干の変化が生じることが考えられるが、多獲性の浮魚は総じて遊泳力が

強く、水温への応答が鋭敏であるため、影響は比較的軽微であると予測されている。 

・太平洋南区、東シナ海区では、沿岸・固着性種や養殖種を中心に短期より大きな影

響が出ることが予測され、将来に向けての対応が急務とされる一方、南方系種の加

入による新たな漁業の創出が期待されている。 

・瀬戸内海区では、沿岸・固着性種や養殖種を中心に早い時期より、漁獲量・収穫量

への影響が出始めると予測されている。 

 

なお、「日本における気候変動による影響に関する評価報告書」に記載されている日本海

側に関係する水産業、増養殖等、自然生態系の水温上昇に対する現在の状況と将来予測さ

れる影響について「4.1 参考資料」に示す。 

 

 

・多獲性の浮魚については、一部の種で漁場の変化がみられるが、遊泳力が強く、水温

応答が鋭敏であるため、漁獲量への影響は比較的軽微と予測。 

・沿岸・固着性種は、北海道区や太平洋北区では、新規加入や漁獲増が期待できる一方

で、太平洋南区、東シナ海区、瀬戸内海区では早い時期より漁獲減の影響が出ること

が予想される。一方で、太平洋南区と東シナ海区では、南方系種の加入も期待される。

・日本海側の北区や西区では、水温上昇による新規魚種の加入の一方で、従来の漁獲量

減少の影響は長期的に生じると予測。 
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なお、水温上昇の将来予測に基づいた魚種別の生産性の予測・評価に際し、影響評価に

用いる海表面水温の水平分布は、以下のとおり現状、短期、中期、長期の 4種類が設定さ

れている 23。 

・現状予測値としては、気象庁の現状予測値とする。 

・将来予測値（短期）としては、現状予測値から水温が一律 1℃上昇した場合を想定す

る。なお、この水温設定は、IPCC の予測では約 34.5 年後（短期～中期）、気象庁の予

測では約 71.4 年後（中期～長期）の水温上昇値に相当する。現状より 1.4℃上昇する

設定では、IPCC の予測の最大値で想定した場合、約 48.3 年後に相当する。 

・将来予測値（中期）としては、気象庁の将来予測値（気象庁 100 年後予測値）とす

る。 

・将来予測値（長期）としては、地球温暖化が最大となる IPCC の予測値を想定する。

水温上昇値に関して、IPCC の最大値と最小値の差は 1.5℃であることから、想定シ

ナリオにおける 21 世紀末に相当する水温分布として、将来予測（中期）に 1.5℃を

一律に加算したものとする。 

 

表 3.8 水温上昇のシナリオ 

No 水温予測 解 説 該当年 

① 現状予測値（現状） 気象庁の現状予測結果 2003 年 

② 将来予測値（短期） ①の水温分布に一律 1.0℃加算したもの 2037～2074 年 

③ 将来予測値（中期） 気象庁の将来予測結果（気象庁 100 年後予測値） 2051～2103 年 

④ 将来予測値（長期） ③の水温分布に一律 1.5℃加算したもの（長期） 2103 年～ 

水産工学研究所(2004)より 

 

 
水産工学研究所(2004)より 

図 3.24 水温上昇のシナリオ  
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水産工学研究所(2004)より 

図 3.25(1) 日本周辺海域の海表面水温水平分布（2月） 
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水産工学研究所(2004)より 

図 3.25(2) 日本周辺海域の海表面水温水平分布（8月） 
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表 3.9 評価対象ユニットの区分と予測・評価対象種 

生息 

環境 

評価対象ユニ

ット 
包含対象種 種類の分け方 種類 

移動性 多獲性種 沿岸・沖合漁場

における対象種

温暖化により水温が上昇しても、生息場

を移動することが出来る評価対象種とし

て回遊性を持つ種類 

マイワシ、マサバ、カツオ、サ

ンマ、マアジ、シロザケ、スケ

トウダラ、ズワイガニ、スルメ

イカ 

固着性 沿岸・固着種 底層、岩礁域、

干潟・砂泥域に

おける対象種 

生息場から大きく移動できない評価対象

種として、固着性が強い(着底後移動が少

ない)貝類、ウニ類や魚類等 

ヒラメ、マダイ、エゾアワビ、

クロアワビ、キタムラサキウ

ニ、マコンブ(コンブ類)、ウバ

ガイ、アサリ 

養 殖 養殖種 養殖漁場におけ

る対象種 

生簀や筏を垂下して飼育される魚類、貝

類や網を張って飼育する海藻類等 

ブリ、トラフグ、ホタテガイ、

マガキ、スサビノリ、オキナワ

モズク 

藻 場 藻場構成種 海藻群落におけ

る対象種 

岩礁や砂泥に生息する海藻草類 アラメ、カジメ、ウガノモク、

ヤツマタモク、ノコギリモク、

ミツイシコンブ、リシリコン

ブ、ナガコンブ、アマモ、オオ

アマモ、リュウキュウスガモ 

水産工学研究所(2004)を一部改変 

 

表 3.10(1) 多獲性種の海域区分での予測・評価 

 

：生産は増加の予想  ：生産は横ばいの予想  ：生産は減少の予想 

※短期：現状予測に一律1.0℃加算したもの、中期：気象庁100年後予測値、長期：気象庁100年後予測に一律1.5℃加算したもの 
水産工学研究所(2004)より
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表 3.10(2) 沿岸・固着性種の海域区分での予測・評価 

 

 

：生産は増加の予想  ：生産は横ばいの予想  ：生産は減少の予想 

※短期：現状予測に一律1.0℃加算したもの、中期：気象庁100年後予測値、長期：気象庁100年後予測に一律1.5℃加算したもの 

水産工学研究所(2004)より 

 

表 3.10(3) 養殖種の海域区分での予測・評価 

：生産は増加の予想  ：生産は横ばいの予想  ：生産は減少の予想 

※短期：現状予測に一律1.0℃加算したもの、中期：気象庁100年後予測値、長期：気象庁100年後予測に一律1.5℃加算したもの] 

水産工学研究所(2004)より 
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４．気候変動に対応した漁場整備 

4.1 漁場整備の実施手順 

【解説】 

気候変動に対応した漁場整備では、気候変動以外の不確定要因も絡み合い、着実な対

策が見いだしにくい場合もある。さらに、過去の環境変化や資源動向より近未来の動向

を予測する場合には、予測期間が長いと精度の低下が懸念される。このため、対象生物

の世代時間や造成効果の発現時間を目安として、漁場施設の耐用年数なども加味しなが

ら、漁場整備の効果に応じて事業の規模や進め方を改善できる順応的管理（ＰＤＣＡサ

イクル）に従って対策を実施する。 

漁場整備における順応的管理とは、事業実施前の調査結果や対象生物、対象海域等に

かかわる既往知見をもとに、漁場整備における対策、予想される効果、および効果を検

証するための方法（モニタリング等）までを包括した計画をもって、漁場整備を実施し、

対策の評価を踏まえて計画の見直しや対策手法の改善を行うことによって、不確実性を

伴う事象に対処しながら目標に向って柔軟に適応を進めてゆくマネジメント手法である。 

水産資源の自律更新性の向上に資する漁場整備は、自然システムから海の恵みを享受

する水産業と、水産業から様々な恩恵を受ける社会システムの連環に、安全・安心で持

続可能な互恵関係を生み出し、生物多様性の保全と温室効果ガスの低減に貢献できる。 

気候変動に対応した漁場整備の実施手順を図 4.1 に示し、各項目の概要を以下に記す。 

 

① 対象海域の現況把握 

  漁場整備の実施対象海域、および対象生物の生活史をふまえた関連海域における、気

候変動に関わる環境情報（海水温、水位、酸性化等）及び生物情報（出現種、被度、個

体数、サイズ等）を収集・整理する。 

 

② 気候変動の影響評価 

  環境情報や生物情報の時系列データにおけるトレンド（長期的傾向）の有無や変動幅、

対象生物の漁獲水温や適水温などの生態的特性をもとに、気候変動が対象生物の出現状

況に及ぼす影響を判定する。判定が困難な場合には、簡易な現地試験や飼育試験等を実

施する。影響の整理結果から、地域にとって優先度の高い項目を特定するため、既往知

見や先行事例を参考に検討を行う。 

・漁場整備で対象とする施設は、増殖場および魚礁、対象海域としては、藻場・岩礁域、

干潟・砂浜域、サンゴ礁、および沖合・沿岸域を想定する。 

・気候変動に対応した漁場整備は、①対象海域の現況把握、②気候変動の影響評価、③

目標設定と合意形成、④計画策定と効果予測、⑤気候変動に対応した漁場整備、⑥モ

ニタリング調査、⑦達成度判定とフィードバックの実施手順で進める。 
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③ 目標設定と合意形成 

  気候変動に伴う対象生物の増減や、新たに発生や加入が期待できる水産対象種を含め

た水産資源の増産目標（個体数、被度、面積等）、および漁場の整備目標（漁場施設の種

類や構造、造成水深や配置条件、漁場整備の推進体制等）を設定し、関係者間（漁業関

係者、行政、試験研究機関、専門家等）で認識を共有する。 

 

④ 計画策定と効果予測 

対象生物の世代時間や造成効果の発現時間を目安に、ＰＤＣＡサイクルの１周期に相

当する期間で実施可能な漁場整備計画を策定する。さらに、計画に基づいて漁場整備が

実施された場合の増産効果（個体数、被度、面積等）を計画段階で予測し、効果検証時

（項目⑦）の評価対象として活用する。 

 

⑤ 気候変動に対応した漁場整備 

造成規模、工法、優先順位等を選定して、本ガイドラインの 4.1(3)にもとづいて、気

候変動に対応した保全策や適応策を実施する。 

 

⑥ モニタリング調査実施 

計画段階（項目④）で予測した造成効果を検証するために必要不可欠な項目について、

環境情報（海水温等の気候変動の状況を含む）および生物情報を調査する。モニタリン

グ調査では，あらゆる項目を長期に亘って監視することは便益的に困難なため、造成前

および造成漁場の供用開始時期と、その後の長期的な管理時期でモニタリングの内容や

実施体制を差別化するなど、調査を継続できる体制づくりが求められる。 

 

⑦ 達成度判定とフィードバック 

モニタリング調査の結果が効果予測（項目④）を満たしているかについて、海水温等

の気候変動の状況と、対象種、被度、個体数、面積等から判定する。目標が達成できな

い場合には、事業の進め方を再検討・改善し、実施計画にフィードバックする。 

また、取組によって得られた成果や観測データ等の知見は、関係協議会、地方公共団

体の関係部局、関係府省庁等を通じて、情報を発信し、漁場整備に取り組む他の主体と

情報を共有・活用することが望まれる。ＰＤＣＡサイクルを回しながら、漁場整備に関

わる最新の情報を踏まえ、実施計画を最適化しながら、着実に目標設定値（項目③）に

近づけてゆく取り組みが、気候変動に対応した漁場整備を進める上で最も重要なスタン

スである。 
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図 4.1 気候変動に対応した漁場整備の実施手順 
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4.2 適応計画策定の留意事項 

（1）対象海域の現況把握 

【解説】 

漁場整備の対象海域（藻場・岩礁域、干潟・砂浜域、サンゴ礁、沿岸・沖合域等）、及

び対象生物の生活史をふまえた関連海域における環境情報（海水温、水位、酸性化等）及

び生物情報（出現種、被度、個体数、サイズ等）を、観測・記録方法や資料の精度・代表

性等の複合的な情報も含めて幅広く収集し、過去からの変遷について時系列データとして

整理する。例えば、水温情報については、大学、国の機関（気象庁、海上保安庁、水産研

究・教育機構）や都道府県の試験場等で観測情報を公開しているので、それらを活用する。

既往知見で、対象海域における情報が収集できない場合には、周辺海域における情報を活

用するとともに、現地調査を実施して対象生物の出現状況等を把握する。 

長期にわたる観測の全期間に亘って平均値や変動の幅が事実上同じとみなせる場合、

この時系列は定常であるといわれる。実際には、多くの時系列はトレンド（長期的傾向変

化）、ジャンプ（急激な変化）、周期性を持ち、これらの変動が重なりあった非定常な時系

列となる。時系列がトレンドを有するかどうかの判断には、Mann-Kendall 検定や新記録

数検定等がある。ジャンプを有するかどうかの判断には、t-検定や Mann-Whitney 検定

を用いることができる。周期性の有無は、標本自己相関係数を用いたコレログラム（時系

列相関図）で評価することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         資料提供：山口県水産研究センター 

図 4.2 山口県長門市地先における年平均水温（表層）のトレンド解析例 

・気候変動に対応した漁場整備の対応策を検討するには、現在の気候変動と対象海域へ

の影響について、どのような状況にあるかを知ることが重要になる。 

・対象海域への影響については、気候変動との関係が明確でないものや定性的なものも

含めて、関連する情報を集めて活用することが重要である。 

・上記の観測情報を時系列に整理することや、気候変動の現況把握を目的とした現地調

査を実施することも重要である。 
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（2）気候変動の影響評価 

【解説】 

漁場整備に関わる環境情報および生物情報の時系列データをもとに、漁場整備後の将

来動向を予測し、気候変動が対象生物の出現状況に及ぼす影響を判定する。時系列デー

タに非定常性（トレンド、ジャンプ、周期性）が認められる場合には、一旦、定常な時

系列データに変換し時系列モデルに当てはめて将来動向を予測後、逆の変換を施して非

定常な時系列データにおける将来動向を予測する（時系列モデルの選択など、難解な操

作を自動で実行可能なソフトウエアも普及し始めている）。 

気候変動が対象生物の出現状況に及ぼす影響の判定では、環境情報および生物情報の

動向予測より気候変動の内容を特定する必要がある。これまで挙げられている気候変動

の内容としては、海水温の上昇・塩分低下、気象災害の激甚化、海面水位の上昇、海洋

の酸性化がある。本ガイドラインの 2～3章（p4～61）では、気候変動の現状とこれらの

影響の将来予測かかわる既往知見をとりまとめている。 

地域にとって優先度の高い漁場整備の内容や気候変動の影響（例えば藻場であれば、

食害生物の増加や磯根資源の減少等）を特定するために、気候変動と生物分布に関する

既往知見（各県の水産試験場の報告や国や大学等の研究機関の論文等）や他海域におけ

る気候変動の影響評価に関する先行事例も参考となる。気候変動に関する知見を有する

専門家にヒアリングを行い、その判断を活用することも有効である。 

これまで分布している種を守る「保全策」を実施するか、新たに加入する種を育てる

「適応策」を実施するのか、対策（適応計画）の立案に向けて関係者間（行政、試験場、

漁業者、有識者等）で検討を行い、方向性を整理する。例えば、気候変動の内容が海水

温上昇に起因する場合は、対象海域における現況や過去からの変化傾向を踏まえた将来

の動向（本ガイドライン p4～6 参照）と、対象生物の適水温帯や漁獲水温との関連性（本

ガイドライン p17、p45～47 参照）を基準として対策の立案に反映させることができる。

海水温の変動範囲が対象種の生態特性（適水温帯や漁獲水温等）の範囲内に収まってい

る場合には、これまで分布している種を守る「保全策」に重点をおき、逸脱する場合に

は、新たに加入する種を育てる「適応策」へと転換することが考えられる。 

 

 

・気候変動が対象生物の出現状況に及ぼす影響を判定する。また、気候変動の将来予測

と生物分布への影響についても参考とする。 

・地域にとって優先度の高い漁場整備の内容や気候変動の影響を特定するため、既往知

見や先行事例を参考に検討を行う。 

・対策の目標設定に向けて「保全策」を実施するか、「適応策」を実施するかの方向性を

整理する。 
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（3）目標設定と合意形成 

【解説】 

対象海域の現況把握及び気候変動による影響評価をふまえて目標を設定する。その際、

水産資源の回復、生産力の向上を目指し、気候変動に伴う対象生物の増減や、新たに発

生や加入が期待できる海域において対象種と対象範囲を設定する。 

目標設定では、水産資源の増産目標（個体数、被度、面積等）および、漁場の整備目

標（ハード対策：漁場施設の種類や構造、計画数量等、ソフト対策：保全活動等、漁場

整備の推進体制等）について整理する。具体的な目標の設定方法は、気候変動の内容に

よっても異なるが、例えば、藻場・岩礁域であれば、藻場のタイプ、面積や磯根資源の

増産量、干潟・砂浜域であれば、二枚貝の増産量、サンゴ礁であれば、分布面積や被度、

沿岸・沖合域であれば、魚類の増産量、蝟集量等が考えられる。これらに対応した漁場

整備目標として、漁場施設の種類や構造、計画数量、造成水深や配置条件等のハード対

策や保全活動等の維持管理に関するソフト対策の内容と漁場整備の推進体制等を決定し、

関係者間（行政、試験場、漁業者、有識者等）で計画段階から認識を共有しながら、最

終的な合意の形成を図る。 

また、目標を設定する際の時間スケールとしては、漁場施設の耐用年数が 10～30 年で

あることから、これを基準として短期的な目標（概ね 10 年以内）と中長期的な目標（中

期的：概ね 30 年以内、長期的：概ね 100 年以内）に大別できる。気候変動に対応した漁

場整備においては、時間スケールの延長により、漁場環境や対象生物の動向予測に及ぼ

す不確実性の幅が増加すること、現況把握・影響評価、対策の実施、目標達成の判定ま

でに一定の年数を要することから、中長期的な展望を意識しつつ、短期的な目標に対す

る取組を優先して推進する（短期的な目標を積み上げながら中長期的な展望に近づける）

ことを基本とする。 

 

  

・気候変動によって変化した海域の対象種と対象範囲を決めて、目標を設定する。 

・対象種の増産目標および漁場の整備目標を設定し、関係者間で認識を共有する。 

・目標を設定する際の時間スケールとしては、中長期的な目標と短期的な目標が考えら

れるが、現況把握・影響評価、対策の実施、目標達成の判定までは、数年を要するこ

とから、まずは短期目標の設定により取組を推進する。 
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4.3 対策（保全策・適応策）の検討 

 

【解説】 

気候変動が海洋環境や水産生物に及ぼす影響と、これらに適応するために漁場造成で想

定される対策について、藻場・岩礁域、干潟・砂浜域、サンゴ礁、沿岸・沖合域のそれぞ

れの海域について整理し、表 4.1 に示した。 

表中の対策では、これまで分布している種を守る視点の「保全策」は青字、新たに加入

する種を育てる視点の「適応策」は赤字で色分けして示している。これまでに整備された

造成漁場において、「適応策」に該当する対策は、ほとんど講じられておらず、とりわけ魚

礁については、「保全策」、「適応策」ともに既往事例が極めて少ない状況にある。このため、

本ガイドラインでは、短期的な対策と中長期的な対策に分けて整理した。また、次章では、

短期的な対策として、既往の造成事例や参考資料の中から、気候変動対策として活用が期

待できるものを抽出した。なお、中長期的な対策については項目を示しているが、具体的

な対応策については今後の課題とする。 

新たな漁場整備のみならず、これまでに整備された造成漁場においても、表 4.1 中に示

した造成事例や参考資料を活用しつつ、図 4.1 に示した順応的管理のプロセスに従ってモ

ニタリング調査や現地試験等の知見の集積に努め、気候変動に対応した適切な対策を講じ

て行くことが大切である。対策の検討にあたっては、緊急性等をふまえ、優先して進める

対策を特定することが、効率的に事業を進める上で重要である。さらに、「保全策」と「適

応策」のどちらに力点を置くかについても、事業を進めながら環境変動や種組成の変化に

応じて柔軟に調整・修正し、実施計画にフィードバックすることが重要である。 

取組によって得られた成果や観測データ等の知見は、漁場整備に取り組む他の主体、と

りわけ対象生物の生活史をふまえた関連海域で事業を実施する他の主体については、気候

変動に関する情報を緊密に共有し、これらの時空間的な変化にも配慮しながら、事業の改

善に活用することが望まれる。 

  

・気候変動に対応した漁場整備は、これまで分布している種を守る視点からの「保全策」

と、新たに加入する種を育てる視点からの「適応策」に大別される。 

・気候変動に対応した対策の内容とその効果について情報を発信・集約し、適切な維持

管理を行う。 
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表 4.1 気候変動に対応した漁場整備対策（保全策・適応策）一覧表 

 

  

中長期的

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

 関連頁

食害生物の除去 70～76 多様な主体による管理体制の普及

食害の防御（流動促進、フェンス等） 70～73 簡易型磯焼け監視技術の普及

密度管理・種苗放流の抑制

食害生物の有効利用

食害生物の除去（漁獲） 70～75

食害の防御（混植等） 70,74～75

食害生物の有効利用

高水温耐性種の移植・基質確保 70,77 藻場情報プラットフォームの活用

生物多様性（対象種の適水温の変化）

に配慮した材質、構造形式の選定

適種・適地選定造成技術の普及

分布域の北上 局地性湧昇域等冷水域の保全強化 海況・生態系高度化モデルの活用

餌料効率・着底に有利な藻場造成 　

水温変動を加味した造成適地選定

藻場縁辺域の産卵・保育場創出

漁港外郭施設等の産卵・保育場創出

海藻草類の流失 播種・移植・基質確保 消波対策 70

磯根資源の成長阻害 寄り藻捕捉施設の整備

海面水位の上昇 分布水深帯の変化 嵩上げ・基質確保

石灰化海藻の減少 簡易型磯焼け監視技術の普及

食害生物の除去（刺網等） 79,81 食害生物の利用促進・販路拡大

食害の防護（被覆網、立て杭等） 79,81

曝気、防除幕、地盤高調整 79～80 潜砂性二枚貝の垂下増殖

浚渫・耕耘・覆砂による形成緩和 79

親貝の保護、作澪

覆砂材・基質等による着底促進

移殖、耕耘、覆砂 79

出水流路変化・河口閉塞 地盤高調整、作澪、移殖放流 79

高波浪による分散・打上げ 覆砂材による流出抑制、深所化

構成種・分布域の変化 地盤高調整・移植 79 干潟再生・移植技術の進展

食害の増加 食害生物の除去、食害の防護 食害生物の利用促進・販路拡大

水質浄化機能の停滞 生物多様性（対象種の適水温の変化）

に配慮した材質、構造形式の選定

多様な主体による管理体制普及

貝殻の溶解・脆弱化

成長阻害

白化・適水温帯の北上 サンゴの移植・増殖 83～86

食害生物の除去、食害の防護 83,87 多様な主体による管理体制普及

高波浪（瓦礫）による破壊 瓦礫からの防御（蛇籠等） 83～84

出水による赤土流入 水質保全対策

海洋の酸性化 石灰化機能の低下 炭素循環モデルをふまえた耐性種移植

90,94～97

円石藻等の生長阻害

構成種の変化 魚礁情報プラットフォームの運用

新魚種の高付加価値化・販路拡大

88～93

大水深域における漁場整備の充実

高層魚礁等による適応水深帯の拡張

貧酸素水塊の発達・波及

海底擾乱

注）対策（保全策・対応策）の区分は右の通り。青字：保全策に力点をおいた対策、赤字：適応策に力点をおいた対策

施設 対象 気候変動 影響

対策（保全策・適応策）

短期的

概ね10年以内
中期（概ね30年以内）

～長期（概ね100年以内）

食害生物の効率的漁法の普及、高付

加価値化・販路拡大

構成種の変化（高水温に

よる衰退、藻場の遷移）

磯根資源（アワビ・イセエビ

等）の減少

産卵・保育場機能の低下 海洋・魚類動態（回遊・分布・資源量

等）予測モデルによる造成適地選定

増殖場

藻場

岩礁域

水温上昇・塩分

低下

食害生物（ウニ類）の増

加・活性化

食害生物（魚類）の増加・

活性化

サンゴ

礁

水温上昇・塩分

低下 食害生物（オニヒトデ類）の

増加・活性化

気象災害の激甚

化

気象災害の激甚

化

沿岸・

沖合域

水温上昇・塩分

低下

成層強化・混合層深度低

下による基礎生産の変化

炭素循環モデルをふまえた耐性種の種

苗放流

干潟

砂浜域

水温上昇・塩分

低下

食害生物（ナルトビエイ等）

の増加・活性化

貧酸素水塊の形成・遡上

浮遊幼生ネットワーク脆弱

化

浮遊幼生ネットワークをふまえた幼生着

底促進技術の進展

海洋の酸性化

磯根資源（ウニ・アワビ等）

の成長阻害

気象災害の激甚

化

出水による低塩分化、浮

泥堆積、底質細粒化

海面水位の上昇

海洋の酸性化 炭素循環モデルをふまえた耐性種の種

苗放流

人工湧昇流発生構造物、鉛直混合促

進構造物の設置

人工湧昇（基礎生産）域の創出に基

づく温暖化適応型漁場整備の進展

海洋の酸性化 炭素循環モデル、海況・生態系高度

化モデルによる温暖化影響評価

気象災害の激甚

化

気候変動による沿岸外力の変化をふま

えた施設安定性の確保

海洋・魚類動態（回遊・分布・資源量

等）予測モデルの活用

人工湧昇（冷水）域の創出に基づく温

暖化適応型漁場整備の進展

貧酸素水塊挙動予測・警戒システム

の各海域への普及

魚礁 沿岸域

水温上昇・塩分

低下

生物多様性（対象種の適水温の変化）

に配慮した材質、構造形式の選定

回遊経路や回遊時期（漁

期）の変化

漁況変化に適応した漁場（水深、機

能）の分散配置と連携強化

暖水種の北上、冷水種の

減少、産卵水深の増加

低酸素抑制施設、鉛直混合促進構造

物の配置
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4.4 整備内容に応じた対応策 

(1)藻場 

 

【解説】 

近年、気候変動に伴う海水温上昇の影響等により、海藻類の繁茂状況や藻場構成種、食

害生物の分布状況などが大きく変わっている。これまで実施されていた対策の多くは保全

策（これまで分布している種を守る）であり、適応策（新たに加入する種を育てる）対策

については事例が少ない状況である。 

食害生物対策としては、水温、ウニ類の食害、魚類の食害が複合的に関与しており、各

影響の程度により評価の考え方が異なる（参考 4.1）。ウニ類を減らす技術としては、ハー

ド整備では、嵩上げによる波浪流速を上げる方法（事例 4.1）や、砂地に藻場礁を設置する

事例が挙げられる（事例 4.2）。ソフト対策として、ウニの潜水除去等、フェンスの設置等

が挙げられる。また、魚類を減らす技術としては、刺網による除去や、混植による捕食圧

の軽減（事例 4.3）等が挙げられる。さらに海藻草類を増やす技術として、ハード整備とし

ては、石材や藻場礁等の着定基質の設置と、母藻の移植やスポアバック、タネ糸の設置等

の種苗供給による藻場形成の促進が考えられる。なお、気候変動が藻場・岩礁域に及ぼす

影響と対策は、磯焼け対策と共通する点が多く、「磯焼け対策ガイドライン」（2007）14、「改

訂磯焼け対策ガイドライン」（2015）15に示された各種手法や事例が参考になる。 

高水温による海藻草類の枯死や種組成の変化・分布域の北上については、高水温耐性種

の移植が挙げられる（事例 4.5）。また、適応策として、対象種を変更した対策（事例 4.6）

も検討する。また、生物多様性（対象種の適水温の変化）に配慮した材質や構造形式の選

定についても検討する。 

さらに、台風・低気圧災害の激甚化への対応としては、消波対策および藻場造成（播種・

移植・基質確保）の対策が実施されている。海面水位上昇に対応した事例は現段階では、

ないが、将来的には嵩上げを検討する。  

・ウニ類や魚類の食害生物増加については、食害生物の除去、防除対策を実施する。あ

わせて、藻場造成（播種・移植・基質確保）により海藻草類を増やす対策を実施する。

・高水温による海藻草類の衰退、藻場構成種の変化や、分布域の北上への対応としては、

高水温耐性種を作出し、播種・移植を行う。また、生物多様性に配慮した材質や構造

形式の選定についても検討する。 

・台風・低気圧災害の激甚化への対応としては、消波対策および藻場造成（播種・移植・

基質確保）によって海藻草類を増やす対策を実施する。 

・海面水位上昇については、嵩上げを検討する。 
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【参考 4.1】藻場形成の阻害要因に関する考え方 

１．背景・目的 

近年、九州や四国地方南部の沿岸域の岩礁性藻場では、水温上昇によって、藻場

の構成種が変化するといった現象が報告され、具体的には、四季藻場（大型海藻藻

場、小型海藻藻場）から、春藻場、一年生藻場と従来の藻場のタイプの変化が予想

されている。また、水温上昇によって藻食性動物（ウニやアイゴやブダイ等の藻食

性魚類）の活性が高まることや分布域が北上することにより、磯焼け海域が拡大す

る懸念がある。これらの水温・ウニ・食害の関係と阻害要因としての判断基準と評

価の考え方が整理されている。 

２．概要 

藻場形成の主な阻害要因は、アイゴ・ノトイスズミ・ブダイ等の植食性魚類の食

害、ガンガゼ、ムラサキウニ等の食害および、水温の３つであると推測されている。

これらの３つの要因のうち、複数が同時に作用している場合があり、藻場がおかれ

ている現状を把握・理解するため、阻害要因の関係を単純化したものを図 3.3 に、

藻場類型と藻場形成の阻害要因との関係を図 3.4 に、阻害要因の程度の判断基準と

評価の考え方を表 3.3 に示す。それぞれの要因の強度によって形成される藻場の種

類が変化することが示されている。また、それぞれの阻害要因の強度が強くなると、

磯焼け状態となるが、魚の食害が強い場合でもウニの駆除を行うことによって、小

型海藻藻場や春藻場が形成されることが示されている。 

  
図 1 藻場形成の阻害要因    図 2 藻場類型と藻場形成の阻害要因との関係

 
表 1 藻場形成の阻害要因の判断基準と評価の考え方の一例 

  
出典：西海区水産研究所他;本邦南西水域の環境変化に対応した藻場の回復・拡大技術の高度化研究成果報告

書（2010） 
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【事例 4.1】海水温上昇に伴うウニ類の増加に対応した嵩上げタイプの囲い礁の整備 

１．背景・目的 

近年、北海道の日本海側では、磯焼けの進行により、ごく浅瀬以外ではウニの餌料

となる海藻が繁茂し難い状況にあり、磯焼けの発生は、地球温暖化に伴う水温の上昇

が引き金と考えられている。水温の上昇により、ウニの摂餌活動も活発化（14℃以上

では摂餌活動は弱まる）し、ウニが広域に分布していることからウニの食害が海藻の

被度が低い要因の一つと推察されている。また、天然漁場では、D.L.-1.5m 以浅に海藻

類が着生、繁茂している状況にある。これらのことから、ウニ類の増加に対応した増

殖場の整備を行うため、天然漁場と同様に施設の天端高を D.L.-1.5m に設定し、原地

盤（およそ D.L.-2.5～-4.0m）の嵩上げが行われている。 

２．対策の内容 

平成 24 年度造成神恵内地区の神恵内大森漁場（水産生産基盤整備事業）において、

嵩上げタイプの囲い礁によるウニ増殖場が整備され、増殖場内では海藻が繁茂し、嵩

上げにより増殖場内でウニの過剰な摂餌を制限する流速が発生し、ウニの摂餌が抑制

されたことにより海藻が繁茂したと推察されている。嵩上げにより海藻の繁茂が確認

されたことから、他地区において、ウニの過剰な摂餌を制限する流速が発生するよう

施設の天端高を設定し、増殖場を造成中である。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1 嵩上げタイプの囲い礁における海藻の繁茂状況 

出典:北海道庁提供資料 

  

調査施設：平成２４年度神恵内地区（神恵内大森漁場）
調査年度：平成２５年６月 

嵩上礁上 施設外→嵩上礁 
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【事例 4.2】海水温上昇に伴うウニ類の増加に対応した単体礁の整備 

１．背景・目的 

徳島県では、海水温上昇等によりウニが増加し、新たに藻場を造る場合、従来のよ

うに石を積み重ねる方法では、石と石の隙間にウニがたくさん住みつき、食害により

藻場ができない。そこで、ウニの食害の影響を軽減させるため、石を積み重ねるので

はなく、単体での石の設置が行われている。 

２．対策の内容 

石のサイズは１m角で、重さ 2～3トンの自然石 10 個を石と石の間隔 1.5～2m で、１

つ１つ点在させて設置されている。石が完全に埋まってしまうことがないよう、砂の

深さが石の高さの半分程度の場所が選定された。単体でおいたこの石を「単体礁」と

呼称している。2012 年 11 月に単体礁を設置した結果、設置後 2年半で、石の表面がみ

えないほど、カジメの藻場ができ、石の周囲にはウニが 1 匹も見つかっていない。ま

た、単体礁を設置してから石の動きや波の大きさなどが調査され、台風に伴う大きな

波が 7度以上来襲するものの、大きな移動・転倒は生じていない。 

このように、単体礁を砂地に設置することで、ウニの侵入を制御し、メンテナンス

をしなくても自然に良好な藻場ができることが明らかになっている。また、単体礁の

安定性については今のところ問題がない。今後、ウニの食害の影響が強い太平洋に面

した県南部海域における新たな藻場造成工法としての実用化が目指されている。 

 

図 1 単体礁に用いた石材と配置 図 2 単体礁の海藻の推移 

図 3 砂地の海底に点在する単体礁 
 

図 4 単体礁による藻場造成技術のまとめ 

 

出典:徳島県農林水産総合支援センター提供資料 
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【事例 4.3】海水温上昇に伴う植食性魚類の増加に対応した混成藻場によるアラメ種苗の食

害回避 

１．背景・目的 

鳥取県では平成 25 年 8 月に 29℃以上の水温が 3週間ほど続き、鳥取県西部における

藻場の衰退や県内各地でのアラメ群落の枯死の原因が、この異常高水温により直接的

に大きく影響したと考えられている。 

また、アラメの苗がアイゴに食べられることやウニ類が大量に生息している状況が

確認されており、間接的な影響として、今後、海水温上昇が進めば、植食性魚類やウ

ニ類の食害が恒常的に発生する可能性が高いとされている。 

植食性魚類のアイゴには嗜好性があり、アラメ単相藻場の場合はアラメを食べるが、

アラメとホンダワラ類との混成の場合はホンダワラ類から食べ始め、ホンダワラ類を

食べ尽くすとアラメを食べると言われている。 

そこで、移植直後に食害生物の駆除を行い、移植したアラメの苗を食害から守るた

め、高水温耐性のあるホンダワラ類を積極的に増殖してアラメとホンダワラ類の混成

藻場の造成が行われている。 

２．藻場造成の内容 

アラメを主体とした藻場造成では、アラメの種苗生産、アラメ藻場造成、新技術開

発と先行事例の導入が行われている。 

アラメ種苗生産では、葉長 10 ㎝のアラメの苗をロープに装着（アラメ株縄）、或い

はアラメプレート等に根付かせた状態で造成海域に設置されている。 

アラメ藻場造成では、移植適地、移植方法の選定、現地指導、移植後の経過観察指

導等を県が行い、これらの活動に漁業者や NPO 等が要した経費を助成している。 

 

 

 

 

アラメ 

 

 

 

 

クロメ 

新技術開発では、アラメの移植箇所を分散させてリスクを低減させるために安価な

部材で大量に簡便に設置できる手法の開発が、先行事例の導入では、クロメ・ホンダ

ワラ類のスポアバッグの導入による混成藻場の造成が行われている。 

 

 
図 1 アラメの生存限界水温と平成 25 年

夏季の鳥取県沿岸の水温 

 
図 2 鳥取県沿岸における 

藻場減少の原因 
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なお、温暖化などの環境変動に応じ、藻場の種多様性を高めた方がよいと判断さ

れる場合は、混成藻場の構成種に、アカモク・ホンダワラ・ノコギリモクに加えて、

比較的高水温に強いヤツマタモク・マメタワラや、アラメ・クロメとの混生が可能

で藻食性魚類の食圧を軽減できると考えられるヤナギモクなども適宜検討すること

となっている。 
 

混成藻場構成種 藻場造成手法(造成水深帯) 

アカモク     スポアバッグ(1～5m) 

ホンダワラ    スポアバッグ(3～5m) 

ノコギリモク  スポアバッグ(1～15m) 

図 3 混成藻場の構成種と造成手法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 スポアバック方式 
 

出典：鳥取県農林水産部水産振興局水産課他;鳥取県藻場造成アクションプログラムⅡ(2016) 
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【事例 4.4】海水温上昇に伴う海藻の競合種であるウミアザミ(ソフトコーラル)の遮光シー 

トによる駆除 

１．背景・目的 

天草漁協五和支所裸潜組合の主な操業場所である

通詞島周辺漁場では、海水温上昇等に起因して、平成

20 年ごろから、ソフトコーラルとも呼ばれる軟体サン

ゴの一種であるウミアザミが繁殖する一方、海藻やア

ワビ等が獲れる藻場が激減している。平成 22 年には

全組合員で素潜りにより、計 5トンのウミアザミを駆

除したものの、ウミアザミの繁茂面積の拡大を防ぐことができなかった。ウミアザミは、

共生している褐虫藻に栄養供給を依存している。そこで、天草広域本部水産課の開発し

た遮光シートを導入して褐虫藻の光合成を阻害し、ウミアザミを駆除するとともに、駆

除後の藻場造成が行われている。 
 

   
図2 ウミアザミの発生状況   図3 遮光シート   図4 遮光シートの設置状況 

 

２．対策の内容 

平成 25 年 6 月に 10m×10m の遮光シート１枚を、海底に設置し、１ヶ月間被覆したと

ころ、範囲内の全てのウミアザミが駆除された。この結果から平成 26～27 年 10 月に規

模を拡大して合計 200 枚のシートを設置して、ウミアザミを駆除し、駆除後の海底には、

ワカメの種糸やカジメ、ホンダワラ類の母藻を投入し、藻場の再生が図られている。 

ウミアザミの駆除後に藻場造成を実施した海域では、ウミアザミの再増殖はみられず、

母藻に用いたホンダワラ類、クロメ、ワカメ、トサカノリを含め合計 9 種類の海藻の繁

茂が確認されている。 
 

   
図 5 ウミアザミの駆除状況   図 6 藻場造成の概要     図 7 藻場の回復状況 

出典：熊本県提供資料  

図 1 現地場所 

↓遮光シート
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【事例 4.5】海水温上昇に対応したカジメ類の高水温適性株の移植 

１．背景・目的 

和歌山県における沿岸水温とカジメ群落の関係をみると、藻体の衰弱期にあたる

10～12 月の水温が平均水温よりも高く推移した年に、カジメ群落の大規模な衰退が

認められている。このようなことから、磯焼け原因の一つになると考えられる海水

温上昇に対処するため、和歌山県では平成 25 年度より 3カ年間カジメ類の高水温適

性株の作出に取り組みが行われている。 

２．対策の内容 

県下各地（9 カ所、図 2 参照）のカジメ類（カジメ・クロメ）の配偶体を用いて

地域間で交雑し、温度別（15、20、25、27.5、30℃）に藻体の生長が調べられてい

る。当初 19 通りの組み合わせが実施され、この中から串本を除く生長の優れていた

8カ所 9通りの組み合わせを選抜して、藻体の生長が調べられている。 

その結果、25℃、27.5℃では比井崎クロメ♂×目津崎クロメ♀の生長率が最も高

く、試験終了 1 ヶ月後にもほとんど藻体の枯死がみられず、高水温適性株として有

望であると考えられている。なお、水温 30℃の試験区では、すべての組み合わせに

ついて、初期の段階で枯死している。 

平成 25～27 年度において、交雑試験と高水温適株の作出が行われ、平成 29 年 4

月以降、現地実証試験が行われる予定である。 

 

図 1 交雑試験中のカジメ類 

 
図 2 カジメ配偶体の採取箇所 

 

出典：和歌山県情報館 カジメ類の衰退（磯焼け）現象と高水温の関係

http://kodomo123.ec-net.jp/biz/doi/kannkyou/ikimono/siryou/isoyake/kensuisi11.htm 

和歌山県農林水産部水産課提供資料 
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【事例 4.6】海水温上昇に伴うウニ類や植食性魚類の増加に対応した小型海藻藻場の造成 

１．背景・目的 

長崎県では、水温の上昇、植食性魚類の食害、ウニの食害の三重苦により、磯焼け

状態が進行し、アラメ、ガラモといった大型海藻からなる藻場が形成されない地域が

ある。そこで、高水温や魚類の食害に強いとされる小型海藻からなる藻場の造成を目

的とした整備が行われている。 

なお、小型海藻の機能、増殖方法は未解明な点があるが、ウニの漁場回復、イセエ

ビ稚エビ生息場等といった水産増殖機能を有する等の報告がある。 

２．対策の内容 

磯焼け状態が進行している状況の中、消失したウニ漁場を三重苦の要因の中で唯一、

人為的にコントロールが可能なウニの密度管理が 2008 年以降実施されている。その結

果、小型海藻藻場（アミジグサ等）が形成され、再生藻場でウニの身入りの改善、ウ

ニ漁の活発化、ウニ密度の低下、藻場拡大、ウニ漁獲量増加の好循環によりウニ漁場

が復活している。 

 

 

  

図 1 現地水温の推移          図 2 小型海藻藻場 

 

 

図 3 対策後の小型海藻藻場の形成による好循環 

出典：長崎県提供資料 
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(2)干潟 

 

【解説】 

干潟においては、貧酸素水塊の発生、陸上からの砂の供給の低下や円滑な物質循環の滞

り、南方系魚類であるナルトビエイの来遊による二枚貝の捕食等により、干潟における二

枚貝類の生産力が低下している。これらは、必ずしも気候変動だけが要因ではなく、他の

要因も絡んだ複合影響であることが推定される。 

これまで、取り組まれている対策のうち、貧酸素水塊の発生・拡大・長期化への対策と

しては、藻場・干潟・浅場の造成による地盤高調整（嵩上げ）や、微細気泡装置によるエ

アレーション（事例 4.7）、貧酸素水塊が到達する前に影響を受けない他のエリアへアサリ

稚貝の移殖放流が行われている。 

食害生物対策として、ツメタガイ、ヒトデ類、ナルトビエイ、アカエイ等の食害生物の

除去・防護等が行われている（事例 4.8）。 

また、台風・低気圧災害の激甚化による事例として、出水による淡水化により、二枚貝

が斃死や、河口閉塞及び底質細粒化により、稚貝の生息場の減少等が生じている。出水対

策としては、移殖放流が行われている。また、河口閉塞対策としては、地盤高調整、作澪、

移殖放流が行われている。 

海面水位上昇に対策として、気候変動とは、直接関わりがないものの、東北地方におい

て地盤沈下による干潟域の消失に対して、嵩上げによる干潟造成（参考 4.2）が挙げられる。

また、二枚貝の垂下養殖も考えられる。 

気候変動が干潟・砂浜域に及ぼす影響と対策は、干潟の生産力の改善策と共通する点が

多く、「干潟生産力改善のためのガイドライン」34に示された各種手法や事例が参考になる。

                                                  
34 水産庁：干潟生産力改善のためのガイドライン（2008） 

・貧酸素水塊の発生・拡大・長期化への対策としては、藻場・干潟・浅場の造成や底質

改善（浚渫・覆砂等）や曝気（エアレーション）、移殖放流を行う。 

・食害生物の増加に対しては、食害生物の除去や防除を行う。 

・出水による淡水化対策としては、移殖放流を行う。 

・河口閉塞への対策としては、地盤高調整、作澪、移殖放流を行う。 

・海面水位上昇への対策としては、嵩上げ等を行う。 
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【事例 4.7】干潟域での微細気泡装置による貧酸素対策 

１．背景・目的 

有明海西部の長崎県諫早市小長井地先では、泥干潟場に覆砂漁場を造成し、アサリ養

殖が営まれている。しかし、夏季に貧酸素水塊が襲来することから、それによるアサリ

のへい死が問題となっている。アサリのへい死は、覆砂漁場だけではなく、近隣の地先

や他県のアサリ養殖場においても発生している。貧酸素水塊のアサリへの影響は、水温

やアサリ個体の生理状態によっても異なるが、一般的に溶存酸素濃度 1mg/L 以下の状態

で、早ければ 2日後からへい死が始まり、4日以上継続するとほぼ全ての個体がへい死す

るといわれている。この貧酸素水塊への対策として、アサリ漁場を防除幕で囲い、防除

幕内を微細気泡装置で曝気する方法が開発されている。 

２．対策の内容 

防除幕内を微細気泡装置

で曝気する方法は、夏季の

小潮期に溶存酸素濃度

1mg/L を下回る貧酸素水塊

が発生し、アサリのへい死

が生じる場所(生息密度

4.4kg/㎡以上)にて効果を

発揮する。また、初期費用

が掛かることから、アサリ

の生息密度がある程度高い

ことも条件となる。この技術の摘要面積は最大で 50m×100m 以内であり、現地では微細

気泡装置を載せる船が必要となり、幕内に船を入れるため、最干時に水深約 0.5m 以上で

あることも条件となる。 

2008 年に行われた実験では、周辺漁場にて貧酸素水塊によるアサリのへい死が生じて

おり、実験終了時のアサリの生残率は、対照区(何もしない区画)の 59％に対し、実験区(微

細気泡装置による曝気区)が 91％と高い結果となっている。また、底質表面の状況では、

対照区ではへい死したアサリの貝殻が数多くみられたのに対し、実験区ではそのような

貝殻は極めて少ない状況にある。このように実験区ではアサリのへい死抑制効果のある

ことが確認されている。なお、50m×100m の範囲を想定して行われた実験における微細気

泡装置(耐用年数 5年)や防除幕など一式での導入費用は約 505 万円とされている。 

 

出典：水産庁増殖推進部;有明海漁場造成技術開発事業 二枚貝漁場環境改善技術導入のためのガイドライ

ン(2013) 

  

図 1 防除幕と微細気泡装置を組み合わせた技術 



 

81 
 

【事例 4.8】食害生物（ナルトビエイ)の増加に対応した干潟域でのアサリ食害対策 

１．背景・目的 

熊本県では、有明海や八代海に広大な干潟を有し、全国で

も有数のアサリの産地である。漁獲量は昭和 52 年の 6.5 万

トンをピークに減少し、平成 9年には 1千トンにまで減少し

た。アサリ資源を増大する上で、食害対策は欠かせない。

その中でも特に問題となるのは、ナルトビエイ、ツメタガ

イ類、キセワタガイである。ナルトビエイは、大型のエイ

で、春から秋にかけてアサリ漁場に来遊し、漁獲サイズのアサリを捕食し、被害をもた

らしている。飼育実験では、体盤幅約 50cm、体重 2kg のナルトビエイ 1 尾が夏場に毎日

1kg のアサリを食べることがわかっている。 

２．対策の内容 

ナルトビエイによるアサリの食害対策として、熊本県では刺網等で直接駆除する方法

の他に、①アサリの生息域に網を張ることや、②棒を乱立させることにより、ナルトビ

エイの来遊や捕食を妨害する方法が行われている。 

①漁場を網で囲む方法(来遊防止) 

ナルトビエイの来遊を防止するため

に、漁場全体又はアサリの生息が良好

な範囲を網で囲む方法。網は、古くな

った海苔網やい草用のネットが再利用

されている。手間と費用がかかるが、

効果も絶大で、この対策を行っている

からアサリが採れるとの声も多く聞か

れる。 

 

図 2 漁場を網で囲む例(熊本県横島漁協) 

②漁場に棒を乱立させる方法(捕食防止) 

ナルトビエイは、干潟表面におりて

アサリを食べるため、アサリを食べる

ことが出来ないように漁場に棒を乱立

させる方法。約 50cm 間隔に竹又は FRP

製の棒を設置する。限られた範囲に非

常に良好なアサリが分布する場合に適

し、覆砂漁場で実施されている。  

図3 漁場に棒を乱立させる例(熊本県荒尾漁協)

 

出典：熊本県;熊本県アサリ資源管理マニュアルⅡ－アサリを安定的に漁獲するために－(2006) 

  

図 1 ナルトビエイ 
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【参考 4.2】地盤沈下により消失した干潟における干潟造成 

１．背景・目的 

干潟においては、気候変動に伴う海面水位上昇により干潟分布への影響が予測され

ている。そこで、気候変動とは直接関わりがないものの、海面水位上昇と同様の対策

が実施された干潟造成の対策例について紹介する。 

宮城県の万石浦、志津川湾、松島湾などの内湾域では、海域環境の改善や魚介類の

産卵場・育成場の確保、アサリ漁場への利用を目的として、干潟の造成や海水交換を

促進するための作澪などの漁場整備が行われてきた。しかし、2011年3月11日に発生し

た東北地方太平洋沖地震による津波や地盤沈下等の影響により、多くの干潟や澪が消

失したため、漁場環境の悪化や漁場生産力の低下、アサリ漁業をはじめとした漁業生

産への影響が懸念されている。このため、2013年度から国の「水産環境整備事業」を

活用して、被災した干潟の復旧整備が行われている。 

２．対策の内容 

干潟の整備にあたっては、震災以前と同様の地盤高を確保するとともに、干潟造成

面の表層にはアサリ等を捕食するサキグロタマツメタの防除やアサリ等浮遊幼生の着

底促進のための粉砕カキ殻が混入されている。その結果、干潟には新たなアサリ稚貝

の生育が確認されている。また、造成した干潟周辺に繁茂しているアマモの根元には

大きく成長したアサリの分布が確認されている。 
 

＜事業全体計画＞ 
万石浦    干潟造成：面積7.9ha(事業年度2013～2015) 
志津川湾折立   〃 ：  1.5ha(    〃    ) 
松島湾      〃 ：  6.7ha(    〃    ) 
鳥の海    作澪  ：作澪工1.3km(事業年度2014～2015) 

 
図1 干潟の造成状況 

 
図2 アサリ稚貝の放流状況とアサリ稚貝 

 
出典：宮城県;平成25年度宮城県の水産業の動向及び水産業の振興に関して講じた施策(2014) 

宮城県;平成26年度宮城県の水産業の動向及び水産業の振興に関して講じた施策(2015) 
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(3)サンゴ礁 

【解説】 

サンゴ礁は、沿岸域の環境基盤として、藻場や干潟と並んで保全・造成をしていくこと

が、水産環境整備の基本方針として示されている35。これまでのサンゴ礁の増殖については、

沖ノ鳥島や沖縄県において実施されてきた。また、食害防止策として、ブダイやオニヒト

デの対策が行われている。 

サンゴの増殖については、有性生殖による方法と無性生殖による方法が挙げられる。有

性生殖としては陸上水槽において、卵を採集して、稚サンゴに育てて移植する方法や、卵

の採集から幼生が基盤に着底するまでを全て海上で行う幼生収集装置による方法が行われ

ている。無性生殖による方法としては、特別採捕許可を得て採取した親サンゴの断片を、

海域において中間育成し、海底の岩盤へ植え付ける方法が挙げられる（事例 4.9～11）。 

また、食害防止策としては、魚類とオニヒトデを対象とした対策が行われている。魚類

では、ブダイ類等が稚サンゴを食べたり、傷つけたりすることを防止するために食害防止

カゴを取り付けている事例が多い。また、オニヒトデ対策としては、潜水による駆除が沖

縄県各地で、漁業者やダイビング事業者などが中心となって取り組まれているが、オニヒ

トデが大量発生してから対策をとるのでは遅いため、近年では幼生の発生予測技術の開発

も行われているところである（事例 4.12）。 

なお、気候変動がサンゴ礁に及ぼす影響と対策は、サンゴ礁の保全対策と共通する点が

多く「サンゴ礁保全活動の手引き」26に示された各種手法や事例が参考になる。 

  

                                                  
35水産庁;水産環境整備の推進に向けて(2010) 

・サンゴ礁を増やす取り組みとしては、卵から稚サンゴを育てる有性生殖による手法と

親サンゴの断片を用いた無性生殖による増殖・移植手法が挙げられる。 

・移植したサンゴの食害防止対策として、ブダイ等の魚類に対しては食害防止カゴ等を

設置する。また、オニヒトデ対策としては、潜水による除去に加えて、大量発生の予

測等を行う手法の開発も行われている。 
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【事例 4.9】台風・低気圧災害の激甚化に対応した沖ノ島でのサンゴ増殖 

１．背景・目的 

わが国の最南端に位置する沖ノ鳥島は、周囲にカツオ・マグロの好漁場である広大な排

他的経済水域を有するサンゴ礁の無人島であるが、海面上昇や波浪による侵食によって、

その存在が危ぶまれている。そこで、水産庁は沖ノ鳥島においてサンゴ増殖技術の調査・

開発を行うため、平成 18 年度から「生育環境が厳しい条件下における増殖技術開発調査事

業」を実施しており、有性生殖によるサンゴの大量種苗生産・移植技術のほか、親のサン

ゴや移植したサンゴを保護する技術などが開発されている。 

２．対策の内容 

①サンゴの増殖・移植 

沖ノ鳥島に生息するサンゴを用いて卵から稚サンゴに増やし育てる有性生殖による増殖

方法が採用され、親となるサンゴを沖ノ鳥島から沖縄県の阿嘉島・久米島に移送し、採卵

して稚サンゴに育て、沖ノ鳥島へ移植する、一連の技術が開発されている。また、卵の採

集から幼生が基盤に着底するまでを、全て海上で実施する幼生収集装置についても開発・

実証が行われている。 

②海域に移植した稚サンゴの食害防止 

稚サンゴを移植すると、ブダイ類やその他の植食性魚類が稚サンゴを食べたり傷つけた

りすることがある。これを防止するため食害防止カゴを取り付け、保護している。 

③幼生供給の核となる人工基盤の造成 

海域に供給される幼生を確保するため、人工構造物内にサンゴ群集をつくり、幼生供給

の核としている。 

④瓦礫の移動によるサンゴの破壊防止 

台風などで折損したサンゴが瓦礫となって集積し、それらが波や流れで移動することで、

新たなサンゴ幼生の着底を阻害することや、生きているサンゴを傷つけることを防止する

ため、沖縄県伊江島で海底の嵩上げ試験が行われている。試験では、海底から高さを持た

せた蛇篭型の礁を設置したところ、海底から 0.5m 以上の高さに移植されたサンゴの生残率

が高いという結果が得られている。なお、他海域では嵩上げのほか海底の瓦礫を樹脂製ネ

ットなどで固定する事例も報告されている。 

   

図 1 魚類の食害防止カゴ(左)、人工構造物内のサンゴ群集(中)、瓦礫対策の蛇篭型礁(右) 

出典：水産庁;有性生殖によるサンゴ増殖の手引き－生育環境が厳しい沖ノ鳥島におけるサンゴ増殖－(2009) 

水産庁;サンゴ礁保全活動の手引き(2015) 
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  【事例 4.10】海水温上昇に対応した石西礁湖における枝状ミドリイシ群集の増殖 

１．背景・目的 

日本最大の礁湖性サンゴ礁である沖縄県石垣島と西表島の間に位置する石西礁湖では、

高水温による白化やオニヒトデによる食害などの攪乱により、造礁サンゴが衰退傾向にあ

る。サンゴ礁に生息する魚類にとって餌場・生息場として重要な枝状ミドリイシ群集にお

いても、高水温などによるダメージから回復が進んでおらず、その修復が急務となってい

る。そこで、西海区水研では、石西礁湖内に分布する枝状ミドリイシに特化して海域に幼

生を大量供給する技術の開発・実証が行われている。 

２．対策の内容 

①サンゴの増殖・移植 

沖ノ鳥島で実証されている幼生収集装置により、卵の採集から幼生を基盤に着底させる

まで、全て海上で実施することが可能としている。 

②海域に移植した稚サンゴの食害防止 

サンゴを移植すると、ブダイ類やその他の植食性魚類が稚サンゴを食べたり、傷つけた

りすることがある。サンゴを着生させる格子状の基盤について、魚類の捕食を防ぐ格子間

隔の基盤が研究・開発されている。 

③幼生供給の核となる人工基盤の造成 

幼生供給の核となるよう、枝状ミドリイシを着生させた産卵礁を開発し、海底に設置し

ている。 

   
図 1 幼生収集装置   図 2 設置 15 ヶ月後の枝状サンゴ産卵礁 

                               

出典： 

鈴木ら；石西礁湖における枝状ミドリイシ群集の回復阻害要因の検討、日本サンゴ礁学会誌 第 13 巻，

29-41（2011） 

Go Suzuki.et.al; Early uptake of specific symbionts enhances the post-settlement survival of 

Acropora corals、Mar Ecol Prog Ser Vol.494:149–158(2013) 

鈴木豪;サンゴ幼生の収集･飼育･放流装置の開発、平成 26 年度水産工学会学術講演会学術講演論文集

(2014) 

平成 26 年度厳しい環境条件下におけるサンゴ増殖技術開発実証委託事業報告書（2015） 
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【事例 4.11】海水温上昇に対応した沖縄県恩納村海域におけるサンゴ増殖 

１．背景・目的 

恩納村漁協では、モズクのひび建て養殖の技術を応用して養殖サンゴを育成し、それを

断片にして海域に移植し、無性生殖による増殖方法が実施されている。最近では養殖サン

ゴから有性種苗を作成し、これらを再び養殖施設で育成する取組も実施されている。これ

までは主にサンゴ移植ツアーの受入れ、沖縄県自然保護課によるサンゴ保全関連の事業な

どの実施場所としての自然再生活動の意味合いが大きかったが、今後は漁業や資源管理の

一貫としてサンゴの養殖・移植活動に取り組んでいくこととしている。 

２．対策の内容 

①サンゴの増殖・移植 

特別採捕許可を得て採取した親サンゴを断片にし、海域に設置したサンゴ養殖棚で中間

育成した後、海底の岩盤へ植え付ける。また中間育成後、ひび建て式養殖場で大きく成長

させ、再びこれを親サンゴとして利用している。 

②海域に移植したサンゴの食害防止 

サンゴを移植すると、ブダイ類やその他の植食性魚類が稚サンゴを食べたり傷つけたり

することがある。これを防止するため小型の個体には食害防止カゴを取り付け、保護して

いる。 

③幼生供給の核となる人工基盤の造成 

ひび建て養殖で養生中の約 2 万株のサンゴが産卵することで毎年卵を海域へ供給してい

る。 

 

  
図 1 中間育成中のサンゴ   図 2 ひび建て養殖で成長したサンゴ 

写真：恩納村コープサンゴの森連絡会ＨＰより 



 

87 
 

  【事例 4.12】食害生物（オニヒトデ）の増加に対応したサンゴ域での対策 

１．背景・目的 

サンゴの食害生物であるオニヒトデは、しばしば大発生が起こっているが、大発生の要

因は明確にわかっていない。対策としてのオニヒトデの駆除は、沖縄県の各地で地元漁業

者やダイビング事業者などが中心となって従前より取り組まれており、漁場整備において

も実施実績がある。しかし、オニヒトデの異常発生からサンゴ礁を守ることができた事例

が多くないことから、沖縄県ではオニヒトデ対策ガイドラインを策定し、過去の対策の反

省を踏まえ、戦略的・効果的な対策の考え方を示している。 

また、オニヒトデが大量発生してから対策をとるのでは遅いため、幼生の発生予測技術

の開発が沖縄県のオニヒトデ総合対策事業によって進められているところである。 

２．対策の内容 

①オニヒトデ駆除 

オニヒトデの幼生の分散を防止するため、産卵前（沖縄県では 5月前～6月）までに除去

する。実施に当たっては広範囲でなくオニヒトデが進入しにくい保護エリアを決めて徹底

的に除去することが重要である。 

②オニヒトデの大量発生の予測 

沖縄県下のモデル海域で稚ヒトデのモニタリングによる大量発生の予測実証試験が行わ

れている。予測が可能となれば、大量発生前から対策に乗り出すことが可能となる。 

また、並行して大量発生のメカニズムや効果的・効率的な除去方法についても、オース

トラリア海洋研究所との研究協力のもと、研究や実証が進められている。 

 

    図 1 オニヒトデ除去作業         図 2 除去したオニヒトデ 

                                 

出典：水産庁;有性生殖によるサンゴ増殖の手引き－生育環境が厳しい沖ノ鳥島におけるサンゴ増殖－

(2009) 

水産庁;サンゴ礁保全活動の手引き(2015) 

沖縄県;オニヒトデ対策ガイドライン(2007) 
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(4)沿岸・沖合域 

①浮魚礁 

 

【解説】 

水温上昇によって、カツオ、マグロ等の浮魚類の分布域の北上や、漁期の変化が想定

される。また、浮魚礁の耐用年数は 10 年のため、新たな漁場への新設（参考 4.3）や、

蝟集状況の低下した場所では、再設置を行わない等、環境の変化に合わせて、順応的に

対応することが考えられる。 

  

・継続的なモニタリングを行い、機能発揮状況を把握する。 

・水温上昇によって漁場や漁期の変化が想定される。浮魚礁の耐用年数は 10 年と短い

ため、効用の低下した施設については、新たな場所への移動等を検討する等、施設の

更新時に合わせた運用を行う。 
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【参考 4.3】クロマグロの漁場形成要因の把握と漁獲技術の開発 

１．背景・目的 

近年、日本海の海水温の上昇により、山形県沖でのクロマグロ漁獲量が増加している。そこ

で、将来にわたり安定してクロマグロを漁獲するため、モニタリングにより回遊・蝟集・滞留

などの漁場形成要因を把握するとともに、より大型のクロマグロを漁獲する技術を開発する。 

２．対策の考え方 

山形県沖のクロマグロの回遊経路や漁場の実態を把握するために、漁獲調査や漁業者情報

の収集とともに、水温ブイの設置により、海水温のリアルタイムな観測等を行い、クロマグ

ロの漁場が形成される要因（海水温、海底地形、餌生物の分布、時期等）を解析する。また、

大型のクロマグロを漁獲するため、はえ縄漁法における針の大きさや浮きの間隔を検討し、

山形県の実情にあった漁獲技術を開発する。さらには、浮き魚礁の導入によりクロマグロを

滞留延長させる技術の開発を行う。 

 

 
図 1 クロマグロの漁場形成要因の把握と漁獲技術の開発の概要 

 

 

図 2 漁獲技術の開発のスケジュール 

出典：山形県農林水産部;地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン 改訂版(2015) 
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②沈設魚礁 

【解説】 

魚礁を新設する場合や耐用年数が経過した魚礁を更新する際には、水温上昇によって、

将来的に増加傾向が見込まれる種、減少が見込まれる種を予測しつつ、漁場整備計画を立

案する（事例 4.13）。また、生物多様性（対象種の適水温の変化）に配慮した材質、構造形

式を選定する。回遊経路や回遊時期の変化への対応としては、漁海況変化に適応した漁場

（水深、機能）の分散配置と連携強化を行う。 

魚礁が持つ機能として産卵場、餌場、隠れ場、休息場の 4 項目に整理することができる

が、要求される機能は種によって異なる。水温上昇によって魚種組成が変化した場合、新

たに加入した魚種が再び魚礁を利用することが想定されるため、施設の利用が行われなく

なる場合は少ないものと考えられる。一方で、モニタリングにより、機能発揮状況につい

て評価を行い、施設の構造や配置について最適な状態でないと判断される場合には、対象

種の分布状況や生態にあわせて、水深、配置、構造の変更を行い、既設の魚礁に付加する

ことにより機能強化する方向で検討を行うことも考えられる（参考 4.4）。 

また、貧酸素水塊の発生や高水温による夏季の成層化の対策としては、混合や上昇流を

発生させる施設の設置を検討する。沿岸域や沖合域における夏季の成層化対策として、構

造物設置による栄養塩供給等を目的とした攪拌ブロックやマウンド礁の事業も行われてい

る（事例 4.14、参考 4.5）。 

さらに、台風や低気圧災害の激甚化に伴い、高波浪の頻度や大きさが強大となり、対象

生物の生息環境の悪化や施設の安定性に影響することも考えられる。このような影響を回

避するための対策も必要となる。  

・継続的なモニタリングを行い、機能発揮状況を把握する。 

・魚礁を新設する際には、海水温上昇によって利用する魚種の変化を想定し、生物多様

性に配慮した材質や構造形式の選定等、整備計画に反映する。 

・回遊経路や回遊時期の変化への対応としては、漁海況に適応した漁場（水深、機能）

の分散配置と連携強化を行う。 

・魚礁の耐用年数は 30 年と長期に及ぶため、耐用年数に達するまでの間に海水温上昇

等の気候変動により、対象魚種が変化することが想定される。既存施設が新たに加入

した種にとって最適ではないことも考えられることから、現地調査を行い、適切な水

深、配置、構造等となるよう、新たな魚礁の設置を検討する。 

・貧酸素水塊の発生や高水温による夏季の成層化の対策としては、混合や上昇流を発生

させる施設を設置する。 

・台風や低気圧災害の激甚化に伴い、対象生物の生息環境の悪化や施設の安定性に影響

することが考えられる。このような影響を回避するための対策も検討する。 
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【事例 4.13】海水温上昇によるキジハタ分布域の変化に対応した魚礁の整備 

１．背景・目的 

暖海性魚類であるキジハタは、昨今の海水

温上昇等により山口県や島根県等の日本海西

部地区において来遊量が増加している。 

山口県では、市場価値の高いキジハタの資

源増大を図ろうと種苗生産や放流調査、生態

に関する調査などが取り組まれており、キジ

ハタ種苗の安定供給が可能となり、山口県の

各地での放流事業が本格化している。 

こうした背景をふまえ、キジハタ分布域の変化に対応すると同時に、放流効果を高め

るため、成長段階に応じた魚礁の設置が行われている。 

２．対策の内容 

山口県豊浦大津地区海域では、キジハタ漁場の整備のため、下関市と長門市の海域に

幼稚魚保護礁 9 箇所、若成魚育成礁 9 箇所、成魚用の生産礁 4 箇所が設置されることと

して、平成 24 年度から始まっている。 

幼稚魚保護礁と若成魚保護礁は、間伐材、カキ・ホタテなどの貝殻、コンクリートの

プレートなどを使用し、体長 30 ㎝未満の小さなキジハタが外敵から身を守ることやエサ

を確保するための施設となっており、生産礁は、30 ㎝以上に成長したキジハタが生息す

るための施設となっている。なお、魚礁の設置に加えて、さらなる保護策として、キジ

ハタが 3 歳魚(全長 28cm 前後)で産卵できるようになることから、全長 30cm 未満のキジ

ハタの採捕が禁止されている。 

 

 
図 2 魚礁の設置場所 

図 3 幼稚魚保護礁 

 

出典：やまぐち経済月報 2014.2 
長門市 キジハタ魚礁を設置,更新日,2014 年 1 月 24 日 

https://www.city.nagato.yamaguchi.jp/wadaiback/wadai/n2640.html  

図 1 キジハタ分布域の変化 

暖海性魚
類である
キジハタ
の来遊 
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【参考 4.4】高水温化に対応したキジハタの成長段階別の施設整備の考え方 

１．背景・目的 

暖水性魚種のキジハタは水温12℃以下で殆ど摂餌を停止するとされている。調査を行

った山口県油谷湾では、冬季水温に関しては水深5mの浅場でも、12℃を下回る日数が2～

3月に6日程度と少なく、また、摂餌が減退する水温15℃以下の日数は、12月下旬～4月上

旬までの期間で、約100日を数えるが、将来的には減ってくると予想される。このことか

ら温暖化による冬季水温の上昇は本種の栄養補給を活発にし、成長、生残面での向上が

期待される。そこで、水温上昇に伴う油谷湾の漁場整備における課題を整理することを

目的とした。 

 

 
図1 キジハタの摂餌機能に影響を及ぼす低水温の日数 

 
２．対策の考え方 

キジハタ幼稚魚及び若齢魚は、油谷湾で調査した結果、水深15m以浅の場所に主に生息し、

2月の低水温期もほとんど動くことなく石の隙間に隠れ、越冬していると推測された。 

今後、温暖化によって冬季水温が上昇すれば、越冬期間が短くなることから、より多く

の餌が必要となる。これまでの漁場整備においては、冬季のキジハタ幼稚魚や若齢魚に対

して、外敵から身を守る安全な場所を提供することが重要な課題であったが、こうした隠

れ場に餌料培養機能を付加させ、飢餓の防止と成長の促進を図ることが、将来的に重要に

なってくると推察される。 

 

  
図2 転石帯に潜入するキジハタ幼魚(2月)  図3 餌料培養礁に潜入するキジハタ幼魚(2月) 
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キジハタ生活史への温暖化の影響の一つとして、ふ化に関する好適水温帯の場所の変化

も挙げられる。 

山口県油谷湾において採捕した産卵親魚と水温との関係性を整理した結果、24～25℃台

の水温帯で親魚がやや多く採捕された。萱野・尾田(1991)が行ったふ化試験によれば、キ

ジハタ受精卵のふ化率は 25℃で最も高く、加えて奇形率も低いと報告され、調査結果とこ

の好適水温帯の間に因果関係が示唆された。 

現在、油谷湾の夏季の高水温期にふ化の適温 25℃前後が維持される水深帯は 20～30m で

ある。しかし、今後、温暖化により水温が上昇した場合は、好適な産卵場がより深い水深

帯に移動する可能性がある。そのため、この好適な水深帯に、産卵親魚等が生活する岩礁

帯や転石帯が形成されていない場合は、新たに産卵場や産卵親魚保護施設を造成する必要

があると考える。 

  

図 4 産卵親魚と水温の関係      図 5 産卵親魚と水深の関係 

 

 

図 5 水温上昇に伴う油谷湾の漁場整備における課題 
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 【事例 4.14】夏季の成層化に対応した混合流及び上昇流発生のための攪拌ブロック礁の整

備 

１．背景・目的 

大阪湾では埋立や海底窪地により海水の流れが停滞する海域がみられ、また、夏季の

成層化により、窒素・リン等の栄養塩が循環せず、水質の悪化がみられる。そこで、栄

養塩が滞留している北・中部海域に攪拌ブロック等を設置し、底層から表層にかけて混

合流や上昇流を発生させ、湾内の水質改善を行うとともに栄養塩を緩やかに南下させる

ことを目的とし、大阪湾中・北部海域における混合流及び上昇流発生ブロック（攪拌ブ

ロック礁）の設置が 2014 年度から実施されている。 

２．対策の内容 

2015 年 9 月及び 10 月に 2014 年に設置した攪拌ブロック礁の設置区域では、海水の濁

りが多く観測され、海水がブロック礁で巻上げられていると考えられている。 

攪拌ブロック礁は、流れを前面で受け、上方へ押し上げた速い流れにより発生した大

きな渦と流れにより海水の上下混合を促すことで、底層に酸素を供給し、栄養塩を拡散

させる機能を持つ。 

効果としては、北・中部海域では、カレイ類等の稚魚等の生存率の向上が、南部海域

では、ノリ、ワカメの品質向上、増殖場等の海藻の繁殖増、水産資源の増大が期待され

ている。 

 

 
図 1 攪拌ブロック礁 

 

 
図 2 潮流攪拌のイメージ 
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※攪拌ブロック礁を潮流に沿うように連続して配置 

図 3 攪拌ブロック礁の設置状況 

 

 
図4 濁りの巻上げの状況 

 
出典：大阪府;攪拌ブロック礁に関するお知らせ 更新日,平成28年3月31日

http://www.pref.osaka.lg.jp/suisan/kakuhan/index.html 
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【参考 4.5】マウンド礁整備による湧昇効果の把握 

１．背景・目的 

マウンド礁は、石材やブロックを海洋に投入して、山脈状に造成された施設である。

それを海域流動場に整備することで、流動を乱して鉛直混合等を促進し、底層栄養塩

の有光層への供給と、それによる一次生産量の上昇を通じて水産資源の増大を図るも

のである。また、夏季の成層化により、下層から上層への栄養塩が供給されにくくな

る場合にも、マウンド礁によって鉛直混合の促進が期待される。 

こうした背景をふまえ、マウンド礁の湧昇効果を実海域で把握することを目的に長

崎県五島西方沖の水深155mの海底に整備されている高さ約30mの大深度マウンド礁を

対象とした現地調査が行われている。 

 

２．方法及び結果 

湧昇現象を解明するために、現地海域にて流動・水質の定点連続観測および流速断

面分布観測を夏季に、干潮・上潮・満潮・下潮の潮汐 1 サイクル行った結果、干潮時

は南方向、上潮時は転流し北方向、満潮時は北方向、下潮時は転流し、南方向への流

れがみられ、満潮時にはマウンド礁の後流域にて鉛直上方向の流れが広範囲で発現し

ていた。 

 
図 1 観測位置 

図 2 流況の観測結果 

調査内容 期間 位置，
測線

調査項目，対象

水質観測 2014/5/19
2014/8/24 St.1 水温，塩分，Chl-a，

光量子

流 況 定 点
観測

2013/8/24-9/10
2014/5/18-6/5
2014/8/12-9/7

St.1
St.1,2
St.1,2

流速鉛直分布，経
時変化

流 速 断 面
分布観測

2013/8/21-23
2013/9/12-13

L-1～
5 流速断面分布

水 質 定 点
観測

2013/8/24-19
2014/5/19-6/2
2014/8/12-26

St.1
St.1,2
St.1,2

水質断面分布，経
時変化
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３．今後の課題等 

春季は鉛直混合しやすい状況であることに加え、本来存在していた内部波がマウン

ド礁の効果により増大し、結果として鉛直混合促進につながることが考えられる。 

夏季は強い潮流がマウンド礁に衝突して発生した高周波の乱れと鉛直方向への乱れ

エネルギーの伝播に起因する乱流拡散を主な要因として鉛直混合につながり、栄養塩

が上方へ供給されることが考えられる。ただし、その仕組みについては不明な点が多

く、今後の課題として残される。 

 

図 3 マウンド礁における春季と夏季の鉛直混合形態 
 
出典：吉野真史、 伊藤靖、菅崇、 八木宏、 山本潤、 中山哲嚴;マウンド礁周辺における流動及び水
塊構造に関する現地観測、土木学会論文集 B2(海岸工学)(2015) 
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(5)ICT の活用 

 
【解説】 

これまで、漁業者の経験や勘を頼りに行われていた漁業を、ICT を活用し、漁業経営の

安定化を図る。そのため、漁業者参加型の海域観測網を整備するとともに、既存のリアル

タイム観測データを合わせることにより、漁場形成の鍵となる潮流や水温・塩分に関する

情報を提供し、漁業者自身が漁場の選定や出漁の可否を適切に判断し、効率的な操業を行

えるようにするためのツールを検討する（事例 4.15）。 

また、人工衛星を利用した海面水温のリアルタイムデータの公開や、ドローン等を活用

した、藻場分布図の作成など、新技術を活用したモニタリング手法の開発も進められてい

る（事例 4.16～17、参考 4.6）。 

 

 ※ICT:Information and Communication Technology(情報通信技術) 

 

 

図 4.3 ICT を活用した漁場環境情報のモニタリングイメージ 

  

・気候変動に伴う海洋環境や水産資源の変化をリアルタイムで把握しながら、効果的な

漁業生産に反映させるために有効なツールとして、ICT の積極的な活用を推進する。 
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【事例 4.15】ICT を活用した水産振興の促進 

１．背景・目的 

水産業全体として、魚獲量や漁獲金額の減少、餌代の高騰、漁価の低迷、漁業者の高齢化と後

継者不足などさまざまな課題がある中で、愛媛県愛南町では、平成22年度に総務省の支援事業

により「ICTを活用した愛南町次世代型水産業振興ネットワークシステム」が構築され、養殖業

者でも簡単に取り入れられるシステムとし、①水産情報可視化システム、②魚健康カルテシステ

ム、③水産業普及ネットワークシステムの3つのシステムから構成されている。 

 図 1 システムの概要 

２．概要 

①水産情報可視化システムは、町や漁協、愛媛大学が個々に行っていた水温、溶存酸素、

塩分濃度、赤潮発生情報などの測定データを 1つのポータルサイトにまとめて提供し、漁

業者はいつでもパソコンや携帯電話から情報閲覧が出来るようになっている。②魚健康カ

ルテシステムは、養殖業では魚に病気が発生することがあるが、今どのような病気が発生

しているかを調べ、どういう対応をすればよいかなどを漁業者に指導する。③水産業普及

ネットワークシステムは、誰でも見ることができるホームページを作成し、愛媛大学と連

携をした人材育成とぎょしょく普及のための情報発信を行っている。 

 

  
図 2 赤潮入力画面        図 3 携帯電話への情報提供 

 
出典：総務省;ホームページ http://www.soumu.go.jp/soutsu/shikoku/ict-jirei/suisan01-ainan.htmlより 



 

100 
 

【事例 4.16】人工衛星を利用した海面水温観測 

１．背景・目的 

人工衛星は、船舶などに比べて機動性に優れており、広域を繰り返し観測することが可能

である。海面水温分布図は、海流や渦などの海洋構造や、漁場の形成についての判断材料と

なる。近年、各地の水産試験場等が海面水温のリアルタイムデータを公開しており、インタ

ーネットや携帯電話を通じて閲覧することが可能となっている。漁業者自身が漁場の選定や

出漁の可否を判断するためのツールとして期待されている。 

 

２．概要 

人工衛星による海面水温観測には、衛星に搭載されたセンサがとらえた海面からの「光」

を利用する。「光」といっても、人間が見ることが出来る可視光ではなく、赤外線やマイク

ロ波帯の「光」を観測し、それを、物理法則等を利用して「海面水温」に換算する技術が、

これまで開発されている。 

1980年代より人工衛星による海面水温観測が開始されている。その代表的な衛星とセンサ

は、アメリカ海洋大気庁の極軌道衛星NOAAシリーズとそれに搭載されたAVHRR（Advanced 

Very High Resolution Radiometer）である。AVHRRは、赤外線を利用して、1～7kmの空間解

像度で海面水温を観測した。2000年代からは、赤外線を利用した観測に加えて、マイクロ波

を利用した観測が実用化されました。その代表的なセンサは日本が開発したAMSR（Advanced 

Microwave Scanning Radiometer）シリーズである。2011年以降は、日本の衛星「しずく（Global 

Change Observation Mission-Water, GCOM-W）」に搭載されたAMSR2に引き継がれている。 

 

 

図 1 NOAA による人工衛星画像の出力例 

 

出典：神奈川県水産技術センターホームページ http://www.agri-kanagawa.jp/suisoken/noaa/noaa.asp 

東北大学;ホームページ http://www.gp.tohoku.ac.jp/research/topics/20160201120000.html 
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【事例 4.17】ドローンを活用した藻場のモニタリング手法 

１．背景・目的 

藻場の分布を測定する方法としては、魚探・サイドスキャンソナー等の音響機器や水中カ

メラ、航空写真、衛星画像といった手法が用いられてきた。近年、ドローン（無人航空機）

に搭載したカメラの空撮画像から、藻場の分布を用いた取組が広がっている。ドローンによ

るシステムは、従来の調査に比べて、少人数、低コストで行うことが可能であり、新技術の

活用が期待されている。 

 

２．概要 

ドローンによる空撮画像の編集フローは、以下の通りである。 

さらに、ドローンの画像に加えて、魚探から得られる海底地形、藻場の繁茂状況や水中カ

メラから得られる藻場の種類や被度の情報をＧＩＳソフトに集約することにより、藻場分布

図の作成が可能となる。 

①ドローンに搭載した画像の取り込み 

②画像の合成 

③画像の色彩補正 

④地理情報システム（GIS）による歪み補正と座標付け 

 

 

図 2 ドローンによる空撮画像（高度１００ｍ） 

 

図 3 魚群探知機の画像（垂直方法の断面図  ） 図４ 藻場分布図のイメージ 

出典：島根県ホームページ 

http://www.pref.shimane.lg.jp/industry/suisan/shinkou/umi_sakana/tobics/index.data/tobic

s077.pdf 

鳥取県ホームページ http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/1061376/annual_report_56_1_1.pdf 

 

図 1 ドローン 
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【参考 4.6】浮魚礁システムの高度化 

１．背景・目的 

表層型浮魚礁には、潮流計がついており、

その情報は漁場の形成や操業の可否の判断に

利用されているが、現状では次の問題を抱え

ており、漁業者からさらなる機能の向上が求

められている。 

・潮流計での観測は浮魚礁の直下の地点の   

流速と流向に限られる。 

・波高は観測できない。 

・海象状況により欠測が発生する。 

・観測機器の不具合に対するメンテナンス

に時間を要する。 

・中層型浮魚礁には、観測機能がない。 

 

２．概要 

現状の問題点を改善するには、浮魚礁周辺および航行海域の潮流・波浪データの観測する

必要がある。そこで、海洋短波レーダを整備することにより、次のように現状の機能を向上

させることができる。 

・浮魚礁周辺の潮流・波高・波向が点ではなく、面で観測でき、効率的な浮魚礁の利用が

できる。 

・陸上からの観測のため、不具合に対して迅速な復旧が可能となる。 

・中層型浮魚礁周辺の観測も可能となる。 

 

 

図2 公開情報の向上 

 

図 1 現状に対する補完と機能向上 
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また、魚礁者への情報提供として、燃費の節約や操業の効率化のための情報が考えられて

いる。 

・リアルタイムでの広域の流況・波浪情報と目的地までの最適ルートのナビゲーション情

報(燃費の節約) 

・網入れ、出港判断等に係る海象情報(操業の効率化) 

 

 

図 3 漁港の最適航路の情報提供 

 

 

 

図 4 網入れ、出港判断等に係る海象情報提供 

出典：宮崎県 
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5.1 海水温の上昇等を踏まえた漁場整備の留意点等の検討・整理 

水産庁資源評価対象種(令和 2 年度追加分まで)から、水温、水深、魚礁性、種苗放流実績、資

源・漁獲動向の情報から対象海域、対象種の 5 魚種を選定した。 

図 5.1 対象海域対象種の絞り込みのプロセス 

表 5.1 魚種の選定結果 

魚種 選定理由 
海域候補 
(減少傾向) 

イサキ ・水温上昇により、未成魚・成魚が夏季に海面付近での分布
に影響を受ける可能性がある。

・また、夏季には浮遊する卵・仔魚においても、生残に影響
を受ける可能性がある。

太平洋中区、 
太平洋南区、 
東シナ海区 

キジハタ ・水温上昇により、夏季に浮遊する卵・仔魚の分布に影響を

受ける可能性がある。

・水温上昇により、未成魚～成魚が夏季に海面付近での分布

に影響を受ける可能性がある。 

・分布範囲に影響を受け、南方系のハタ類に魚種が変わる可

能性がある。 

太平洋中区、 
太平洋南区、
東シナ海区 

スジアラ ・水温上昇に伴い、未成魚～成魚が夏季に海面付近での分布

に影響を受ける可能性がある。 
・分布範囲に影響を受け、南方系のハタ類に魚種が変わる可

能性がある。 

東シナ海区 
(沖縄県) 

マコガレイ ・水温上昇に伴い、冬季の産卵期やその後の仔魚、また、夏
季の未成魚～成魚の分布に影響を受ける可能性がある。

瀬戸内海区、 
東シナ海区 

ヤリイカ ・水温上昇に伴い、産卵期の海面や水深 50m での分布に影響
を受ける可能性がある。 

・太平洋中区では、夏季の水深 100m での未成体の分布にも
影響を受ける可能性がある。

太平洋中区、 
太平洋南区、
東シナ海区 

５．参考資料
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 選定した対象種に対して、生活史の各段階での対象水深・対象時期を設定し、現状の水温分布と

将来の水温上昇値を加味した水温分布から現状と将来の生息適水温の範囲の比較・整理を行い、水

温上昇の予測による将来の減少傾向について評価した。また、評価結果に基づき、漁場整備の留意

点を整理した。 

水温上昇の予測に用いた現状の水温分布は、以下のとおり、各対象種で共通のものを用いた。 

現況の水温分布図には、気象庁のホームページに公開されている月平均海面水温平年値(統計期

間:1991～2020 年、https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/data/db/kaikyo/monthly/sst_HQ. 

html)を用いた。また、この公開資料は海面のみであるため、水深方向には 50ｍ、100ｍ、200ｍ、

400ｍの月平均表層水温平年値(統計期間:1993～2017 年)を別途気象庁より入手した。本検討では、

これらの入手した水温分布図を 20 世紀末の平年値として現況の水温とした。 

なお、気象庁では瀬戸内海の水温の平年値が求められていない。そこで参考データとして、瀬戸

内海の現況の平年値としての水温分布図については、環境省中央環境審議会水環境部会の瀬戸内海

環境保全小委員会(第 24 回、https://www.env.go.jp/council/09water/24.html)で公開されている

瀬戸内海における気候変動影響および気候変動適応の検討状況から、1985 年 9 月～2004 年 8 月の

表層水温の月別平均値の分布図を 20 世紀末の平年値として用いることとした。 

 

 

海面 

 

50m 

 

100m 

 
200m 

 

400m 

 

海面水温：人工衛星とブイ・船舶に
よる観測値から解析された海面水
温であり平年値は 1991 年から 2020
年の平均値(気象庁 HP) 
 
表層水温(50m、100m、200m、400m)：
海洋大循環モデルの結果と人工衛
星、船舶、ブイ、中層フロートなど
の観測データを総合的に解析(デー
タ同化)することにより、海面から
海底付近までの水温、流れを計算。
平年値は1993年から2017年の平均
値(気象庁より入手) 

 

図 5.2 現況水温に用いた日本近海の平年値の例 
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(1)イサキ 

(1)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5.2 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・成魚期の産卵期として、6～8 月の水温を評価した。 

・未成魚～成魚期として、高温側は 9 月、低温側は 3 月の水温を評価した。なお、高温側につい

ては、産卵期水温の 8月のものもあわせて評価した。 

・水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深50m、100m、200m、400m)を用いて、

未成魚～成魚期の生息等分布水深から海面と水深50mを評価した。 

 

表 5.3 イサキの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

成魚期 
海面・
50m 

産卵期(6～8 月)の水温で評価 23℃ 28℃ 

未成魚～
成魚期 

海面・
50m 

夏季(9 月)の水温で評価 － 28℃ 

未成魚～
成魚期 

海面・
50m 

冬期(3 月)の水温で評価 
 

8℃ － 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 
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表 5.4 イサキの評価結果 

現状 ・産卵期の適水温範囲が該当する都道府県は、海面では太平洋側で宮城県から鹿

児島県、日本海側で北海道～沖縄県にわたってみられ、水深 50m では太平洋

側では鹿児島県、日本海側では長崎県から沖縄県の範囲にとどまる。夏季の

高水温、冬季の 低水温については、現在の分布が収まる範囲となっている。 

・多くの県で資源状況が悪い。未成熟の小型魚に対する漁獲圧が過剰にあること

が考えられる。 

・資源状況が悪い場合には、環境変化だけでは資源回復が見込めないことも考え

られることから、漁場整備に併せて、小型魚を保護するための体長制限を行う

などの資源管理等を行う必要がある。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 
  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外 

日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

産卵期(成魚期) ◇ ― ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ ○ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

産卵期(成魚期) ― ― ◎ ― ◎ ― ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ △ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ― ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

記号の左：海面、右：水深50m 

 減少 
傾向 

・夏季の産卵期(6～8 月)は、産卵適水温の上限(28℃)以下の範囲が海面では 7

月には鹿児島県から長崎県、鹿児島県から和歌山県、8 月には長崎県から山形

県、宮崎県から千葉県で産卵期の分布可能範囲の減少が想定されるが、水深

50m では 8 月の鹿児島県から高知県の沖合で 28℃以上の範囲が出現するもの

の、大きな変化はないとみられる。 

・夏季(9 月)は、海面では現在分布域にかかっていない 高水温 28℃のライン

が、長崎県、三重県から千葉県まで北上し、未成魚～成魚期の分布可能範囲の

減少が想定される。なお、産卵期の 8 月の図をみると、 高水温 28℃のライ

ンが、長崎以南、和歌山以南でみられるが、将来では長崎県から山形県、宮崎

県から千葉県まで北上し、未成魚～成魚期の分布可能範囲の減少が想定され

る。 

 

d.漁場整備の留意点 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、東シナ海区、太平洋中区、太平洋南区で夏季(未

成魚～成魚期)の適水温帯から外れ、分布可能範囲が減少することが見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、東シナ海区、太平洋中区、太平洋南区では、海面水温が夏季の未成魚～成

魚期に影響して、減少する可能性が示唆され、これらの海区を留意すべき海域とした。 

・これらの海区では、海面の夏季の未成魚～成魚期の分布範囲の減少が見込まれることから、深所

へ移動することが想定される。このことから未成魚・成魚期に対する漁場整備の水深帯について

は、未成魚・成魚が水深 10～50m(豊後水道では水深 100m まで)に分布し、また、イサキを対象と

した既存の魚礁が水深 15～120m に整備されていることから、それらを参考として分布水深の深

所側で行うことが望ましいと考えられる。また、浅所に分布する稚魚については、未成魚～成魚

と同様に高水温による影響を受ける可能性があるが、生態的知見が乏しいため、整備前に分布等

を把握する必要がある。なお、水温上昇に伴い産卵時期が早まることも想定されることから、産

卵親魚の保護には産卵時期(6～8 月(盛期 7～8月))の変化に注意する必要がある。 
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(2)キジハタ 

(2)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-5 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・卵～浮遊仔魚期は高温側として 8 月の水温を評価した。 

・未成魚～成魚期は低温側として 3 月の水温を評価した。 

・成魚期については、産卵期として 6 月～9 月の水温を評価した。 

・水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深50m、100m、200m、400m)を用いて、

生息等水深範囲から産卵～浮遊期が海面を、未成魚～成魚期が海面と水深50mを評価した。 

・瀬戸内海については、気象庁の水温分布図がないため、環境省中央環境審議会水環境部会瀬戸内

海環境保全小委員会で示されている瀬戸内海の表層水温の分布図(1985 年 9月～2004 年 8月の月別

平均値)を用いて、瀬戸内海における表層での産卵期の水温を評価した。なお、表層水温の分布図には

公共用水域水質測定と浅海定線調査の結果が用いられている。 

 

表 5-6 キジハタの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

卵～浮遊
期 

海面※ 資源の減耗の大きい時期(7～9 月)を評価 － 25～28℃ 

未成魚～
成魚期 

海面・
50m※ 

越冬期(1～3 月)の水温で評価 
絶食期間が短いことにより生残率が向上 

12℃ － 

未成魚～
成魚期 

海面・
50m※ 

夏季(8～9 月)の水温で評価 － 29℃ 

成魚期 
海面・
50m※ 

産卵期(6～9 月)を評価 22℃ 28℃ 

※瀬戸内海については、表層で評価 
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c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 

 
表 5-7(1) キジハタの評価結果 

現状 ・分布域の本州中部以南では、産卵期や夏季・冬季の適水温範囲が収まる範
囲となっている。 

・種苗放流と相まって、冬季水温 15℃以下で摂餌量が減少、12℃以下では絶
食するため、この期間が短くなるにしたがって、生残率が高くなっている
ものと推測される。 

・産卵期～仔魚期の浮遊生活期の表層の適水温は 25～28℃である。 
・着底後の移動範囲が限定(概ね10㎞以内)されることから、種苗放流、漁場整
備、資源管理を行うことにより増加が見込まれる。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 

  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 

※瀬戸内海については表層の水温で評価 
 
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

夏季(卵～浮遊生活期) ◇ ／ ◎ ／ ○ ／ △ ／ 

産卵期(成魚期) ◇ ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ △ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ― ― ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

夏季(卵～浮遊生活期) ― ／ ◎ ／ △ ／ △ ／ 

産卵期(成魚期) ◇ ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ △ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ― ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 
 

瀬戸内海 瀬戸内海※ 

夏季(卵～浮遊生活期) ◎ ／ 

産卵期(成魚期) ◎ ／ 

夏季(未成魚～成魚期) ○ ／ 

冬季(未成魚～成魚期) ◎ ／ 

記号の左：海面、右：水深50m 
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表 5-7(2) キジハタの評価結果 

(将来) 減少 

傾向 

・卵～浮遊生活期の海面での生息適水温の上限(28℃以上)以下の範囲が、7 月

に熊本県から鹿児島県、和歌山県から鹿児島県、8 月に山形県から長崎県、

千葉県から和歌山県、9月に長崎県から鹿児島県、千葉県から鹿児島県で縮

小し、分布可能範囲が減少することが想定される。また、瀬戸内海では 28℃

以上の範囲が出現するとみられるものの、25℃以上が拡がる範囲に比べ、

少ないものとみられる。 

・未成魚～成魚期の夏季において、生息適水温の上限(29℃)以下の範囲が海

面では 8 月に福井県から鹿児島県、静岡県から鹿児島県、9月に熊本県から

鹿児島県、和歌山県から鹿児島県で縮小し、分布可能範囲が減少すること

が想定される。瀬戸内海では 8 月に山口県、福岡県、大分県、兵庫県から

広島県、徳島県、香川県、9 月に香川県で分布可能範囲の減少が想定され

る。 

・産卵期では、産卵適水温の上限(28℃)以下の範囲が、海面では 7 月に高知

県、宮崎県、鹿児島県、熊本県、8 月に東京都から宮崎県、山形県から熊本

県、9 月に和歌山県から鹿児島県、長崎県から鹿児島県で縮小し、分布範囲

の減少が想定されるが、水深 50m では大きな変化はみられないものと想定

される。瀬戸内海では、上限(28℃)以下の範囲が、7 月から 8 月にかけて縮

小し、福岡県、岡山県、香川県では分布可能範囲の減少が想定される。 
 

d.漁場整備の留意点 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、東シナ海区、太平洋中区、太平洋南区で夏季(卵

～浮遊生活期)および夏季(未成魚～成魚期)、日本海西区で夏季(未成魚～成魚期)の適水温帯か

ら外れ、分布可能範囲が減少することが見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、東シナ海区、太平洋中区、太平洋南区では海面水温が夏季の卵～浮遊生活

期と未成魚～成魚期の分布に、また、日本海西区では夏季の海面水温が未成魚～成魚期の分布影

響して減少することが示唆された。これらの海区のうち、留意すべき海域は、減少することが示

唆される成長段階の多い太平洋中区、太平洋南区、東シナ海区とした。 

・これらの海区では、未成魚・成魚が深所側へ分布水深を移すことが想定される。未成魚・成魚が

水深 5～100m に分布し、成長に従い深所側へ移動することから、未成魚・成魚期に対する漁場整

備の水深帯は、分布水深帯の深所側で行うことが望ましいと考えられる。また、卵～浮遊生活期

も影響を受けることから、産卵時期が早まることや分布海域が北上することも考えられ、浅所に

着底する稚魚の分布にも影響が現れる可能性がある。稚魚については今回評価をしていないが、

水深 5m 以浅の浅所に出現し、水温上昇の影響を受ける可能性があることから、分布状況を把握

して整備する必要がある。また、稚魚に関しては整備する保護礁への種苗放流が効果的であると

考えられる。 

・なお、水温上昇に伴いキジハタより南方に分布するアオハタ、スジアラ、アカハタなどの他のハ

タ類に転換し、整備した漁場が引き続き有効に機能することも考えられる。 
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(3)スジアラ 

(3)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-8 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 
海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・未成魚～成魚期として、低温側は冬季の 1～3 月の水温を評価した。 

・産卵期として、4 月～10 月の水温を評価した。 

・水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深 50m、100m、200m、400m)を用

いて、未成魚～成魚期および産卵期ともに生息等水深範囲から海面と水深 50m を評価した。 

 

表 5-9 スジアラの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 
低温側 

(1～3 月) 
産卵期(4～10 月) 
低温側 高温側 

未成魚～成魚
期 

海面・
50m 

冬季(1 月～3 月)の水
温で評価 

18℃ － － 

産卵期 
海面・
50m 

産卵期(4 月～10 月)の
水温で評価 

－ 23℃ 31℃ 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 
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表 5-10 スジアラの評価結果 

現状 ・産卵期の適水温範囲が該当する都道府県は、長崎県から沖縄県、和歌山県、

高知県、宮崎県にみられ、夏季の 高水温については分布が収まる範囲とな

るものの、冬季の 低水温については、和歌山県・熊本県以北では分布に適

さない水温となっている。 

・資源状態は悪いと考えられ、環境変化だけでは資源回復が見込めないことも

考えられることから、漁場整備に併せて資源管理等を行う必要がある。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 

    ※夏季については 7～9 月の分布可能範囲が実際と大きく隔たることから、現在の
分布域についてのみ評価した。  

日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 
産卵期(成魚期) ／ ― ／ ◇ ／ ◇ ／ ○ 
夏季(未成魚～成魚期)※ ／ ／ ／ ／ ／ ／ △ ○ 
冬季(未成魚～成魚期) ― ― ― ― ― ― ◎ ◎  
太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 
産卵期(成魚期) ／ ― ／ ― ／ ○ ／ ◎ 
夏季(未成魚～成魚期)※ ／ ／ ／ ／ ○ ○ ○ ○ 
冬季(未成魚～成魚期) ― ― ― ― ◎ ◎ ○ ○ 

記号の左：海面、右：水深50m 
減少 

傾向 

・夏季の生息適水温の上限(31℃)を超える範囲については、海面で 7月に沖縄

県、8 月に沖縄県、鹿児島県で拡大するが、水深 50m では大きな変化はみら

れず、海面近くの未成魚～成魚の分布可能範囲が減少することが想定され

る。 

 

d.漁場整備の留意点 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、東シナ海区で夏季(未成魚～成魚期)の適水温帯

から外れ、分布可能範囲が減少することが見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、東シナ海区では、海面水温が夏季の未成魚～成魚期に影響して減少する可

能性が示唆された。留意すべき海域は、分布可能範囲が減少することが想定される範囲は概ね奄

美群島以南の海域となることから、東シナ海区(沖縄県)とした。 

・この海区では水深 50m では現状と大きな変化が見込まれる。未成魚・成魚が水深 2～100m に分布

し、スジアラを対象とした既存の魚礁が水深 50～100m に整備されていることから、未成魚・成

魚期に対する漁場整備の水深帯については、それらを参考として分布水深帯の深所側で行うこと

が望ましいと考えられる。また、浮遊する卵・仔魚についても、夏季の海面での水温上昇の影響

を受ける可能性があるが、産卵期が 4～10 月と長いことから、産卵盛期が現在とずれることが推

測される。稚魚については、今回評価していないが、サンゴ礁内側といった静穏域に着底すると

みられるため、水温上昇の影響を受ける可能性があることから、稚魚の分布状況を確認し、着底

後の餌も確保できる餌料培養礁等を整備する必要がある。なお、水温上昇に伴いより南方系のハ

タ類に転換することで、整備した漁場が有効に機能することも考えられる。  
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(4)マコガレイ 

(4)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-11 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・産卵期(12～5 月)は、砂泥底に産み付けられる粘着沈静卵の適水温から、低温側として 8℃、高温

側として 15℃の水温を 3 月の水温を評価した。 

・仔魚期については、7.5℃以下で摂餌率、摂餌強度ともに低下し、飢餓状態となることが指摘され

ている。こちらについても産卵期の低温側の評価に準じて評価した。 

・未成魚～成魚期は高温側として 8 月、低温側として 3 月の水温を評価した。 

・評価水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深 50m、100m、200m、400m)

を用いて、産卵期が産卵場所の水深範囲から海面を、未成魚～成魚期が生息等水深範囲から水深

50m を評価した。 

・瀬戸内海については、気象庁の水温分布図がないため、環境省中央環境審議会水環境部会瀬戸内

海環境保全小委員会で示されている瀬戸内海の表層水温の分布図(1985 年 9月～2004 年 8月の月別

平均値)を用いて、瀬戸内海における表層での産卵期の水温を評価した。なお、表層水温の分布図には

公共用水域水質測定と浅海定線調査の結果が用いられている。 

 

表 5-12 マコガレイの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

成魚期 海面※ 産卵期(12～5 月)の水温で評価 8℃ 15℃ 

仔魚期 海面※ 
仔魚期の低水温 7.5℃以下では

飢餓状態 

7.5℃ 
産卵期の低温側 8℃
の評価に準じる 

 

未成魚～成魚期 50m※ 夏季(9 月)の水温で評価  24℃ 

未成魚～成魚期 50m※ 冬季(3 月)の水温で評価 5℃  

※瀬戸内海については、表層で評価 
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c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 

 

表 5-13(1) マコガレイの評価結果 

現状 ・産卵期の適水温範囲は、日本海側では北海道～長崎県、太平洋側では北海

道～千葉県でみられ、夏季の 高水温、冬季の 低水温については、現在

の分布が概ね収まる範囲となっている。 

・多くの地点で資源状況が悪く、産卵親魚の過剰漁獲も原因と考えられ・資

源状況が悪い場合には、環境変化だけでは資源回復が見込めないことも考

えられることから、漁場整備に併せて資源管理等を行う必要がある。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 

    ※現在北海道では函館近傍までの限られた範囲で分布がみられており、将来
水温上昇により拡大する可能性がある。 

    ※瀬戸内海については表層の水温で評価  
日本海側 北海道日本海北区※ 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 
産卵期(成魚期) ◇ ／ ○ ／ △ ／ △ ／ 
冬季(仔魚期) ◇ ／ ○ ／ △ ／ △ ／ 
夏季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ △ 
冬季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ ○  
太平洋側 北海道太平洋北区※ 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 
産卵期(成魚期) ◇ ／ ◎ ／ ― ／ ― ／ 
冬季(仔魚期) ◇ ／ ◎ ／ ― ／ ― ／ 
夏季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ △ 
冬季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ ○  
瀬戸内海 瀬戸内海※  
産卵期(成魚期) △ ／  
冬季(仔魚期) △ ／  
夏季(未成魚～成魚期) △ ／  
冬季(未成魚～成魚期) ○ ／  

記号の左：海面、右：水深50m  
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表 5-13(2) マコガレイの評価結果 

(将来) 減少 

傾向 

・産卵期における海面8～15℃の範囲が、12月に秋田県から新潟県、宮城県か

ら福島県、1月に福井県から島根県、茨城県、2月に山口県から長崎県、3月

に山口県から長崎県、千葉県、4 月に京都府から山口県、5 月に秋田県から

新潟県、石川県、岩手県から茨城県で縮小し、分布可能範囲の減少が想定さ

れ、仔魚期に関しても同様な県での分布可能範囲の減少が想定される。 

・夏季の 9月では、水深 50m での 高水温 24℃以下の範囲は、山口県から長

崎県、和歌山県、高知県、宮崎県で縮小し、分布可能範囲の減少が想定さ

れる。また、瀬戸内海の水道部に面する大分県、愛媛県、徳島県において

も分布可能範囲が減少する可能性が想定される。 

・瀬戸内海では、海面での 12 月と 1 月の産卵期では、現状として水温 8℃以

下の範囲はほぼみられず、水温 8～15℃の範囲が、12 月では大阪府、兵庫

県、岡山県、香川県で分布可能範囲が縮小して、山口県と福岡県のみとな

り、1 月では和歌山県、愛媛県で縮小し、分布可能範囲の減少が想定され

る。また、未成魚～成魚の生息等水温範囲については、夏季(7 月～9月)で

は7月の愛媛県と大分県を除き水温24℃以下の範囲が消滅することが想定

される。なお、冬季の未成魚～成魚の 低水温の 5℃以下の範囲は現れな

い。 

 

d.漁場整備の留意点 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、日本海西区で産卵期(成魚期)および冬季(仔魚

期)、東シナ海区、瀬戸内海区で産卵期(成魚期)、冬季(仔魚期)および夏季(未成魚～成魚期)、太

平洋南区で夏季(未成魚～成魚期)の適水温帯から外れ、分布可能範囲が減少することが見込まれ

ると判断された。 

・成長段階別にみると、日本海西区、東シナ海区、瀬戸内海区では、海面水温が産卵期(成魚期)お

よび冬季(仔魚期)に、東シナ海区、太平洋南区では水深 50m の水温が夏季(未成魚～成魚期)に、

瀬戸内海区の海面水温が夏季(未成魚～成魚期)に影響して、減少する可能性が示唆された。これ

らの海区のうち、留意すべき海域は、減少することが示唆される成長段階の多い東シナ海区、瀬

戸内海区とした。 

・これらの海区で漁場整備を行う場合には、マコガレイの生活史の各段階に対応させて行う必要が

ある。稚魚に対しては、水深 10ｍ以浅に魚礁の設置や石材を投入し、空隙を活用した隠れ場およ

び餌料生物増大による保護・育成環境の改善を図り、幼魚期～未成魚期では、夏季の高水温期に

貧酸素水塊の影響を受けない水深帯に滞留場を整備すること、産卵期では、操業自粛、産卵場の

保全、大型雌親魚の 2回以上の産卵を確保すること等に留意して魚礁整備を行う必要がある。し

かし、瀬戸内海では高水温化により生息にプラスに働く要因は見出し難い状況にあり、閉鎖性水

域では、高水温化に伴って溶存酸素量も低下するので、将来的にはデメリットが多くなることが

見込まれる。なお、瀬戸内海では、マコガレイの他にメイタガレイ、イシガレイ等も漁獲されて

いることから、魚種交替の可能性も考えられる。  
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(5)ヤリイカ 

(5)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、2℃

上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃、4℃上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m および水深 100m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-14 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

水深 100m 0.5 0.5 0.5 1.5 

 

 

b.評価対象時期・水深 

・夏季の高水温期の影響として、8 月から 9 月は成長段階が稚イカ期から未成体期にあるため、稚

イカ期の適水温帯(13～17℃)、未成体期の適水温帯(10～15℃)を評価した。また、冬季の低水温

期の影響として、冬季は産卵期にあたるため、12 月～5 月の産卵期の水温帯(7～17℃)を評価し

た。 

・評価水深は、ヤリイカの生活史の各段階の生息等水温範囲から、稚イカ期を水深 50m、未成体期

を水深 100m とした。また、成体期の産卵期については、一般的な産卵場の水深から海面と水深

50m とした。 

 

表 5-15 ヤリイカの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

稚イカ 50m 
夏季(8 月・9 月) 
の水温で評価 

13℃ 17℃ 

未成体 100m 
夏季(8 月・9 月) 
の水温で評価 

10℃ 15℃ 

成体 
海面・
50m 

産卵期の水温で評価 7℃ 17℃ 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向
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について、新規加入または新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温

域ではないが将来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。

なお、産卵期については、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当

する期間が残る海区は現状維持とした。 

 

表 5-16 ヤリイカの評価結果 

現状 ・産卵期の海面と水深 50m の適水温範囲は、日本海側が北海道～鹿児島県に

みられるが、太平洋側が海面で北海道～徳島県、愛媛県、大分県、日本海

側で北海道～大分県と南の海域において産卵適水温がみられていない。稚

イカの水深 50m における夏季の適水温範囲は、日本海側では北海道～長崎

県、太平洋側では北海道～茨城県、未成体の水深 100m における夏季の適水

温範囲は、日本海側では青森県～長崎県、太平洋側では青森県～三重県に

みられる。 

・太平洋系群の北部では増加傾向にあるものの、太平洋系群の中・南部、対

馬暖流系群が減少傾向にあり、資源状況が悪い場合には、環境変化だけで

は資源回復が見込めないことも考えられることから、漁場整備の他に資源

管理等を行う必要がある。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 
 
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

夏季(稚イカ期) ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ― ／ 

夏季(未成体期) ／ ／ ― ／ ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ― 

産卵期(成体期) ◎ ◎ ／ ○ ○ ／ ○ ○ ／ △ △ ／ 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

夏季(稚イカ期) ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ― ／ ／ ― ／ 

夏季(未成体期) ／ ／ ― ／ ／ ○ ／ ／ △ ／ ／ ― 

産卵期(成体期) ◎ ◎ ／ ◎ ◎ ／ △ ○ ／ △ △ ／ 

記号の左:海面、中:水深50m、右:水深100m 

 減少 

傾向 

・産卵期には南の海域では産卵水温の上限の北上がみられる。太平洋側では、

海面では現在の大分県まで産卵可能な水温の分布が北上し、将来では千葉

県以北となるが、一方、水深50m では広範囲で分布線の北上がみられるが、

都道府県別では、高知県や千葉県から神奈川県で期間の減少がみられるに

とどまっている。日本海側では、海面および水深50m ともに富山県以南で

産卵可能な期間が縮小し、熊本県および鹿児島県では産卵可能な期間がみ

られなくなることが想定される。 

・夏季には水深100m では生息等水温の上限(15℃)以上の範囲が北上し、千葉

県から三重県で、未成体期の分布可能範囲の減少が想定される。 
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d.漁場整備の留意点 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、東シナ海区、太平洋南区で産卵期(成体期)、太

平洋中区で夏季(未成体期)および産卵期(成体期)の適水温帯から外れ、分布可能範囲が減少する

ことが見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、東シナ海区、太平洋南区では海面および水深 50m の水温、太平洋中区では

海面水温が産卵期(成体期)に、また、太平洋中区では水深 100m の水温が夏季の未成体期に影響

して減少することが示唆され、これらの東シナ海区、太平洋中区、太平洋南区を留意すべき海域

とした。 

・これらの海区では産卵期における産卵水深の深所化が想定され、ヤリイカの産卵水深は 5～200m

で、南に行くに従い深くなる(例：北日本は 50m 以浅、土佐湾は 70～150m)ことから、分布水深の

下限側での漁場整備が考えられる。また、ヤリイカの漁場整備の他に代替種の検討を行う必要も

あると考えられる。代替種には頭足類の一例として、アオリイカが考えられる。本種は魚礁性が

あり、ヤリイカに比べて、南方の海域に分布しているため、将来的にはアオリイカの分布が北上

することも考えられる。但し、アオリイカの沖縄での産卵水深は 10m 以浅であり、ヤリイカの産

卵水深は南に従い深くなることから、アオリイカを想定した漁場整備を検討する場合には、ヤリ

イカの水深帯とは別に考える必要がある。但し、アオリイカの産卵適水温は不明であるが、ふ化

適水温は 20～28℃とされるため(上田・海野,2014)、産卵海域の水温変化には注意する必要があ

る。 
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5.2 海水温の上昇等により増加・新規加入が見込まれる魚種に係る漁場整備構想の検討・提案  

水産庁資源評価対象種(令和 2 年度追加分まで)から、水温、水深、魚礁性、種苗放流実績、資

源・漁獲動向の情報から対象海域、対象種の 7 魚種を選定した。 

 

 

図 5.3 対象海域対象種の絞り込みのプロセス 
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表 5-17 魚種の選定結果 

魚種 選定理由 海域候補 

(新規加入また

は増加傾向) 

イサキ ・水温上昇により、夏季の産卵期に海面で適水温となる範囲が増

加し、冬季の未成魚～成魚期について分布可能範囲が増加する

可能性がある。 

・マウンド礁での主要蝟集魚種である。 

太平洋北区 

ウマヅラハギ ・水温上昇により、春季から夏季の産卵期に海面で適水温となる

範囲が増加し、冬季の未成魚～成魚期の水深 50m 層で分布可能

範囲が増加する可能性がある。 

・マウンド礁での主要蝟集魚種である。 

北海道日本海

北区 

キジハタ ・水温上昇により、夏季の産卵期の海面と水深 50m で適水温とな

る範囲が増加し、夏季の卵～浮遊生活期の海面、冬季の未成魚

～成魚期の海面と水深50m層の分布可能範囲が増加する可能性

がある。 

・資源評価では日本海側では横ばい、瀬戸内海では増加している

県がみられる、日本海北区でも増加が見込まれる。 

日本海北区、 

太平洋北区、 

瀬戸内海区 

キダイ ・水温上昇により、冬季の未成魚～成魚期の水深 100m 層の分布

可能範囲が増加する可能性がある。 

・親魚の分布域内に産卵・育成場が形成され、マウンド礁での主

要蝟集魚種であり、水温上昇の影響を受け難い水深 70～200m

に分布することから、安定した蝟集量が期待される。 

日本海北区 

スジアラ ・水温上昇により、冬季では未成魚～成魚期の分布可能範囲が増

加する可能性がある。 

・鹿児島では種苗放流が行われている。 

・鹿児島県の漁獲量は減少傾向にあるが、近年回復傾向を示した

時期がある。 

太平洋中区、 

東シナ海区 

(沖縄県を除く) 

マコガレイ ・水温上昇により、産卵期や冬季の仔魚期の分布可能範囲が増加

する可能性がある。 

・水温上昇により分布域が北偏する可能性がある。 

太平洋北区 

ヤリイカ ・水温上昇により産卵期(成体期)の適水温範囲が増加する可能

性がある。 

・資源評価では太平洋系群は高位で増加している。 

・三陸で漁獲量が増加している。 

太平洋北区 
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 選定した対象種に対して、生活史の各段階での対象水深・対象時期を設定し、現状の水温分布と

将来の水温上昇値を加味した水温分布から現状と将来の生息適水温の範囲の比較・整理を行い、水

温上昇の予測による将来の増加傾向について評価した。また、評価結果に基づき、漁場整備構想お

よび漁場整備方策について整理した。 

水温上昇の予測に用いた現状の水温分布は、以下のとおり、各対象種で共通のものを用いた。 

現況の水温分布図には、気象庁のホームページに公開されている月平均海面水温平年値(統計期

間:1991～2020 年、https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/data/db/kaikyo/monthly/sst_HQ. 

html)を用いた。また、この公開資料は海面のみであるため、水深方向には 50ｍ、100ｍ、200ｍ、

400ｍの月平均表層水温平年値(統計期間:1993～2017 年)を別途気象庁より入手した。本検討では、

これらの入手した水温分布図を 20 世紀末の平年値として現況の水温とした。 

なお、気象庁では瀬戸内海の水温の平年値が求められていない。そこで参考データとして、瀬戸

内海の現況の平年値としての水温分布図については、環境省中央環境審議会水環境部会の瀬戸内海

環境保全小委員会(第 24 回、https://www.env.go.jp/council/09water/24.html)で公開されている

瀬戸内海における気候変動影響および気候変動適応の検討状況から、1985 年 9 月～2004 年 8 月の

表層水温の月別平均値の分布図を 20 世紀末の平年値として用いることとした。 

 

 

海面 

 

50m 

 

100m 

 
200m 

 

400m 

 

海面水温：人工衛星とブイ・船舶に
よる観測値から解析された海面水
温であり平年値は 1991 年から 2020
年の平均値(気象庁 HP) 
 
表層水温(50m、100m、200m、400m)：
海洋大循環モデルの結果と人工衛
星、船舶、ブイ、中層フロートなど
の観測データを総合的に解析(デー
タ同化)することにより、海面から
海底付近までの水温、流れを計算。
平年値は1993年から2017年の平均
値(気象庁より入手) 

 

図 5.4 現況水温に用いた日本近海の平年値の例 
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(1)イサキ 

(1)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-18 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・成魚期の産卵期として、6～8 月の水温を評価した。 

・未成魚～成魚期として、高温側は 9 月、低温側は 3 月の水温を評価した。なお、高温側につい

ては、産卵期水温の 8月のものもあわせて評価した。 

・水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深50m、100m、200m、400m)を用いて、

未成魚～成魚期の生息等分布水深から海面と水深50mを評価した。 

 

表 5-19 イサキの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

成魚期 海面・50m 産卵期(6～8 月)の水温で評価 23℃ 28℃ 

未成魚～成魚期 海面・50m 夏季(9 月)の水温で評価 － 28℃ 

未成魚～成魚期 海面・50m 冬期(3 月)の水温で評価 8℃ － 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温

域ではないが将来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。

なお、産卵期については、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当

する期間が残る海区は現状維持とした。 
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表 5-20 イサキの評価結果 

現状 ・産卵期の適水温範囲が該当する都道府県は、海面では太平洋側で宮城県か

ら鹿児島県、日本海側で北海道～沖縄県にわたってみられ、水深 50m では

太平洋側では鹿児島県、日本海側では長崎県から沖縄県の範囲にとどまる。

夏季の 高水温、冬季の 低水温については、現在の分布が収まる範囲と

なっている。 

・多くの県で資源状況が悪い。未成熟の小型魚に対する漁獲圧が過剰にある

ことが考えられる。 

・資源状況が悪い場合には、環境変化だけでは資源回復が見込めないことも

考えられることから、漁場整備に併せて、小型魚を保護するための体長制

限を行うなどの資源管理等を行う必要がある。 
将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 

  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外 
 
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

産卵期(成魚期) ◇ ― ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ ○ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

産卵期(成魚期) ― ― ◎ ― ◎ ― ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ △ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ― ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

記号の左：海面、右：水深50m 

 増加 
傾向 

・産卵期(6～8 月)の産卵適水温の下限(23℃)以上の範囲が、海面では 6 月に

山口県から熊本県、千葉県から三重県、7 月に秋田県から青森県、宮城県か

ら茨城県、8月に北海道、水深 50m では、6 月に千葉県から鹿児島県、7 月

に和歌山県から鹿児島県、長崎県、8 月に富山県から長崎県、千葉県、和歌

山県から宮崎県で拡大し、分布可能範囲の増加が想定される。 

・冬季には生息適水温帯の下限(8℃)以上が拡大する範囲として、海面では日

本海側の北海道、太平洋側の青森県から宮城県、水深 50m では日本海側の

北海道、太平洋側の宮城県で、未成魚～成魚期の分布可能範囲の増加が想

定される。 

 

d.漁場整備構想に関する事項 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、日本海北区、日本海西区、太平洋北区、太平洋

中区で新規加入もしくは増加が見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、日本海北区では海面と水深 50m、日本海西区では水深 50m、太平洋北区と太

平洋中区では海面の産卵期に、日本海北区では海面と水深 50m の冬季の未成魚～成魚期において

新規加入または増加が見込まれる。このうち、漁場整備の海域候補は、産卵期(海面)と冬季の未

成魚～成魚期(海面、水深 50m)で新規加入または増加が見込まれる太平洋北区とした。 

・未成魚・成魚期に対する漁場整備の水深帯は、イサキの分布水深 10～50m(豊後水道では 100m ま

で)を参考に、現在の分布水深帯に合わせ漁場整備を行うことが望ましいと考えられる。なお、マ

ウンド礁においてはイサキの蝟集が確認され、沈設魚礁などにもイサキが滞留することが知られ

ている。また、水温上昇に伴い産卵時期が変化し、早まることも想定されることから、産卵親魚

を保護する場合には、産卵時期(6～8 月(盛期 6～7 月))の変化に注意して実施する必要がある。 
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(1)-2 漁場整備方策 

a.漁場整備構想 

a-1.対象地区 

対象地区は、太平洋北区(青森県～茨城県)とした。 

イサキは、新潟県・宮城県から九州南岸、瀬戸内海に分布しており、太平洋・東シナ海に面する

県で種苗放流が行われている。また、マウンド礁ではイサキの蝟集が確認されている。これらのこ

とから、現在の分布域の北限側での資源増大を目指し、太平洋北区を選定した。 

30 年後の水温予測の結果、太平洋北区では、夏季の産卵期の海面付近で成魚期、冬季の海面付近

および水深 50m 層で未成魚～成魚期の新規加入または増加が見込まれた。 

イサキを対象とした既存の漁場整備については、太平洋北区での事例はみられないが、太平洋中

区、太平洋南区、日本海西区、東シナ海区では、水深 15～120m に石材、コンクリートおよび鋼製の

沈設魚礁や鋼製魚礁、マウンド礁等の魚礁が、また、水深 20～84m に餌料培養礁やマウンド礁(石

材)等の増殖場が整備されている。 

 

a-2.増殖シナリオ 

イサキの未成魚・成魚には魚礁性がみられ、太平洋北区では夏季の産卵期において海面付近の適

水温範囲が増加する可能性が想定されたことから、産卵期の産卵親魚の保護と、魚礁性のある未成

魚・成魚期を対象に漁場整備を行う。また、大きな季節的回遊を行わず、未成魚・成魚期の分布範

囲の沿岸側の浅場に稚魚期の個体が出現することから、沖合の漁場への加入を増やすため、稚魚期

を対象に浅場での漁場整備を行う。なお、本種は、島根県、山口県でのマスタープランの対象種と

されている。 

 
表 5-21 イサキの漁場整備内容 

成長段階 漁場整備内容 

稚魚期 餌料場・藻場等の育成場となる増殖場の整備による保護・育成場の拡大 

未成魚・成魚期 未成魚・成魚の生息水深帯に、人工漁場を整備し、漁場や生息場を拡大 

産卵期 産卵親魚の保護 

 

a-3. 対象地区での生活史の把握 

漁場整備にあたり、太平洋北区では、下記に示すようにイサキの生活史の把握を行うことが必要

である。 

ここでは、事例として、鹿児島県阿久根市沖の水深約 65m の海域に整備された高さ 20m のマウン

ド礁で行った調査から分かった生活史を以下に示す。 

 

a-3-1. 未成魚・成魚期 

・イサキの成魚の個体追跡を半年間行った結果、半年間にわたりマウンド礁にとどまる個体(伊

藤ら 2018)や、マウンド礁から離脱した個体がみられた。また、天然礁からマウンド礁に移動

してきた個体もみられた(伊藤ら 2014)。 

・阿久根市沖周辺海域では、一年を通してイサキの漁獲が行われている(伊藤ら 2018)。 

・マウンド礁での遊泳状況としては、計量魚探の画像からはマウンド礁からは 90m の範囲内に蝟
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集・遊泳していた(伊藤ら 2018)。また、マウンド礁の表面では石材の間隙での遊泳が目視で確

認されている(水産庁・漁港漁場漁村総合研究所,2015)。 

・餌は、マウンド礁表面に生息する底生動物とマウンド礁に来遊する浮遊動物であった(伊藤ら 

2013,2014)。 

a-3-2. 産卵期 

・卵巣が GSI10 以上と発達し、成熟卵も確認された(伊藤ら 2018)。 

・産卵期の6月には、夜間に各個体が揃って水深20～30mに浮上する行動を示した(伊藤ら 2018)。 

・イサキの類似卵が採取された(水産庁・漁港漁場漁村総合研究所,2015) 

 

a-3-3. 仔魚～稚魚期 

・マウンド礁直上の水深 15m、25m では、ふ化から 2～11 日後を経過した段階の前屈曲期仔魚が

採取された(伊藤ら 2015)。 

・仔魚以降の成長段階としては、1歳魚がマウンド礁に出現している(水産庁・漁港漁場漁村総合

研究所,2015)。 

 

以上のことから、阿久根沖の人工マウンド礁では、次の生活史が確認・推測されている。 

①人工マウンド礁直上で産卵が行われる。 

②ふ化後の仔魚は人工マウンド礁から周辺海域に分散する。 

③1 歳魚となって人工マウンド礁に来遊する。 

④人工マウンド礁の底生動物と来遊する浮遊動物を摂餌して、成長する。 

⑤成熟した個体が、産卵に加わる。 

⑥阿久根周辺では、一年を通してイサキの漁獲が行われていることから、周年、人工マウ

ンド礁にも分布する。 

⑦人工マウンド礁から移動・分散する個体、周辺海域から人工マウンド礁に来遊する個体

によって、人工マウンド礁と周辺海域とで個体の入れ替わりがある。なお、設置型受信

機の地点間距離から 8km 程度を移動した個体がみられている。 

⑧着底後の稚魚については、沿岸域の藻場等に分布するものと推測される。 

 

 
図 5-5 人工マウンド礁を利用するイサキの生活史の概要 

(鹿児島県阿久根市沖の事例) 

 

海面 

産卵： 
産卵期の夜間、水深
20～30m に浮上 

ふ化・仔魚 分散 

来遊 

成魚・未成魚： 
滞留(摂餌・成熟) 

1 歳魚：来遊

人工マウンド礁(高さ 20m) 

離脱 

天端と法
尻相当の
水深を上
下移動 

海底(水深約 65m) 
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a-4. 構造と配置 

マウンド礁での調査事例から、生活史の各段階に対応した魚礁整備を行う必要があることがわか

る。 

 

未成魚・成魚期：沖合でのイサキの生息可能水深帯での人工漁場の整備 

産卵期    ：産卵親魚の保護 

稚魚期    ：沿岸での藻場等が形成される水深帯での増殖場(餌料礁・藻場)の整備 

 

a-4-1. 未成魚・成魚期 

イサキは大きく回遊せず、太平洋北区の海面付近および水深 50m では未成魚～成魚期の将来の

分布に影響がみられないこと、夏季の産卵期には分布可能範囲の増加が想定されることから、整

備場所は、未成魚・成魚の分布水深帯(水深 10～50m(豊後水道では水深 100m まで)で、イサキが

現在、出現している礁(天然・人工)のある海域および水深帯において選定することが望ましいと

考えられる。また、未成魚・成魚の分布水深帯を考慮した上で既存の漁場を増強することも考え

られる。 

イサキは、中層から底層を遊泳し、魚礁に極めて近いところを遊泳する魚種とされている。こ

のことから、漁場整備に用いる魚礁は、沈設魚礁とし、イサキは浮遊性の動物と付着性の動物の

両方を摂餌することから、付着動物の増量が見込めるコンクリート製や石材あるいは餌料培養基

質の付加などが効果的であると考えられる。 

魚礁の配置は、天然礁のように一定規模となるように乱積設置による群体礁とすることが望ま

しい。中でもマウンド礁は、本来湧昇流による増殖効果を期待するものであり、浅海域に設置し

た場合には、高濃度の栄養塩を湧昇させる効果は軽減される場合があるが、その一方で、規模が

大きいことから餌料生物の増殖効果も大きくなる。また、規模を大きくすることで、イサキ以外

の浮魚類や底魚類などの多種多様な魚類の蝟集も見込める。なお、イサキは魚礁に近いところを

遊泳することから、高さ方向の起伏が大きくならないようにするなど、釣りがしやすくなる工夫

が必要である。 

 

a-4-2. 産卵期 

マウンド礁では、イサキの成熟と産卵とみられる行動が確認されている。このことから、整備

する漁場でも産卵が行われる可能性がある。 

このため、整備する漁場に蝟集する産卵親魚を保護するため、産卵加入前の小型個体の体長制

限や産卵期の禁漁期間を設けるなどの漁獲制限を設けることが考えられる。なお、水温上昇に伴

い、産卵期(6～8 月)が早まる可能性があるため、期間の設定に関しては、イサキの成熟状況等を

確認していくことが必要である。 

 

a-4-3. 稚魚期 

今回、稚魚期の水温情報が不足し、評価が行えていないが、水深 30m 以浅の藻場等の沿岸水域

に来遊して着底する稚魚は、成長して沖合漁場に移動する。このことから、沖合漁場への加入を

増やすため、沿岸側の藻場の分布域等の近傍の浅所に場所を選定し、餌料場・育成場となる増殖
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場としての餌料培養礁の整備や藻場造成を実施することが望ましいと考えられる。なお、稚魚の

隠れ場となるように、棚を設ける等により陰影や小空間を確保することも必要でる。 

 

b.整備のために必要な調査 

整備にあたっては対象海域におけるイサキの生活史の各段階での分布状況等の不明な部分につ

いては把握する必要がある。調査内容は次のとおりとなる。 

・対象海域の沿岸から沖合までの海底地形(水深)と礁(天然・人工)の分布 

イサキの生息水深に合致する水深帯と礁(天然・人工)の場所を聞き取りや現地調査により

確認する。 

・イサキの生活史の各段階(稚魚・未成魚・成魚)の出現時期と分布 

未成魚・成魚については、漁業者等への聞き取り、ROV・潜水目視、漁獲調査などにより、

出現時期と分布を把握する。個体の滞留期間や移動範囲等を把握するためには標識調査やバ

イオテレメトリー調査が必要となる。 

稚魚については、漁業者等への聞き取りや ROV・潜水目視観察などで出現状況を確認し、可

能であれば採捕を行う。特に、着底期の稚魚の生態については未解明な部分が多いことから、

知見の集積に努め、漁場整備に反映させることが期待される。 

・イサキの成熟状況や仔魚の分布 

卵・仔魚期は浮遊生活を送るため、漁場整備の対象とはならないが、対象海域での産卵親魚

の増加・保護のため、産卵状況の把握が必要となる。 

漁獲調査や買い上げにより得た個体を用いて産卵期前から産卵期後にかけての卵巣の発達

状況を確認する。 

イサキの産卵行動の把握や卵の同定は困難なため、産卵から 2 日程度でふ化するふ化直後

の仔魚を稚魚ネット等を用いて採取し、産卵状況の把握として仔魚の分布を確認する。 
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(2)ウマヅラハギ 

(2)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-22 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・未成魚～成魚期として、高温側は 9 月、低温側は 3 月の水温を評価した。 

・産卵期として、東シナ海での産卵期の4～7月の海面の水温を評価した。 

・水深ついては、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深 50m、100m、200m、400m)を用い

て、未成魚～成魚期が生息等水深範囲から水深 50m を、産卵期がガラモ場等に産卵するため海面

を評価した。 

 

表 5-23 ウマヅラハギの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価水深 コメント 低温側 高温側 

未成魚～
成魚期 

50m 
夏季・冬季の水温で

評価 
(冬季：3 月) 

4.5℃ 
(夏季：9 月) 

28℃ 

産卵期 海面 
産卵期(4～7 月)の水

温で評価 
20℃ 25℃ 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 
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表 5-24 ウマヅラハギの評価結果 

現状 ・産卵期の適水温範囲が該当する都道府県は、4月の鹿児島県から始まり、7 月

には日本海側では青森県、太平洋側では宮城県に至っている。夏季の 高水

温については現在の分布範囲に収まる範囲となり、冬季の 低水温について

は、北海道の太平洋側で 低水温以下となっている。 

・資源状況が悪くなっており、環境変化だけでは資源回復が見込めないことも

考えられることから、漁場整備に併せて資源管理等を行う必要がある。 

・なお、漁獲のほとんどが中国・韓国によるものであり、資源全体の評価およ

び管理にあたっては関係各国の協力が不可欠である。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 

  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 
 
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

産卵期(成魚期) ◎ ／ ◎ ／ 〇 ／ 〇 ／ 

夏季(未成魚～成魚期) ／ 〇 ／ 〇 ／ 〇 ／ 〇 

冬季(未成魚～成魚期) ／ ◎ ／ 〇 ／ 〇 ／ 〇 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

産卵期(成魚期) ― ／ ◎ ／ ○ ／ 〇 ／ 

夏季(未成魚～成魚期) ／ 〇 ／ 〇 ／ 〇 ／ 〇 

冬季(未成魚～成魚期) ／ ◎ ／ 〇 ／ 〇 ／ 〇 

記号の左：海面、右：水深50m 

増加 

傾向 

・冬季には水深 50m では生息適水温の下限(4.5℃)以上の範囲が拡大する北海

道では未成魚～成魚期の分布可能範囲の増加が想定される。 

・産卵期には海面では産卵適水温の下限(20℃)以上の範囲が拡大し、4月に熊

本県、三重県から徳島県、愛媛県から宮崎県、5 月に新潟県から鳥取県、千

葉県から愛知県、6 月に青森県から富山県、福島県、7 月に北海道、岩手県

で分布可能範囲の増加が想定される。 

 

d.漁場整備構想に関する事項 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、北海道日本海北区、日本海北区、北海道太平洋

北区、太平洋北区で新規加入または増加が見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、北海道日本海北区、日本海北区、太平洋北区では海面水温の産卵期(成魚

期)に、北海道日本海北区と北海道太平洋北区の冬季の未成魚～成魚期に新規加入または増加が

見込まれる。このうち、漁場整備の海域候補は、産卵期(海面)、冬季の未成魚～成魚期(水深 50m)

で新規加入または増加が見込まれる北海道日本海北区とした。 

・未成魚・成魚に対しては、ウマヅラハギは水深 40～160m に分布するが海底に依存しており、人工

魚礁に付着する餌料を接餌していることから、付着物の着生面積が多く、また、漁業の操業の面

からもマウンド礁のようなあまり高さがなく、一定規模の広さを確保できる魚礁が良いと考えら

れる。なお、仔魚～稚魚期については、水温情報が不足し、評価が行えていないが、沿岸域でふ

化した仔魚は藻場(ガラモ場)で、沖合でふ化した仔魚は流れ藻に付いて成長し、その後、沖合へ

移動することから、未成魚・成魚に成長して漁場に加入することとなる。流れ藻については漁場

整備で対処することが難しいことから、既存の藻場が形成される水深帯での増殖場の整備を行う
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ことが望ましいと考えられる。 

・なお、ウマヅラハギの分布の中心は東シナ海の中国・韓国側にあると考えられており、水温上昇

により、主要分布域の縁辺側となる東シナ海・日本海西区を通した加入と増加が期待される。 

 

(2)-2 漁場整備方策 

a.漁場整備構想 

a-1.対象地区 

 対象地区は、北海道日本海北区(北海道)とした。 

 30 年後の水温予測の結果、北海道日本海北区では、産卵期の海面付近で成魚期、水深 50m 層で

未成魚～成魚期の新規加入または増加が見込まれた。 

 なお、当該海区では、ウマヅラハギを主対象とした増殖場・魚礁の整備は行われていないが、

東シナ海区に設置したマウンド礁においては、礁縁部から頂上部までの広範囲に蝟集が確認され

ている。 

 

a-2.増殖シナリオ 

 ウマヅラハギは、水深 40～160m に分布するが海底に依存しており、また、日本沿岸でも産卵

が確認されている。このことから、藻場への依存度が高い仔魚期～稚魚期および魚礁性がみられ

る未成魚・成魚期を対象に漁場整備を行う。 

 
表 5-25 ウマヅラハギの漁場整備内容 

成長段階 漁場整備内容 

仔魚～稚魚期 稚魚の育成場となる藻場の整備・拡大 

未成魚・成魚期 未成魚・成魚の生息水深帯に、人工漁場を整備し、漁場や生息場を拡大 

 

a-3.対象地区での生活史の把握 

 漁場整備にあたり、北海道日本海北区でのウマヅラハギの生活史の把握を行うことが必要であ

る。 

 

a-3-1 仔魚～稚魚期 

 仔魚～稚魚期については、稚魚の育成場を整備の観点から以下のことが考えられる。 

・沿岸域でふ化した仔魚は、ガラモ場で生息する。沖合でふ化した仔魚は流れ藻に付く。いず

れも全長 5～13 ㎝程度までは藻場や流れ藻で生活すると考えられている。 

・藻場にウマヅラハギの仔稚魚が生息することから、適切な場所に増殖場(藻場)の整備を行う

ため、対象海域での稚仔魚の分布水深や時期を調査し、既存の藻場(ガラモ場)が形成される

水深帯を把握する必要があると考えられる。 

 

a-3-2 未成魚・成魚期 

 未成魚・成魚期については、人工漁場の整備が考えられるが、ここでは、長崎県や鹿児島県に

造成されたマウンド礁の事例を示す。 
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対馬東 

 

宇久北 

 
五島西 

 

阿久根沖 

 

 

諸元 

場所 
長さ 

(m) 

幅員 

(m) 

高さ 

(m) 
材質 

水深 

(m) 
竣工 

対馬東 120 60 15 
石炭灰コンクリ

ート 
89 平成18年6月 

宇久北 120 60 15 
石炭灰コンクリ

ート 
85 平成18年4月 

五島西 150 75 15 石材 84 平成19年12月 

阿久根沖 190 70 20 石材 63 平成18年6月 
 

図 5-6 マウンド礁の概要 

 

 ・対馬東のマウンド礁では、刺網による調査の結果、全長 35 ㎝程度のウマヅラハギが 4～12 月

にかけて採捕された。ウマヅラハギの胃内容物は甲殻類、クモヒトデ類、多毛類、二枚貝類、

コケムシ類、イソギンチャク類等であり、付着生物が多かった。GSI は 5 月に 16.6 と 大と

なり、マウンド礁周辺で産卵している可能性が示唆された。 

 
水産庁(2012)より 

図 5-7 ウマヅラハギの GSI の季節変化 

対馬東 

宇久北 

五島西 

阿久根沖 



132 

 

 ・阿久根沖のマウンド礁では、7月の ROV による観察の結果、全長 30 ㎝ウマヅラハギが礁全体で

観察された。 

 ・宇久沖のマウンド礁では、刺網による調査の結果、10～11 月にウマヅラハギが多獲されていた。 

 ・以上から水深 60～90ｍに設置されたマウンド礁では、ウマヅラハギの成魚が確認され、産卵期

には周辺の砂地で産卵していることが示唆された。 

 

a-4.構造と配置 

ウマヅラハギの生活史の各段階での分布や東シナ海でのマウンド礁の整備事例を考慮し、対象

地区での漁場整備内容を以下に示す。 

ウマヅラハギは海底に依存しており、人工魚礁に付着する餌料を接餌していることから、付着

物の着生面積が多く、また、漁業の操業の面からもマウンド礁のようなあまり高さがなく、一定

規模の広さを確保できる魚礁が良いと考えられる。稚魚期については、沿岸域でふ化した仔魚は

藻場(ガラモ場)に生息することから、既存の藻場が形成される水深帯での増殖場の整備を行うこ

とが望ましいと考えられる。 

 

a-4-1.稚魚期 

 ・目的：沿岸域での藻場(ガラモ場)造成 

 ・機能：餌場、隠れ場、休息場の創出 

 ・方法：着定基質を設置、砂地に設置する場合には漂砂による埋没や波浪による滑動や転倒に

注意。 

 

a-4-2.未成魚・成魚期 

  ・目的：底生生活に入った未成魚以降の成長段階の蝟集、成魚の漁獲漁場 

  ・機能：餌場、隠れ場、休息場、産卵場(周囲の砂地で産卵するため親魚の保護) 

・方法：マウンド礁(石材等)や小型の沈設魚礁の広がり配置 

 

b.整備のために必要な調査 

b-1.対象海域におけるウマヅラハギの生活史の各段階での分布状況の把握 

  ・聞き取り 

  ・稚魚：潜水目視、ROV、稚魚ネットによる漁獲等 

  ・未成魚・成魚：ROV、漁獲調査(刺網等)による出現時期と分布を把握。移動特性については未

解明の部分が多い、標識放流やバイオテレメトリー調査が必要 

  ・産卵：沿岸域での産卵状況についても知見が少ない。沈性粘着卵の性質と利用し、産卵期に

砂を採取して産卵の有無を確認して、産卵場の特定につながる調査ができるとよい。 

 

b-2.構造物の設置場所を決める調査 

  ・海底地形、水深、礁の安定計算に資する流況調査  
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(3)キジハタ 

(3)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-26 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・卵～浮遊仔魚期は高温側として 8 月の水温を評価した。 

・未成魚～成魚期は低温側として 3 月の水温を評価した。 

・成魚期については、産卵期として 6 月～9 月の水温を評価した。 

・水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深50m、100m、200m、400m)を用いて、

生息等水深範囲から産卵～浮遊期が海面を、未成魚～成魚期が海面と水深50mを評価した。 

・瀬戸内海については、気象庁の水温分布図がないため、環境省中央環境審議会水環境部会瀬戸内

海環境保全小委員会で示されている瀬戸内海の表層水温の分布図(1985 年 9月～2004 年 8月の月別

平均値)を用いて、瀬戸内海における表層での産卵期の水温を評価した。なお、表層水温の分布図には

公共用水域水質測定と浅海定線調査の結果が用いられている。 

 

表 5-27 キジハタの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

卵～浮遊
期 

海面※ 資源の減耗の大きい時期(7～9 月)を評価 － 25～28℃ 

未成魚～
成魚期 

海面・
50m※ 

越冬期(1～3 月)の水温で評価 
絶食期間が短いことにより生残率が向上 

12℃ － 

未成魚～
成魚期 

海面・
50m※ 

夏季(8～9 月)の水温で評価 － 29℃ 

成魚期 
海面・
50m※ 

産卵期(6～9 月)を評価 22℃ 28℃ 

※瀬戸内海については、表層で評価 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向
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について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 

 

表 5-28(1) キジハタの評価結果 

現状 ・分布域の本州中部以南では、産卵期や夏季・冬季の適水温範囲が収まる範

囲となっている。 

・種苗放流と相まって、冬季水温 15℃以下で摂餌量が減少、12℃以下では絶

食するため、この期間が短くなるにしたがって、生残率が高くなっている

ものと推測される。 

・産卵期～仔魚期の浮遊生活期の表層の適水温は 25～28℃である。 

・着底後の移動範囲が限定(概ね10㎞以内)されることから、種苗放流、漁場整

備、資源管理を行うことにより増加が見込まれる。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 

  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 

  ※瀬戸内海については表層の水温で評価 
 
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

夏季(卵～浮遊生活期) ◇ ／ ◎ ／ ○ ／ △ ／ 

産卵期(成魚期) ◇ ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ △ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ― ― ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

夏季(卵～浮遊生活期) ― ／ ◎ ／ △ ／ △ ／ 

産卵期(成魚期) ◇ ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ △ ○ △ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) ― ― ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ 
 

瀬戸内海※ 瀬戸内海※ 

夏季(卵～浮遊生活期) ◎ ／ 

産卵期(成魚期) ◎ ／ 

夏季(未成魚～成魚期) ○ ／ 

冬季(未成魚～成魚期) ◎ ／ 

記号の左：海面、右：水深50m 
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表 5-28(2) キジハタの評価結果 

(将来) 増加 

傾向 

・卵～浮遊生活期では、海面での夏季の生息適水温の下限(25℃)以上の範囲

が、7 月に山形県から佐賀県、茨城県から神奈川県、8 月に北海道、宮城県

から茨城県、9 月に青森県から山形県、福島県から茨城県で拡大し、分布可

能範囲の増加が想定される。また、瀬戸内海では 25℃以上の範囲が拡がり、

分布可能範囲の増加が想定される。 

・未成魚～成魚期の冬季において、生息適水温の下限(12℃)以上の範囲が、

海面では 1月に青森県から山形県、岩手県から宮城県、2 月に富山県から兵

庫県、福島県、3 月に新潟県から兵庫県、福島県で、水深 50m では 1 月に青

森県から山形県、宮城県、2 月に新潟県から兵庫県、福島県、3 月に石川県

から兵庫県、茨城県で拡大し、分布可能範囲の増加が想定される。瀬戸内

海では、現況で 1 月と 2 月に下限(12℃)となる範囲がみられ、それらの範

囲が拡がり、分布可能範囲の増加が想定される。 

・産卵期では、産卵適水温の下限(22℃)以上の範囲が、海面では 6 月に石川

県から佐賀県、7 月に宮城県、8 月に北海道から宮城県、9 月に北海道から

岩手県で、水深 50m では 6 月に熊本県、宮崎県、7 月に石川県から佐賀県、

千葉県、8 月に秋田県から佐賀県、9 月に青森県から熊本県、千葉県、三重

県で拡大し、分布可能範囲の増加が想定される。瀬戸内海では、6 月に下限

(22℃)以上の範囲が拡大し、大阪府、兵庫県、広島県、和歌山県、徳島県、

大分県では分布可能範囲の増加が想定される。 
 

d.漁場整備構想に関する事項 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、日本海北区、日本海西区、太平洋北区、瀬戸内

海区で新規加入または増加が見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、日本海北区、太平洋北区、瀬戸内海では、卵～浮遊期の海面、日本海北区、

太平洋北区では産卵期(成魚期)の海面と水深 50m、瀬戸内海区では産卵期(成魚期)の海面、日本

海北区、日本海西区、太平洋北区では冬季の未成魚～成魚期の海面と水深 50m、瀬戸内海では冬

季の未成魚～成魚期の海面で新規加入または増加が見込まれる。このうち、海域候補は、夏季の

卵～浮遊生活期、産卵期(成魚期)、冬季の未成魚～成魚期で新規加入または増加が見込まれる日

本海北区、太平洋北区とし、海面のみの評価ではあるが両区と同項目で新規加入または増加が見

込まれる瀬戸内海区も候補とした。 

・これらの海区では、現在の分布範囲および分布水深において、生活史の段階に応じて、浅所側に

稚魚期の幼稚魚保護礁を整備、幼魚～未成魚期の未成魚育成礁、成魚期の生産礁を順次沖だしし

て整備することが想定される。 

 

(3)-2 漁場整備方策 

a.漁場整備構想 

a-1.対象地区 

対象地区は、主要分布域および今後の北上を考慮し、日本海北区(青森県から新潟県)、太平洋

北区(宮城県から茨城県)、瀬戸内海区(山口県～広島県、大阪府～和歌山県)とした。 

30 年後の水温予測の結果、日本海北区、太平洋北区および瀬戸内海区では、夏季の産卵期や卵

～浮遊生活期、冬季の未成魚～成魚期の新規加入または増加が見込まれた。 

キジハタを対象とした既存の漁場整備については、瀬戸内海区の広島県では水深 5～15m に投
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石と餌料培養礁による増殖場の整備が行われている。この他には日本海西区では山口県で水深 3

～4m に保護育成ユニットを用いた増殖場と水深 25～63m に沈設魚礁を用いた魚礁が、島根県で水

深 40～50m にコンクリート製の沈設魚礁を用いた魚礁が整備されている。 

 

a-2.増殖シナリオ 

 キジハタは、島根県・山口県で策定した水産環境整備マスタープランの指標種にもなっており、

成長段階に応じた漁場整備の考え方が示されている。 

 日本海北区、太平洋北区および瀬戸内海区での水温予測の結果、成長の各段階で分布可能範囲

の増加が想定されたことから、成長段階別に漁場整備を行う。 

 
表 5-29 キジハタの漁場整備内容 

成長段階 漁場整備内容 

産卵期 産卵親魚の保護 

稚魚期 水深5m以浅に放流直後の初期減耗を軽減するための保護育成礁を整備 

幼魚期～未成魚期 水深 10m 以浅に石材礁を整備し、隠れ場と餌料場の確保 

成魚期 水深 30m 以浅に資源の移動を考慮した生息場の整備 

 

a-3.対象地区での生活史の把握 

漁場整備にあたり、対象海域でのキジハタの生活史の把握を行うことが必要である。 

 

a-3-1.産卵期・仔魚期 

キジハタの産卵は夏季に行われ、ふ化仔魚は浮遊生活を送る。 

 

a-3-2.稚魚期 

全長約 30mm 前後で着底生活に移行するが、天然魚における稚魚期の生態については知見が少ない。 

 

a-3-3.幼魚期～成魚期 

岩礁地帯や藻場、人工構造物等の物陰などを好んで生活し、成長するにつれて水深の深い場所へ

移動すると考えられている(山口県(2012))。 

 

a-4.構造と配置 

本種は種苗放流を行われる場合が多いことから、稚魚期での生残率を上げるために、水深 5m 以

浅の浅海域に隠れ場と餌料培養機能を付加した保護育成礁を整備する。その後、成長に伴って深場

に移動することから、水深 10m 以浅、水深 30m 以浅と成長段階に応じた水深帯での整備を行う。 

 

a-4-1.稚魚期 

・稚魚の生息水深帯に放流直後の初期減耗を軽減するための保護育成礁を整備 

・保護育成礁には隠れ場と餌料培養機能を付加 

 

a-4-2.未成魚・成魚期 

・水深 10m 以浅に石材礁を整備し、未成魚の隠れ場と餌料場の確保 

・水深 30m 以浅の成魚の生息水深帯に生息場としての魚礁を整備 
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島根県・山口県外海海域水産環境整備マスタープランより 

図 5-8 キジハタの生活史と漁場整備イメージ 

 

 

b.整備のために必要な調査 

b-1.対象海域におけるキジハタの生活史の各段階での分布状況の把握 

  ・仔稚魚に関する分布の知見が少ないため、聞き取りや稚魚ネットによる漁獲等 

  ・未成魚・成魚について、ROV・漁獲調査(刺し網等)による出現時期と分布を把握 

  ・成長に伴う深所への移動など、移動特性の把握については、標識放流やバイオテレメトリー

調査が必要 

 

b-2.構造物の設置場所を決める調査 

  ・海底地形、水深の把握、礁の安定計算に資する流況調査 
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(4)キダイ 

(4)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 100m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-30 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

水深 100m 0.5 0.5 0.5 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・未成魚～成魚期として、高温側は 8 月、低温側は 3 月の水温を評価した。 

・水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深50m、100m、200m、400m)を用いて、

未成魚～成魚期の生息等水深範囲から水深 100m を評価した。 

 

表 5-31 キダイの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

未成魚～成魚期 100m 冬季と夏季の水温で評価 
冬季:3 月 

10℃ 
夏季:8 月
28.8℃ 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 
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表 5-32 キダイの評価結果 

現状 ・青森県以南、千葉県以南の分布となるが、その分布範囲では、夏季の 高

水温は生息適水温の上限となる 28.8℃を超えるものではないが、冬季の

水温では日本海北区や太平洋北区において生息等水温の下限となる 10℃

以下となり、水深 50m についても同様であることから、北の海域では冬

季は生息に適さない環境にあるとみられる。 

・資源状態は中位であるものの、東シナ海では横ばい、日本海では減少傾

向にあり、資源状況が悪く、環境変化だけでは資源回復が見込めない場

合には、漁場整備に併せて資源管理等を行う必要がある。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外  
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ○ ○ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) － ◎ ○ ○ 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

夏季(未成魚～成魚期) ◇ ◇ ○ ○ 

冬季(未成魚～成魚期) － ◇ ○ ○ 

水深100m 

増加 

傾向 

・冬季には生息適水温の下限(10℃)以上の範囲が拡大する秋田県から富山

県、福島県では未成魚～成魚期の分布可能範囲の増加が想定される。 

 

d.漁場整備構想に関する事項 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、日本海北区で新規加入または増加が見込まれる

と判断された 

・成長段階別にみると、日本海北区では水深 100m の冬季の未成魚～成魚期で新規加入または増加

が見込まれ、この海区を漁場整備の海域候補とした。 

・キダイは、水温上昇の影響を受け難い水深 70～200m に分布し、親魚の分布域内に産卵・育成場が

形成されていると考えられ、また、岸沖の深浅移動をせず、このように沖合で生活史が完結して

いるとみられる。このことから、現在、キダイが分布する海域に、餌場、隠れ場、休息場、産卵

場としての魚礁を設置することが効果的であると考えられる。また、キダイは粒径の大きい砂の

あるところが生息に適しているとみられることから、整備場所については、生息可能な水温範囲

(10～28.8℃)が想定される砂質底の海域において、既存の漁場の周辺域や、既存魚礁を更新する

ことで漁場整備を行うことが考えられる。 

 

(4)-2 漁場整備方策 

a.漁場整備構想 

a-1.対象地区 

対象地区は、日本海北区(青森県～富山県)とした。 

キダイは、日本海側では青森県以南、太平洋側では千葉県以南～東シナ海に分布しており、東シ

ナ海においては大陸棚縁辺部の水深100～200m に多く分布する。島根県や鹿児島県に整備したマウ

ンド礁においてキダイが主要な蝟集魚であることが確認されている。これらのことから、分布域の

北限側での資源増大を目指し、これらの地域を選定した。 
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30 年後の水温予測の結果、日本海北区では、冬季の未成魚～成魚期に新規加入または増加が見

込まれる。 

なお、当該海区では、キダイを主対象とした増殖場・魚礁の整備は行われていない。一方で、

日本海西区や東シナ海区に設置したマウンド礁においては、海底の砂地に接する礁の縁辺部を中

心に蝟集が確認されている。 

 

a-2.増殖シナリオ 

 日本海北区では、水温上昇により、冬季の未成魚～成魚期の新規加入はまた増加が見込まれ、

夏季の分布には影響がみられないことが想定される。本種は、親魚の分布域内に産卵・育成場が

形成されていると考えられ、マウンド礁での主要蝟集魚となり、また、水温上昇の影響を受け難

い水深 70～200m に分布することから、安定した蝟集量が見込まれる。このように未成魚・成魚

には魚礁性があり、成魚の生息域で産卵が行われ、育成場も形成されることから、未成魚・成魚

および産卵期を対象とした魚礁漁場を整備する。 

 

表 5-33 キダイの漁場整備内容 

成長段階 漁場整備内容 

産卵期 親魚の分布域内に産卵・育成場が形成されていると考えられているこ

とから、未成魚・成魚の生息水深帯(70～200m)に、人工漁場を整備し、

漁場や生息場を拡大 

未成魚・成魚期 

 

a-3.対象地区での生活史の把握 

漁場整備にあたり、対象海域でのキダイの生活史の把握を行うことが必要である。 

 

a-3- 1.産卵期 

産卵は、分布海域内で行われ(米田・依田 2006)、長崎県五島西方沖に整備したマウンド礁にお

いては、産卵期に成熟した個体が多く採捕されていることから、マウンド礁の周囲において産卵

していることが示唆されている。産卵水深としては、未成魚・成魚期の生息水深帯の範囲(70～

200m)にあると考えられる。 

 

a-3-2.未成魚～成魚期 

キダイの移動は小さく、夏季は浅みに、冬季は深みにという浅深移動を行う程度である(山田 

1986)。山口県日本海に存在する天然礁「カキノ瀬」周辺海域における、漁獲調査の体長組成およ

び成熟状況からも、キダイは若幼魚から産卵親魚まで周年を生息していると推定されている(小

林・吉岡 1999)。 

未成魚・成魚の漁獲水深は通常約 70m 以深である。中でも 85～160m 域で多獲され、それ以深

になると急激に減少する(山田ら 2007)。 
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表 5-34 五島西方沖マウンド礁で採捕された魚類の成熟状況 

 
注)黄色の網掛けは成熟個体を示す。 

水産庁(2018)より 

 

 

  
水産庁(2018)より 

図 5-9 キダイの成熟個体の卵巣(左：平成 29 年 5 月、右平成 29 年 7 月) 

 

未成魚・成魚期については、人工漁場の整備が考えられるが、ここでは、島根県や長崎県に造

成されたマウンド礁での整備の事例を示す。 

五島西方沖のマウンド礁では、キダイがマウンド礁の縁辺から砂地の周辺で多く観察されてい

る。 

魚種 採捕月 全長 体重 卵巣重量 ＧＳＩ
キダイ 5 25.1 295 17.2 5.83
キダイ 5 32.4 665 32.0 4.81
キダイ 7 24.0 335 13.3 3.97
キダイ 5 22.2 225 7.4 3.29
キダイ 5 27.1 375 12.0 3.20
キダイ 5 24.8 305 9.0 2.95
キダイ 7 29.1 580 16.1 2.78
キダイ 5 21.9 215 4.4 2.05
キダイ 7 28.4 495 9.7 1.96
キダイ 5 27.0 385 7.5 1.95
キダイ 7 25.9 405 7.6 1.88
キダイ 5 26.3 335 2.3 0.69
ヒラメ 5 68.8 2640 45.0 1.70
ブリ 5 79.0 5565 315.0 5.66
ブリ 5 85.5 6785 142.0 2.09
エソ類 5 56.1 1190 70.0 5.88
ウッカリカサゴ 5 42.3 1330 63.0 4.74
マダイ 5 67.0 3830 40.0 1.04
マダイ 5 68.5 3795 52.0 1.37
ＧＳＩ＝卵巣重量/魚体重×１００    　　全長：㎝　　体重・卵巣重量：ｇ
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水産庁(2018)より 

図 5-10 五島西方沖マウンド礁における観察調査結果から推定した魚類蝟集の概要 

 

 

島根県隠岐海峡地区のマウンド礁に蝟集する魚類のうちアジ類等の浮魚類以外の主要魚種と

してキダイが挙げられている。 

マウンド礁の整備前にもキダイ(3 歳以)が出現していたが、整備後は漁獲尾数が増加する傾向

がみられている。 

 

 
水産庁(2021b)より 

図 5-11 隠岐海峡地区(東側)マウンド礁における観察調査結果から推定した 

魚類蝟集の概要 

 

 
水産庁(2021b)より 

図 5-12 隠岐海峡地区(東側)マウンド礁における浮魚類以外の魚類の漁獲状況 
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マウンド礁                  対照区 

 
水産庁(2021b)より 

図 5-13 隠岐海峡地区(東側)マウンド礁と対照区におけるキダイの尾叉長組成 

 

a-4. 構造と配置 

 対象地区では、水深 100m における夏季の高温側、冬季の低温側ともに未成魚～成魚期の分布

には大きな影響は及ぼさないことが推定され、また、キダイは岸沖の深浅移動をせず、沖合で生

活史が完結しているとみられることから、キダイの生息水深帯(70～200m)に漁場を整備すること

が効果的であると考えられる。 

 

a-4-1. 未成魚・成魚期 

・礁高が低く、広がりのある魚礁を砂地に整備 

・機能：餌場、隠れ場、休息場 

・方法：マウンド礁(石材等)や小型の沈設魚礁の広がり配置 

 

b.整備のための必要な調査 

b-1. 対象海域におけるキダイの生活史の各段階での分布状況の把握 

  ・聞き取り 

  ・仔稚魚に関する分布の知見が少ないため、稚魚ネットによる漁獲等 

  ・未成魚・成魚について、ROV・漁獲調査(底びき，延縄等)による出現時期と分布を把握 

 

b-2. 構造物の設置場所を決める調査 

  ・海底地形、水深、礁の安定計算に資する流況調査 
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(5)スジアラ 

(5)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-35 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・未成魚～成魚期として、低温側は冬季の 1～3 月の水温を、高温側は 7～9 月の水温を評価し

た。 

・産卵期として、4 月～10 月の水温を評価した。 

・水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深 50m、100m、200m、400m)を用

いて、生息等水深範囲から未成魚～成魚期は海面と水深 50m、産卵期は水深 50m を評価した。 

 

表 5-36 スジアラの評価対象時期・水深 

評価 
ステージ 

評価 
水深 

コメント 低温側 高温側 

未成魚～成魚
期 

海面・
50m 

冬季(1 月～3 月)の水温で評価 18℃ － 

未成魚～成魚
期 

海面・
50m 

夏季(7 月～9 月)の水温で評価 － 31℃ 

産卵期 50m 産卵期(4 月～10 月)の水温で評価 23℃ 31℃ 

 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 
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表 5-37 スジアラの評価結果 

現状 ・産卵期の適水温範囲が該当する都道府県は、長崎県から沖縄県、和歌山県、

高知県、宮崎県にみられ、夏季の 高水温については分布が収まる範囲とな

るものの、冬季の 低水温については、和歌山県・熊本県以北では分布に適

さない水温となっている。 

・資源状態は悪いと考えられ、環境変化だけでは資源回復が見込めないことも

考えられることから、漁場整備に併せて資源管理等を行う必要がある。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 

    ※夏季については 7～9 月の分布可能範囲が実際と大きく隔たることから、現在の

分布域についてのみ評価した。  
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 
産卵期(成魚期) ／ ― ／ ◇ ／ ◇ ／ ○ 
夏季(未成魚～成魚期)※ ／ ／ ／ ／ ／ ／ △ ○ 
冬季(未成魚～成魚期) ― ― ― ― ― ― ◎ ◎  
太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 
産卵期(成魚期) ／ ― ／ ― ／ ○ ／ ◎ 
夏季(未成魚～成魚期)※ ／ ／ ／ ／ ○ ○ ○ ○ 
冬季(未成魚～成魚期) ― ― ― ― ◎ ◎ ○ ○ 

記号の左：海面、右：水深50m 

 増加 

傾向 

・冬季の生息適水温の下限(18℃)以上の範囲については、海面では 1 月～3 月
に長崎県から熊本県、千葉県から和歌山県で拡大し、水深 50m では 1 月に長
崎県から熊本県、大分県、愛媛県、三重県、神奈川県、千葉県、2 月～3 月に
長崎県から熊本県、大分県、愛媛県、千葉県で拡大し、未成魚～成魚期の分
布可能範囲の増加が想定される。 

・産卵期の産卵可能な 23℃以上の範囲については、水深 50m をみると、4 月で
は鹿児島県、5 月～6 月では、和歌山県、高知県、宮崎県、7 月では長崎県、
熊本県、和歌山県、高知県、宮崎県、9 月では秋田県から佐賀県、千葉県、
愛知県、徳島県、愛媛県、大分県、10 月では石川県から佐賀県、千葉県、徳
島県、愛媛県、大分県で拡大し、産卵期における産卵可能範囲の増加が想定
される。 

 

d.漁場整備構想に関する事項 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、東シナ海区、太平洋中区、太平洋南区で新規加

入または増加が見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、太平洋南区では産卵期(成魚期)の水深 50m、太平洋中区と東シナ海区では

冬季の海面および水深 50m の未成魚～成魚期の新規加入または増加が見込まれる。このうち、漁

場整備の海域候補は、冬季の未成魚～成魚期(海面、水深 50m)の新規加入または増加が見込まれ

る太平洋中区と東シナ海区(沖縄県を除く)とした。なお、東シナ海区では、夏季に海面での未成

魚～成魚期の分布可能範囲が減少することが想定されるが、この範囲は概ね奄美群島以南の海域

となる。 

・夏季には概ね水温上昇の影響を受けないことが想定されることから、未成魚・成魚に対しては、

現在のスジアラの分布水深 2～100m で行うことが望ましいと考えられる。稚魚については、評価

を行っていないが、静穏域の浅所に着底するとみられるため、水温上昇の影響を受ける可能性が
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あることから、稚魚の分布状況を把握し、餌場ともなる餌料培養礁を整備することが効果的であ

ると考えられる。また、水温上昇に伴いより南方系のハタ類に転換し、整備した漁場が有効に機

能することも考えられる。 

スジアラを対象とした既存の漁場整備については、東シナ海区の鹿児島県の奄美地方では水深

50～100m に沈設魚礁を用いた魚礁の整備が行われている。 

 

(5)-2 漁場整備方策 

a.漁場整備構想 

a-1.対象地区 

 対象地区は、太平洋中区(千葉県～三重県)、東シナ海区(山口県～鹿児島県)とした。 

 30 年後の水温予測の結果、太平洋中区、東シナ海区では、冬季の未成魚～成魚期に新規加入また

は増加が見込まれた。なお、東シナ海区では、夏季に海面での未成魚～成魚期の分布可能範囲が減

少することが想定されるが、この範囲は概ね奄美群島以南の海域となる。 

 スジアラを対象とした既存の漁場整備については、東シナ海区の鹿児島県の奄美地方で水深 50～

100m に沈設魚礁を用いた魚礁の整備が行われている。また、奄美海域においては、餌料培養礁等の

構造物への蝟集が確認されている。 

 

a-2.増殖シナリオ 

 太平洋中区と東シナ海区では冬季の分布可能範囲の増加が想定され、夏季の分布や産卵期におい

ても影響がないことが想定される。未成魚・成魚には魚礁性があることから、未成魚・成魚期を対

象とした魚礁漁場を整備し、産卵親魚の保護を行う。稚魚は、静穏域の浅所に着底し、その後、成

長して、未成魚・成魚の分布する深場へ移動する。鹿児島県では種苗放流が行われており、この効

果を高めるため、浅所の静穏域に稚魚期の保護育成礁を整備する。 

 

表 5-38 スジアラの漁場整備内容 

成長段階 漁場整備内容 

産卵期 産卵親魚の保護 

稚魚期 増殖場等の育成場の整備による保護・育成場の拡大 

未成魚・成魚期 未成魚・成魚の生息水深帯に、人工漁場を整備し、漁場や生息場を拡大 

 

a-3.対象地区での生活史の把握 

 スジアラについては、稚魚の分布や移動、産卵場所が不明であるなど生態情報について乏しく、

対象地区では、漁場整備実施前には対象海域での生活史の各段間での分布等の把握を行う必要があ

る。 

 

a-4.構造と配置 

 対象地区では、現在の分布範囲での整備を行うことが考えられるが、夏季に海面での水温上昇の

影響を受け、分布水深が深所化することが考えられることから、生息水深(2～100m)の深所側で行

うことが望ましいと考えられる。 
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稚魚については、静穏域の浅所に着底することから、水温上昇の影響を受ける可能性があるため、

稚魚の分布状況を把握し、餌場ともなる餌料培養礁を整備することが効果的であると考えられる。 

 

 

a-4-1.稚魚期 

  ・目的：幼稚魚の保護育成 

  ・機能：餌場、隠れ場、休息場の創出 

  ・方法：沿岸域の稚魚の生息水深帯に保護育成礁を設置 

 

a-4-2 未成魚・成魚期(産卵期を含む) 

  ・目的：底生生活に入った未成魚以降の成長段階の蝟集、成魚の生息場における漁獲漁場 

  ・機能：餌場、隠れ場、休息場、産卵場 

・方法：小型の沈設魚礁の広がり配置 

 

b.整備のために必要な調査 

b-1. 対象海域におけるスジアラの生活史の各段階での分布状況の把握 

  ・聞き取り 

  ・稚魚：潜水目視、ROV、稚魚ネットによる漁獲等 

  ・未成魚・成魚：ROV、漁獲調査(刺網等)による出現時期と分布を把握。移動特性については

未解明の部分が多い、標識放流やバイオテレメトリー調査が必要 

  ・産卵：沿岸域での産卵状況についても知見が少ない。 

 

b-2. 構造物の設置場所を決める調査 

  ・海底地形、水深、礁の安定計算に資する流況調査 
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(6)マコガレイ 

(6)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m については FRA-ROMS の水深帯別の水温割合

から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

表 5-39 水温上昇予測値 

海域：全国 
2030 年(10 年後) 2050 年(30 年後) 

RCP2.6 RCP8.5 RCP2.6 RCP8.5 

海面 0.5 0.5 1.0 2.0 

水深 50m 0.5 0.5 1.0 1.5 

 

b.評価対象時期・水深 

・産卵期(12～5 月)は、砂泥底に産み付けられる粘着沈静卵の適水温から、低温側として 8℃、高温

側として 15℃の水温を 3 月の水温を評価した。 

・仔魚期については、7.5℃以下で摂餌率、摂餌強度ともに低下し、飢餓状態となることが指摘され

ている。こちらについても産卵期の低温側の評価に準じて評価した。 

・未成魚～成魚期は高温側として 8 月、低温側として 3 月の水温を評価した。 

・評価水深については、月別平年値の水深別分布図(気象庁：海面、水深 50m、100m、200m、400m)

を用いて、産卵期が産卵場所の水深範囲から海面を、未成魚～成魚期が生息等水深範囲から水深

50m を評価した。 

・瀬戸内海については、気象庁の水温分布図がないため、環境省中央環境審議会水環境部会瀬戸内

海環境保全小委員会で示されている瀬戸内海の表層水温の分布図(1985 年 9月～2004 年 8月の月別

平均値)を用いて、瀬戸内海における表層での産卵期の水温を評価した。なお、表層水温の分布図には

公共用水域水質測定と浅海定線調査の結果が用いられている。 

 

表 5-40 マコガレイの評価対象時期・水深 

評価 

ステージ 

評価 

水深 
コメント 低温側 高温側 

成魚期 海面※ 産卵期(12～5 月)の水温で評価 8℃ 15℃ 

仔魚期 海面※ 
仔魚期の低水温 7.5℃以下では

飢餓状態 

7.5℃ 

産卵期の低温側 8℃

の評価に準じる 

 

未成魚～成魚期 50m※ 夏季(9 月)の水温で評価  24℃ 

未成魚～成魚期 50m※ 冬季(3 月)の水温で評価 5℃  

※瀬戸内海については、表層で評価 
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c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 

 

表 5-41 マコガレイの評価結果 

現状 ・産卵期の適水温範囲は、日本海側では北海道～長崎県、太平洋側では北海

道～千葉県でみられ、夏季の 高水温、冬季の 低水温については、現在

の分布が概ね収まる範囲となっている。 

・多くの地点で資源状況が悪く、産卵親魚の過剰漁獲も原因と考えられ・資

源状況が悪い場合には、環境変化だけでは資源回復が見込めないことも考

えられることから、漁場整備に併せて資源管理等を行う必要がある。 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 
    ※現在北海道では函館近傍までの限られた範囲で分布がみられており、将来

水温上昇により拡大する可能性がある。 
    ※瀬戸内海については表層の水温で評価 
日本海側 北海道日本海北区※ 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 
産卵期(成魚期) ◇ ／ ○ ／ △ ／ △ ／ 
冬季(仔魚期) ◇ ／ ○ ／ △ ／ △ ／ 
夏季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ △ 
冬季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ ○  
太平洋側 北海道太平洋北区※ 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 
産卵期(成魚期) ◇ ／ ◎ ／ ― ／ ― ／ 
冬季(仔魚期) ◇ ／ ◎ ／ ― ／ ― ／ 
夏季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ △ 
冬季(未成魚～成魚期) ／ ◇ ／ ○ ／ ○ ／ ○  
瀬戸内海 瀬戸内海※  
産卵期(成魚期) △ ／  
冬季(仔魚期) △ ／  
夏季(未成魚～成魚期) △ ／  
冬季(未成魚～成魚期) ○ ／  

記号の左：海面、右：水深50m  
 増加 

傾向 

・産卵期における海面の適水温 8～15℃の範囲が、2 月と 4月に北海道、青森
県、3 月に北海道から岩手県で拡大し、分布可能範囲の増加が想定され、仔
魚期に関しても同様な県での分布可能範囲の増加が想定される。 

・冬季の 3 月では、水深 50m での 低水温の 5℃以上となる範囲が北海道で
拡大し、未成魚～成魚期の分布可能範囲の増加が想定される。 

 

d.漁場整備構想に関する事項 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、太平洋北区で新規加入または増加が見込まれる

と判断された。 

・成長段階別にみると、太平洋北区では産卵期(成魚期)の海面、冬季の仔魚期の海面で新規加入ま
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たは増加が見込まれ、この海区を漁場整備の海域候補とした。 

・漁場整備では、稚魚に対しては、水深 10ｍ以浅に魚礁の設置や石材を投入し、空隙を活用した隠

れ場および餌料生物増大による保護・育成環境の改善を図り、幼魚期～未成魚期では、夏季の高

水温期の滞留場整備すること、産卵期では、操業自粛、産卵場の保全、大型雌親魚の 2 回以上の

産卵を確保すること等に留意して魚礁整備を行う必要がある。 

・なお、稚魚の保護・育成礁に関しては、函館湾での事例のように岩礁の上に薄く砂が乗り、沖に

波除け岩礁があり、河川水の流入しない水域を選定するもしくは整備する必要があると考えられ

る。また、マコガレイは大規模回遊をすることはなく、産卵場のまわりに生育場があるため、稚

魚の保護・育成礁の周辺域での産卵場のあることを把握する必要がある。 

・マコガレイの近縁種にクロガシラガレイがいるが、クロガシラガレイはマコガレイよりも冷水種

であるため、北の海域では水温上昇に伴い、クロガシラガレイからマコガレイへと魚種が転換す

る可能性がある。 

 

(6)-2 漁場整備方策 

a.漁場整備構想 

a-1.対象地区 

対象地区は、太平洋北区(青森県～茨城県)および青森県の対岸となる北海道南部(函館湾)とし

た。 

マコガレイは北海道南部から九州にかけて分布しているが、いずれの地区でも漁獲量が減少傾

向にあり、資源状況においても高位の地区はみられない。一方で、30 年後の水温予測の結果、太

平洋北区では、産卵期や冬季の仔魚期における分布可能範囲が増加し、新規に加入することが想

定され、未成魚～成魚期の夏季や冬季では分布可能範囲に影響を受けないことが想定され、分布

域が北偏する可能性が考えられる。 

マコガレイを対象とした既存の漁場整備については、太平洋北区の宮城県、福島県では水深 10

～30m にコンクリートおよび鋼製の沈設魚礁を用いた増殖場が、また、岩手県、宮城県、福島県、

茨城県では水深20～170mにコンクリートおよび鋼製の沈設魚礁を用いた魚礁が整備されている。 

 
a-2.増殖シナリオ 

マコガレイは、播磨灘海域(兵庫、岡山、香川)、伊予灘海域(山口県、愛媛県、大分県)でのマス

タープランの指標種とされている。また、着底後は魚礁性がみられる。 

太平洋北区では、産卵期や冬季の仔魚期の分布可能範囲の増加し、新規に加入する可能性がある

ことから、仔魚から産卵期に至る成長段階別に漁場整備を行う。 

 
表 5-42 マコガレイの漁場整備内容 

成長段階 漁場整備内容 
仔魚 浮遊期の仔魚については、餌料面からも自然任せで、人為的な対策は特にない。 

稚魚 水深 10ｍ以浅に魚礁の設置や石材を投入し、空隙を活用した隠れ場および
餌料生物増大による保護・育成環境の改善を図る。 

幼魚期～未成魚期 夏季の高水温期の滞留場整備(播磨灘の事例：低酸素水塊発生海域を嵩上げ
するとともに、魚礁を設置) 

産卵期 産卵期の操業自粛、産卵場の保全、大型雌親魚の 2 回以上の産卵確保等 
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a-3.対象地区での生活史の把握 
北海道南部の函館湾・木古内湾では、マコガレイの成長段階別分布が把握されている。また、瀬

戸内海の播磨灘および伊予灘では、マコガレイを指標種とする水産環境整備マスタープランを策定

している。北海道南部および播磨灘におけるマコガレイの生活史は下記の通りである。 
 

a-3-1.北海道南部 

イ．仔魚期 

木古内湾・函館湾では仔魚期は 3～5 月に 10～15ｍに分布して、深浅移動をしながら、季節風に

よって生じる吹送流を利用して接岸し、引き潮時に流れが遅い海底に近づき着底すると考えられて

いる。仔魚は有鐘繊毛虫類、ワムシ類、かいあし類ノープリウス幼生と成長に伴って餌料を転換し

ている。 

 

ロ．稚魚期 

稚魚期は 4～7 月に、0～20ｍの砂地を中心とした浅場である。着底後の稚魚が生息する沿岸域で

は、河川流入量の多い河口水域にはあまり稚魚が生息しないこと。海底地下湧水のある場所ではベ

ントス豊度が高いことから、河口以外の適地を選ぶ必要がある。 

 

ハ．未成魚・成魚期 

未成魚・成魚期は、8 月以降、沖合域に索餌回遊を行い、水深 80ｍまで分布する。 

 

ニ．産卵期 

2～4 月の産卵期には再び沿岸部に産卵回遊し、水深 20ｍ程度の砂泥底で産卵が行われる。 

 
Higashitani et al (2007)より 

図 5-14 マコガレイの成長段階別分布(木古内湾・函館湾) 
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a-3-1.播磨灘 

イ．仔魚期 

仔魚期には 2 ヵ月近い浮遊生活を送る。ふ化直後は表層に分布するが、成長に伴い 5～10ｍ層の

中層付近に多く分布するようになる。 

 

ロ．稚魚期 

稚魚(全長 10～30mm)の着底場所は水深 10ｍ以浅の藻場・干潟を含めた浅場であり、底質はシル

ト＋貝殻混じり、シルト～砂、砂～砂礫である。 

 

ハ．未成魚・成魚期 

未成魚(全長 30～100mm)は着底後 6月末(水温 20℃未満)までは大きく移動せず、10～20ｍの浅海

域に分布し、7 月になると大型個体から順次 20ｍ以深の沖へ移動すると考えられる。これは水温

20℃以上により移動活性が高まるためと思われる。また、全長約 80mm で害敵種からの捕食を回避

するための潜砂行動を獲得する。未成魚は翌年の 5 月に全長 160mm 以上に成長し漁獲加入するもの

と考えられる。既往知見によると、1 才魚以降は春から夏にかけて沿岸の育成場から沖合の漁場に

移動し、本格的に漁獲され始める。 

 

ニ．産卵期 

1 才魚以降は春から夏にかけて沿岸の育成場から沖合の漁場に移動した後、夏にはやや深い沖合

の漁場に移動し、秋に再び接岸して、産卵場に向かうとされている。 

 

 
(播磨灘海域水産環境整備マスタープランより) 

図 5-15 播磨灘におけるマコガレイの生活史の模式図 



153 

a-3-1.伊予灘 

イ．仔魚期 

仔魚期は約 2 か月間浮遊し、かいあし類を摂餌する。 

 

ロ．稚魚期 

稚魚期は 2～3 月頃に水深 10m 前後の砂泥底に移動し、成長に伴い水深 5m 付近に移動、下記に沖

合の砂泥、シルト域に移動し、かいあし類からヨコエビ類、多毛類へと成長に伴い餌を変える。 

 

ハ．未成魚・成魚期 

未成魚・成魚期は、夏～秋季に水深 100m 以浅の沿岸域や内湾の深所に生息し、冬季に沿岸に向

かう深浅移動を行い、ヨコエビ類、多毛類、小型エビ・カニ、キセワタ類、クモヒトデ類等を接餌

するとされている。 

 

ニ．産卵期 

 産卵期は水深 10～50m の礫、荒砂、砂利等の海域に分布する。 
 

 
(伊予灘海域水産環境整備マスタープラン) 

図 5-16 伊予灘におけるマコガレイの生活史の模式図 
 

水産資源の大きな特徴は再生産力を有することである。再生産力の構成には重要な２要素があり、

一つは産卵量であり、もう一つは初期減耗の抑制である。このため、1)産卵量を確保するためには、

産卵期の操業自粛や、産卵場の保全を行う必要がある。2)初期減耗の抑制策として、大型魚の保護

や着底期の稚魚を対象に隠れ場と餌料培養の設置が考えられる。大型魚の保護としては、母親効果

仮説(高齢な大型魚を保護することにより、仔魚の生残率の向上と成長が促進される)があり、大型

雌親魚を少なくとも 2回以上産卵させるための漁獲規制によって生残しやすい卵・仔魚を産卵させ

ることが可能となる。また、水深 10ｍ以浅に魚礁の設置や石材を投入し、空隙を活用した隠れ場お

よび餌料生物増大による保護・育成環境の改善を図る。また、貧酸素水塊の発生する瀬戸内海にお

いては、夏季の高水温期の滞留場の整備も行われている。 
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a-4.構造と配置 

 対象地区の太平洋北区では、産卵期(成魚期)および冬季(仔魚期)の分布可能範囲の増加が見込ま

れ、未成魚～成魚期の夏季と冬季の分布可能範囲については影響のないことが想定され、分布域が

北上してくることが考えられることから、既存情報を基にした成長段階別の漁場造成が望ましいと

考えられる。 

 

a-4-1.稚魚期 

 着底期の稚魚を保護・育成するために、餌料の確保と、外敵生物からの逃避を行える構造が望ま

しい。着底期の稚魚が分布する場所において、投石や背の低い餌料培養礁を設置する。また。藻場

との関係では、密集した藻場よりも、砂質と砂質の間に礫や転石が混在し、それらに海藻が着生す

る点在型の藻場(播磨灘では海津(あいづ)域と呼称)を創る。函館湾ではマコガレイ稚魚を捕食する

エビ類としてウリタエビジャコが知られている。藻場があることによって、アミ類が増加し、結果

的にウリタエビジャコからの捕食圧を下げることも期待される。 
 配置については、魚礁間隔を 5～10ｍ程度の千鳥状の配置が望ましい。 
 

a-4-2.幼魚期～未成魚期 

 夏季に形成される貧酸素水塊の影響を軽減する増殖場として、海底部を嵩上げすると同時に、攪

拌機能を有する構造物を配置し、海水の上下混合を促し、貧酸素の発生を軽減するとともに、保護

礁と餌料培養礁を組み合わせることで効率的な成育環境を造成する。 
 

b.整備のために必要な調査 

 整備にあたっては対象海域におけるマコガレイの生活史の各段階での分布状況等を把握する必

要がある。生活史の各段階のうち、特に、産卵場の位置、稚魚の着底場に関する情報が必要となる。 
 

b-1.産卵場の特定 

海域におけるマコガレイの産卵場を特定するとともに、水深、底質等の立地環境を整理する。産

卵期については、産卵回遊する親魚の分布状況について、刺網等を実施している漁業者からのヒア

リングにより、時期を特定する。産卵の有無については、底質のサンプリングにより、卵の判別を

行う。 
 

b-2.稚魚の着底場の把握 

 ソリネットや、潜水目視観察により、マコガレイ稚魚の出現状況(出現密度、全長、重量)を確認

する。  
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(7)ヤリイカ 

(7)-1 水温上昇による将来予測 

a.上昇予測値 

・日本の気候変動 2020(気象庁)では、21 世紀末の日本近海の海面水温は、20 世紀末と比べて、4℃

上昇シナリオ(RCP8.5)で 3.6℃、2℃上昇シナリオ(RCP2.6)で 1.1℃上昇すると予測されている。 

・この予測値から、10 年後、30 年後の水温上昇を予測すると下表のとおりとなる。 

・評価に用いる水温上昇予測値は、条件の厳しい RCP8.5 の値を用い、現状の平年値水温から 30 年

後の水温上昇として 2.0℃(RCP8.5)を用いることとした。 

・2.0℃(RCP8.5)は海面の予測値であるため、水深 50m および水深 100m については FRA-ROMS の水

深帯別の水温割合から求めた水深 50m 相当の水温上昇として 1.5℃を用いることとした。 

 

b.評価対象時期・水深 

・夏季の影響として稚イカ期(13～17℃)と未成体期(10～15℃)の 8 月・9 月、冬季の影響として産

卵期(7～17℃)の水温を評価した。 

・水深については、稚イカ期を水深 50m、未成体期を水深 100m、成体期の産卵期を海面と水深 50m

で評価した。 

c.評価 

・現状の水温分布と将来の水温上昇値を加味した水温分布から、現状と将来の生息適水温の範囲を

比較し、整理した。また、水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向

について、新規加入または増加、変化なし・現状維持、減少、現在は分布適水温域ではないが将

来分布適水温となる、現在･将来とも分布適水温範囲外の区分で評価を行った。なお、産卵期につ

いては、産卵時期が変化する場合であっても、各県内で産卵適水温範囲に該当する期間が残る海

区は現状維持とした。 

 

表 5-43(1) ヤリイカの評価結果 

現状 ・産卵期の海面と水深 50m の適水温範囲は、日本海側が北海道～鹿児島県に

みられるが、太平洋側が海面で北海道～徳島県、愛媛県、大分県、日本海

側で北海道～大分県と南の海域において産卵適水温がみられていない。稚

イカの水深 50m における夏季の適水温範囲は、日本海側では北海道～長崎

県、太平洋側では北海道～茨城県、未成体の水深 100m における夏季の適水

温範囲は、日本海側では青森県～長崎県、太平洋側では青森県～三重県に

みられる。 

・太平洋系群の北部では増加傾向にあるものの、太平洋系群の中・南部、対

馬暖流系群が減少傾向にあり、資源状況が悪い場合には、環境変化だけで

は資源回復が見込めないことも考えられることから、漁場整備の他に資源

管理等を行う必要がある。 
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表 5-43(2) ヤリイカの評価結果 

将来  ・水温上昇予測値による各海区での適水温帯がみられる範囲の変化傾向を示す。 
  ◎：新規加入または増加、○: 変化なし･現状維持、△:減少、 

  ◇：現在分布域外･将来適水温範囲内、－:現在･将来とも適水温範囲外、 

  ／：評価対象外の水深(対象種の生活史の成長段階において利用しない水深帯) 
 
日本海側 北海道日本海北区 日本海北区 日本海西区 東シナ海区 

夏季(稚イカ期) ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ― ／ 

夏季(未成体期) ／ ／ ― ／ ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ― 

産卵期(成体期) ◎ ◎ ／ ○ ○ ／ ○ ○ ／ △ △ ／ 
 

太平洋側 北海道太平洋北区 太平洋北区 太平洋中区 太平洋南区 

夏季(稚イカ期) ／ ○ ／ ／ ○ ／ ／ ― ／ ／ ― ／ 

夏季(未成体期) ／ ／ ― ／ ／ ○ ／ ／ △ ／ ／ ― 

産卵期(成体期) ◎ ◎ ／ ◎ ◎ ／ △ ○ ／ △ △ ／ 

記号の左:海面、中:水深50m、右:水深100m 

増加 

傾向 

・夏季の稚イカ期・未成体期では水温の変化が顕著ではない。なお、津軽海

峡の日本海側から太平洋側への暖水の流入が大きくなった場合には、日本

海系群の太平洋側での増加が想定される。 

・産卵期には北の海域では産卵水温の下限が北上し、産卵可能範囲の増加が

想定され、太平洋側では、北海道が海面で1月から4月、水深50m で1月と2月

から3月が産卵可能となり、青森県と岩手県が海面と水深50m ともに3月か

ら4月で産卵可能となることが想定される。 

 

d.漁場整備構想に関する事項 

・評価の結果、30 年後の水温分布を想定した場合、北海道日本海北区、北海道太平洋北区、太平洋

北区で新規加入または増加が見込まれると判断された。 

・成長段階別にみると、北海道日本海北区、北海道太平洋北区、太平洋北区では海面と水深 50m の

産卵期(成体期)の新規加入または増加が見込まれた。このうち、漁場整備の海域候補は、北海道

日本海北区と北海道太平洋北区が夏季の未成体期の分布の適水温範囲外であることが想定され

ることから除外し、太平洋北区とした。 

・ヤリイカの漁獲は、産卵群を対象としていることから、漁場整備は、現在の産卵場所の水深帯(水

深 50m 以浅)を考慮して行う必要がある。また、ヤリイカは産卵基質として、潮通しが良く、太陽

光を避けて藻類の付着繁茂を防ぐ場所を能動的に選択していることを考慮した設置場所と産卵

礁の構造を検討する必要がある。稚イカに関しては、孵化してから 5～10cm 位までの時に、ホン

ダワラ類等の藻場が隠れ場になることから、稚イカが分布する海域では藻場造成も効果があると

みられる。 

 

(7)-2 漁場整備方策 

a.漁場整備構想 

a-1.対象地区 

対象地区は、太平洋北区(青森県～茨城県)とした。 

関東以南の太平洋側ではヤリイカの生息域は次第に深くなり、産卵も大陸棚上の底層の低水温域
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である(土佐湾では水深 70～150m)。一方、北日本での産卵は水深 50m より浅い岩礁域で行われ、主

に産卵のために沿岸に来遊した親イカが漁獲対象とされている。産卵適期の推定結果から、海面水

温および水深50mでは、南の海域ほど産卵適期の期間が短くなる傾向にあり、産卵水深も深くなる。

産卵場の整備を深場で行う方法もあるが、漁場整備の観点からは、費用対効果の大きい浅所での事

業が可能な北日本海域(日本海側では山形県以北、太平洋側では千葉県以北)が有望である。 

ヤリイカの生息と産卵に不適な親潮が冬から春に接岸する岩手県沿岸を境界として、ヤリイカの

回遊範囲は南北に分かれると考えられている。青森県太平洋側から岩手県の沿岸域は冬季～春季に

親潮の影響を受けて冷たくなる。親潮の勢力は 11～12 月が 小で、3～4 月が 大である(高杉・安

田，1994)。青森県八戸市の沖合では、おおむね 2～4 月は 7℃を下回り(佐藤，2004)、ヤリイカの

漁場が形成されなくなる。青森県太平洋海域で漁場が衰退する 2～4 月はヤリイカの産卵期に当た

ることから、太平洋側で摂餌・成長し、成熟したヤリイカは、卵発生に不適な水温を避けて、青森

県太平洋海域から津軽海峡～日本海海域へと産卵回遊するか、岩手以南へと南下回遊すると推定さ

れており、資源評価事業では青森県と岩手県の県境を境界として対馬暖流(北部)系群と太平洋系群

に区分して評価が行われている。しかしながら、近年は親潮第一分枝の岩手県沿岸への接岸が弱ま

り、対馬暖流(北部)系群のヤリイカ産卵群は、下北半島から岩手県沿岸まで南下可能となっている。

下図に示すように、岩手県山田湾の 3 月の平均水温は、2015 年以前は 6℃以下であったが、2020 年、

2021年 3月の山田湾の水温は6℃以上で、太平洋沿岸での産卵が可能となっている。このことから、

対馬暖流(北部)系群は津軽海峡を経て太平洋沿岸にも生息域を広げていると考えられ、岩手県沿岸

では個体群の交流が起こり、資源量の増加が予想される。 

以上の条件より、漁場整備の対象地区を太平洋北区(青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県)

とした。なお、水温予測の結果、太平洋北区では、産卵期(成体期)の新規加入または増加が見込ま

れた。 

ヤリイカを対象とした既存の漁場整備については、太平洋北区での事例はみられないが、日本海

北区の青森県では、水深 10～90m に産卵礁を用いた増殖場が、水深 25～90m に沈設魚礁を用いた魚

礁が整備されている。また、日本海西区の新潟県では水深 25～80m に産卵礁を用いた増殖場が、水

深 35～60m にコンクリート製の沈設魚礁を用いた魚礁が整備されている。 

 

 

図 5-17 岩手県山田湾の 3 月の平均水温 
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伊藤(2007) を基に作成 

図 5-18 ヤリイカ北日本系群(冬・春産卵群)の索餌・産卵回遊の想定図と主な産卵場 

 

 
伊藤(2007)を基に作成 

図 5-19 近年の北日本周辺海域のヤリイカ産卵場の想定図 

 

a-2.増殖シナリオ 

ヤリイカは、北海道、青森県、秋田県、山形県でのマスタープランの対象種とされており、成体

には魚礁性がみられる。また、太平洋北区では、産卵期(成体期)の分布可能範囲が増加し、夏季の

稚イカ期や未成体期においても分布に影響がないことが想定された。このことから、産卵場となる

水深 50m 以浅に魚礁漁場を整備するとともに、稚イカ・未成体は有識者へのヒアリングの結果、ホ

ンダワラ類等の藻場を隠れ場とする場合もあるため、産卵場周辺で藻場造成を行うことを検討する。 

 

表 5-44 ヤリイカの漁場整備内容 
成長段階 漁場整備内容 

卵(産卵場) 産卵場周辺に魚礁を整備し、産卵場を拡張することによる増殖効果 

稚イカ・未成体 産卵場周辺で藻場造成を行い、幼生の生息場を拡大 

成体 産卵場となる水深帯に、漁場を整備し、産卵場を拡大 
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図 5-20 砂地での整備イメージとヤリイカの生活史 

 

a-3. 対象地区での生活史の把握 

a-3-1 成体期(産卵期) 

ヤリイカは、約 1 年で成熟・産卵し、北日本での産卵は水深 50m より浅い海底付近の水平に近い

天井を有する岩や穴上の下面に、数十個の卵が入ったゼラチン質状の卵嚢を産み付ける(柿元・富

岡 1984)。ヤリイカが産卵基質として岩礁の岩棚などを選択する際の要因として、ふ化までに数か

月間もかかることから、この間の潮通しが良く、太陽光を避けて藻類の付着繁茂を防ぐ場所を能動

的に選択している。天然においては、産卵に適した基質が不足していると考えられており、資源量

の安定確保に向けた人工産卵礁の開発が進められているが(谷野ら 1998)、ヤリイカの人工魚礁設

置による漁場整備の際には、このような環境条件を考慮する必要がある。産卵した卵嚢中の卵の発

生は、7℃で約 150 日、9℃で約 100 日、11℃で約 60 日と環境水温が高いほどふ化が早まる。ただ

し、6℃では発生卵は卵嚢中からふ化できず、5℃では発生途中で死亡することが知られていること

から、ヤリイカの産卵活性と卵発生とも 6～7℃が限界 低水温であることが判る。なお、上限水温

は約 15℃と推定される。この水温条件は、ヤリイカの人工産卵礁などの設置による漁場整備の際に

は重要な環境条件であり、地域によっては、冬～春の間に沿岸水温が 6℃以下になることが多けれ

ば、人工魚礁の設置による漁場整備の効果は得られないことになる。 

 

a-3-2 稚イカ～未成体期 

沿岸でふ化した幼生は、幼イカに成長するまで藻場で生活し、次第に大陸棚海域へと浅深移動し

て索餌・成長する。このことから、近接する藻場環境の把握や藻場造成も必要である。 

これまでの日本海と太平洋沿岸のヤリイカの産卵場を含む生息域の中心は、西日本沿岸域の海水

温の上昇、親潮の南下勢力の弱まりなどによって、次第に北偏しつつあると考えられる。さらに、

青森・岩手県沿岸では対馬暖流(北部)系群と太平洋(北部)系群の交流を妨げる親潮の接岸が弱くな
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っており、こうした海域での新たな生息域の重複と産卵場の形成が今後も起きる可能性が高い。ヤ

リイカの人工魚礁設置による産卵資源の確保と加入資源の増加を促し、近接する沿岸域の幼イカ期

の育成場である藻場造成を計画・実施するためには、6～7℃を境とする冬～春の沿岸水温のモニタ

リングが不可欠である。 

 

 
伊藤(2007)より 

図 5-21 水温と孵化日数との関係 

 

a-4.構造と配置 

 対象地区の太平洋北区では、産卵期(成体期)の適水温範囲が増加する傾向が見込まれること

から、水深 50m 以浅に産卵期(成体期)の漁場整備を行い、ふ化後の稚イカ・未成体期の整備を

産卵期の整備場所の近接海域で行うことが望ましいと考えられる。 

 

a-4-1.稚イカ・未成体期 

沿岸でふ化した幼生は、幼イカに成長するまで藻場で生活し、次第に大陸棚海域へと浅深移動

して索餌・成長する。このことから、近接する藻場環境の把握や藻場造成も必要である。 

 

a-4-2.成体期(産卵期含む) 

ヤリイカが産卵基質として岩礁の岩棚などを選択する際の要因として、ふ化までに数か月間も

かかることから、この間の潮通しが良く、太陽光を避けて藻類の付着繁茂を防ぐ場所を能動的に

選択している。天然においては、産卵に適した基質が不足していると考えられており、資源量の

安定確保に向けた人工産卵礁の開発が進められているが(谷野ら 1998)、ヤリイカの人工魚礁設

置による漁場整備の際には、このような環境条件を考慮する必要がある。 

ヤリイカの産卵活性と卵発生とも 6～7℃が限界 低水温であることや上限水温は約 15℃と推

定されことから、この水温条件は、ヤリイカの人工産卵礁などの設置による漁場整備の際には重

要な環境条件であり、地域によっては、冬～春の間に沿岸水温が 6℃以下になることが多ければ、

人工魚礁の設置による漁場整備の効果は得られないことになる。 
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b.整備のための必要な調査 

b-1.対象海域におけるヤリイカの生活史の各段階での分布状況の把握 

・ヤリイカ生態の既住知見のとりまとめ 

・対象海域におけるヤリイカの漁獲量調査 

・対象海域で漁獲されたヤリイカの精密測定による産卵期調査 

・ヤリイカの産卵状況調査 

対象海域において、潜水観察で岩礁にヤリイカの卵嚢が付着しているかどうかを調べる。ま

た、卵嚢が付着している場合は、卵嚢を全て採集し、卵嚢数を計数するとともに 5 本程度をサ

ンプリングし、1 卵嚢当たりの卵数、発眼率、死亡率を調べる。 

 

b-2.構造物の設置場所を決める調査 

・底質、水深の調査 

・周辺の藻場環境のマッピング 

・試験的人工産卵礁の設置 

  



162 

３．その他 

(1)7 魚種の生態・漁業の概要等 

①イサキ 

1.分布域：新潟県から九州南岸、東シナ海、宮城県から九州南岸、瀬戸内海 

 

中坊徹次編(2013)を基に作成 

図 5-22 イサキの分布域 
 

2.生態特性 

表 5-45 イサキの生態特性 

 成長段階 卵 仔魚期 稚魚期 未成魚・成魚期 

生
物
学
的
特
性 

大きさ 径 0.82～
0.92mm 
分離浮性 

ふ化直後の全
長 1.61～
2.04mm 

全長 12.5～
19.4mm 

生物学的 小形：尾叉長
16cm(2 歳) 

餌料 － カイアシ類 二枚貝幼生、カ
イアシ類、アミ
類等 

小型魚類(浮魚類)、甲殻類
(カイアシ類、端脚類、アミ
類、エビ類) 
 

生
息
場 

水温 17～28℃   8～28℃ 
未成魚：18～26℃ 
産卵期：23～28℃1) 

水深   5～30m 10～50m 
豊後水道：100ｍまで(釣
獲)2) 

底質 浮遊生活 浮遊生活 砂～礫 沿岸域の岩礁、礫質 
移動   アマモ場あるい

は海藻の多い岩
礁と砂底との境
界域に群泳す
る。 

昼夜による鉛直移動を行
い、昼間は沿岸のやや深い
海底に、夜間は海面近くま
で浮上して活動する。 

礁との関係 礁の潮流抵抗によって形成される湧昇流、渦動流等の現象がイサキ魚群の
集魚および生産効果に大きく関連していると考えられる。 

繁
殖
生
態 

産卵場 外海に面した沿岸または内湾の静かなところ。 
外海に面した岩礁域で、一本釣り漁場となる。 

産卵期 6～8 月、盛期は 6～7 月 
産卵行動 多回産卵、GSI(生殖腺指数)が平均 10 程度で卵が成熟している 3)。 

水産庁(2015)より、但し、片括弧数字は次のとおり 
1)(社)日本水産資源保護協会(1983) 2)ヒアリング結果 3)山田ら(2007) 

  

 北海道日本海北区 
北海道太平洋北区 

瀬戸内海区 

太平洋中区 

太平洋南区 
東シナ海区

日本海西区 

太平洋北区 

日本海北区 
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(社)全国豊かな海づくり推進協会(2008)より 

図 5-23 イサキの生活史 

 

3.漁業の概要 

表 5-46 イサキの漁業の概要 

 太平洋中・南部 

漁法 定置網・釣り・刺網・底びき網で漁獲されている。 

漁期 盛漁期は、神奈川では 9～10 月(定置網)、大分では 6～8 月(釣り・定置網) 

漁獲量 2019 年の神奈川県・和歌山県・大分県の総漁獲量は 325 トンで、和歌山県と大分県

の漁獲量が多い。 

相模湾では、定置網での漁獲量は近年 50 トン程度で、9～10 月の漁獲量が年間漁獲

量の 75%以上を占めている。 

紀伊水道外域東部では、1970 年代前半の 800 トン以降、減少傾向で推移している。 

大分県の代表漁協である大分県漁業協同組合鶴見支店では、近年平年(54.9 トン)を

した回る傾向にある。 

水産庁(2021)より 

 

 
農林水産省(2021)を基に作成 

図 5-24 資源評価実施県のイサキの漁獲量の推移 
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4.漁場整備の現状 

表 5-47 イサキの漁場整備状況 

 
魚礁性タイプ 
Ⅰ型：魚礁に体の大部分、もしくは一部を接触させる種 
Ⅱ型：体を魚礁に接触させることは少ないが、魚礁に極く近いところに位置する種 
Ⅲ型：主として魚礁から離れた表中層に位置する種 
Ⅳ型：主として魚礁周辺の海底に位置する種 

水産庁(2019)より 
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餌.平成25年度日本水産工学会学術講演会 講演要旨集,55-58. 

伊藤 靖・松本卓也・吉田 司・中村憲司(2014) 人工マウンド礁におけるイサキの行動解析と摂
餌.平成26年度日本水産工学会学術講演会 講演要旨集,79-82. 

伊藤 靖・松本卓也・吉田 司・中村憲司(2015) 人工マウンド礁におけるイサキの行動解析.平成
27年度日本水産工学会学術講演会 講演要旨集,5-8. 

伊藤 靖・中村憲司・吉田 司(2018) 鹿児島県阿久根沖の人工マウンド礁に集まるイサキ
Parapristipoma teilineatum の滞留時間と遊泳水深.水産工学,55(1).21-27. 

中坊徹次 編(2013) 日本産魚類検索 全種の同定 第三版.東海大学出版会,2530pp. 
農林水産省(2021) 海面漁業生産統計調査. 
水産庁(2015) 漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015 年版. 
水産庁(2019) 平成 30 年度水産基盤整備調査委託事業 漁港漁場分野における ICT 技術の活用検討

調査報告書. 
水産庁(2021) 令和 2(2020)年度資源評価調査報告書. 
水産庁漁港漁場整備部・一般財団法人漁港漁場漁村総合研究所(2015) 平成 24～26 年度水産基盤整

備調査委託事業マウンド礁におけるイサキ増殖調査報告書. 
社団法人日本水産資源保護協会(1983) 水生生物生態資料(続).pp.172.) 
社団法人全国豊かな海づくり推進協会(2008) 主要対象生物の生育段階の生態的知見の収集・整

理.pp.311. 
山田梅芳・時村宗春・堀川博史・中坊徹次(2007) 水産総合研究センター叢書 東シナ海・黄海の魚

類誌.東海大学出版会,pp.1340. 

対象種 ⽔深帯
（⿂礁性タイプ） 増殖場 ⿂礁 （ｍ）
イサキ
（Ⅱ型）

太平洋中区 神奈川県 ● 20〜100
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

マダイ・マアジ・ヒラメ

静岡県 ● 20〜80
⽯材、コンクリート及び
鋼製の沈設⿂礁

マアジ・ブリ・ヒラメ・
マダイ

愛知県 ● 40〜75
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

マアジ・ブリ・マダイ

三重県 ● 60〜100 不明 ブリ・ヒラメ・マダイ
太平洋南区 ⼤分県 ● 20〜40 餌料培養礁 なし

● 30〜90 ⾼層⿂礁、沈設⿂礁 マアジ・マダイ・ブリ
宮﨑県 ● 30 沈設⿂礁 マダイ・カサゴ

⽇本海⻄区 島根県 ● 80〜90
コンクリート製の沈設⿂
礁

マダイ、メダイ、メバル

東シナ海区 ⼭⼝県 ● 15〜100
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

ブリ、マアジ、マダイ、
メバル、ヒラメ

⻑崎県 ● 84 マウンド礁（⽯材） マアジ、マダイ、ブリ
● 85〜89 マウンド礁（ブロック） マアジ、マダイ、ブリ

● 15〜120 ⾼層⿂礁、沈設⿂礁
マダイ・ブリ・マアジ・
ヒラメ・カサゴ、ヤリイ
カ、スルメイカ

⿅児島県 ● 10〜45 投⽯
マアジ、マダイ、ブリ、
ヒラメ

● 30〜70
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

マダイ、マアジ、ヒラ
メ、ブリ

種別
海区 県 構造 その他対象種
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②ウマヅラハギ 

1.分布域：北海道から九州南岸、東シナ海、瀬戸内海 

 
中坊徹次編(2013)を基に作成   日本海・東シナ海系群の分布域(水産庁(2021)より) 

図 5-25 ウマヅラハギの分布域 

 

2.生態特性 

表 5-48 ウマヅラハギの生態特性 
 成長段階 卵 仔魚期 稚魚期 未成魚・成魚期 

生
物
学
的
特
性 

大きさ 径 0.2～0.65mm 
沈性粘着 

ふ化直後の全
長1.8mm前後 

全長 20.5～
40mm 位 

未成魚：体長平均5～18cm、成
魚：体長平均18cm以上、 大体
長48cm(相模湾) 

餌料 －  浮遊性かいあし
類、浮遊性枝角
類、アミ類、端脚
類、カニ類、尾虫
類、魚卵、稚魚 

大型のかいあし類、ヒドロ虫
類、端脚類、オキアミ類、稚
魚、珪藻類、紅藻類 

生
息
場 

水温  18～25℃  4.52)～28℃3) 

漁獲適水温の範囲は 10～16℃
程度 4) 
産卵期：20～25℃3) 

水深 ガラモ場等(概ね
10m 以浅) 
東シナ海での産
卵水深は 80～
100 以浅の砂地
と推定 6) 

全長5mm以下
は10～75mの
中層1) 

表層～10m 位 40～160m4) 

底質 砂地で産卵 7)  全長5cm位から
岩礁地帯 

3 歳後半からは沿岸部の岩礁
地帯 5) 

移動   全長 4 ㎝位の
稚魚は 5～8月
に流れ藻につ
いて生活、全
長12～13㎝ま
で流れ藻に付く
個体もいる。 

相模湾では、冬から春に来遊し
て、湾西部で越冬し、5月には湾
の沿岸を反時計回りに移動し
て、湾外に出る。 
成魚は夏季に沿岸部で産卵、11月
頃からやや深場への季節的移動や、
成長に伴う生息水深の変化もみられ
る5)。 

礁との関係 全長 5 ㎝位から次第に流れ藻を離れ，岩礁帯に着底する。 
繁
殖
生
態 

産卵場 沿岸では、ホンダワラ類が繁茂するガラモ場近傍の砂地で産卵し、稚仔魚は藻
場で成育すると考えられ、沖合では水深 100ｍ程度までの砂地で産卵し、ふ化仔
魚は流れ藻に蝟集すると考えられる 6)。 

産卵期 4～7 月 
産卵行動 水槽内では、1 日 1 回の割合で 19 回も産卵を繰り返す。 

(社)全国豊かな海づくり推進協会(2011)より、但し、片括弧数字は次のとおり 
1)水島・島澤(2005) 2)(社)日本水産資源保護協会(1983) 3)水産庁(1979) 4)山田ら(2007)  
5)水産庁(2021) 6)ヒアリング結果 7)Mizuno et.al. 

北海道日本海北区 
北海道太平洋北区 

瀬戸内海区 

太平洋中区 

太平洋南区 
東シナ海区

日本海西区 

太平洋北区 

日本海北区 
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(社)全国豊かな海づくり推進協会(2011)を改変 

図 5-26 ウマヅラハギの生活史 
 
3.漁業の概要 

表 5-49 ウマヅラハギの漁業の概要 

 太平洋中・南部 

漁法 定置網が主体で、刺網・底びき網・まき網でも漁獲されている。 

漁期 近年漁獲量が多い 4 県(富山県、石川県、山口県、福岡県)では、富山県およ

び石川県は冬季、山口県は 4～5 月、福岡県は 4～9 月の漁獲量が多い。近

年の大中型まき網漁業による盛漁期は 1～2 月である。 

漁獲量 各府県漁獲量は、2010 年以降概ね 40 百トン前後で推移していたが、2019 年

の漁獲量は過去 低の 18 百トンであった。 

大中型まき網漁業の水揚げ量は、年による変動が極めて大きく 2019 年の水

揚げ量は 982 トンであった。 

大中型まき網では 1～2 歳魚が漁獲の中心であり、3 歳魚は岩礁依存が強く

なる 1)。 
水産庁(2021)、1) ヒアリング結果より 

 

 
各府県合計：秋田～鹿児島の 15 府県の任意の漁港における大中型まき網漁業を除く漁獲量の総計 

水産庁(2021)より 

図 5-27 ウマヅラハギの漁獲量の推移 

 

 

卵(春から夏) 

流れ藻 

稚魚 海面 

稚魚～ 

稚魚 

産卵親魚 

仔魚 

成魚 

仔魚 
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4.漁場整備の現状 

・ウマヅラハギを対象とした増殖場・魚礁の整備は行われていない。 

 

5.引用文献 

Kaori Mizuno・Sonoko Shimizu-Yamaguchi・Chiemi Miura・Takeshi Miura(2012) Method 

for efficiently obtaining fertilized eggs from the black scraper Thamnaconus 
modestus by natural spawning in captivity. Fish Sci,78,1059–1064. 

水島敏博・島澤雅 監修(2005) 漁業生物図鑑,新北の魚たち.北海道新聞社,645.pp. 

中坊徹次 編(2013) 日本産魚類検索 全種の同定 第三版.東海大学出版会,2530.pp. 

水産庁(2012) 平成23年度人工マウンド礁の増殖効果算出技術開発に係るマウンド礁の蝟集効果及

び周辺域の増殖効果の定量化手法の開発報告書. 

水産庁(2019) 平成 30 年度水産基盤整備調査委託事業 漁港漁場分野における ICT 技術の活用検討

調査報告書. 

水産庁(2021) 令和 2(2020)年度資源評価調査報告書. 

水産庁研究部(1979) 我が国漁船の漁獲対象種の漁獲量と生物特性(Ⅰ).pp.80. 

社団法人日本水産資源保護協会(1983) 水生生物生態資料(続).pp.172. 

社団法人全国豊かな海づくり推進協会(2008) 主要対象生物の生育段階の生態的知見の収集・整

理.pp.311. 

山田梅芳・時村宗春・堀川博史・中坊徹次(2007) 水産総合研究センター叢書 東シナ海・黄海の魚

類誌.東海大学出版会,pp.1340. 
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③キジハタ 

1.分布域：本州中部以南から瀬戸内海、朝鮮半島南部、中国沿岸の岩礁帯 

 

水産庁(2015)を基に作成 

図 5-28 キジハタの分布域 

 

2.生態特性 

表 5-50 キジハタの生態特性 

 成長段階 卵 仔魚期 稚魚期 未成魚・成魚期 

生
物
学
的
特
性 

大きさ 径 0.7 ～
0.8mm 
分離浮性 

ふ化直後 
全長 1.45～
1.56mm 

全長 12mm 生物学的 小形体長オス
30 ㎝、メス 2 歳 

餌料 －   長尾類(アキアミ・モエ
ビ)、短尾類(ワタリガニ、
モガニ)、魚類 

生
息
場 

水温 25～30 25～28  121)～29℃, 
15℃以下で摂餌量が減
少、12℃以下では殆ど食
べなくなる。2) 
産卵水温：22～28℃1) 

水深 表層 表層  5～100ｍ 
底質  浮遊生活 転石、岩礁 
移動   着底生活に移行し

た稚魚は大きな移
動はしないものと
思われる。2) 

成長に伴い水深の深い沖
合に移動していることが
推測される。2) 

礁との関連   同種、異種間で生息場所をめぐる排他行動がみ
られる。 

繁
殖
生
態 

成熟 本種は雌性先熟の雌雄同体で全長が大型化するに伴い雄の割合が高まる。
天然魚の場合は全長 30～35 ㎝を境にそれ以上の大きさのものでは雄が、
それ以下では雌の割合が高い。満 2 歳から産卵に加入するが、本格的な産
卵は満 3 歳からである。 

産卵期 瀬戸内海中部：6 月中下旬～9 月中旬、盛期は 7月下旬～8 月上旬 
産卵行動 多回産卵型 

水産庁(2015)より、但し、片括弧数字は次のとおり 
1)下茂ら(2000)、2)山口県(2012) 

 

 

 北海道日本海北区 
北海道太平洋北区 

瀬戸内海区 

太平洋中区 

太平洋南区 
東シナ海区

日本海西区 

太平洋北区 

日本海北区 
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(島根県・山口県外海海域水産環境整備マスタープランを参考に作成) 
図 5-29 キジハタの生活史 

 
3.漁業の概要 

表 5-51 キジハタの漁業の概要 

 日本海側 瀬戸内海 

漁法 刺網・釣り・延縄が主体であるが、富山県、

京都府では、定置網による漁獲が主体 

刺網が主体であり、小型底びき網や

小型定置網で漁獲される 

漁期 6～10 月が多く、1～3 月は少ない 夏季が主魚期 

漁獲量 2019 年の総漁獲量は 101.5 トン  
水産庁(2021)より 

 

 

 

 

水産庁(2021)より 

図 5-30 京都府・兵庫県・鳥取県・島根県のキジハタの漁獲量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 卵 
仔魚 

海面 
稚魚

着底

産卵親魚 

未成魚 

成魚

(岩礁域・岩礁性藻場で産卵) 



170 

 
※複数の標本漁協における全漁業種類によるキジハタ漁獲量を元に大阪府全体に引き延ばされた推定値 

水産庁(2021)より 

図 5-31 大阪府のキジハタの漁獲量の推移 
 

 
水産庁(2021)より 

図 5-32 香川県播磨灘の標本漁協における建網(底刺網)によるキジハタの漁獲量と CPUE の推移 
 
4.漁場整備の現状 

表 5-52 キジハタの漁場整備状況 

 
魚礁性タイプ 
Ⅰ型：魚礁に体の大部分、もしくは一部を接触させる種 
Ⅱ型：体を魚礁に接触させることは少ないが、魚礁に極く近いところに位置する種 
Ⅲ型：主として魚礁から離れた表中層に位置する種 
Ⅳ型：主として魚礁周辺の海底に位置する種 

水産庁(2019)より 

 
5.引用文献 

下茂繁・秋本泰・高浜洋(2000) 海生生物の温度影響に関する文献調査.海洋生物研究所研究報

告,2,1-351. 

水産庁(2015) 漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015 年版. 

水産庁(2019) 平成 30 年度水産基盤整備調査委託事業 漁港漁場分野における ICT 技術の活用検討

調査報告書. 

水産庁(2021) 令和 2(2020)年度資源評価調査報告書. 

山口県(2012) 栽培てびき(改訂版) キジハタ.44-51.  

対象種 ⽔深帯
（⿂礁性タイプ） 増殖場 ⿂礁 （ｍ）
キジハタ 瀬⼾内海区 広島県 ● 5〜15 投⽯、餌料培養礁 カサゴ、オニオコゼ
（Ⅰ型）

⽇本海⻄区 島根県 ● 40〜50
コンクリート製の沈設⿂
礁

ウスメバル、メダイ、マ
ダイ、カサゴ、イカ類

⼭⼝県 ● 3〜4
保護育成ユニット（餌料
培養礁）

カサゴ、メバル、サザエ

●
25〜48
58〜63

沈設⿂礁（中型⿂礁）
沈設⿂礁（⼤型⿂礁）

アワビ、サザエ

構造 その他対象種
種別

海区 県
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④キダイ 

1.分布域：青森県以南、千葉県以南、東シナ海 

 

山田ら(2007)を基に作成 

図 5-33 キダイの分布域 

 

2.生態特性 

表 5-53 キダイの生態特性 

 成長段階 卵 仔魚期 稚魚期 未成魚・成魚期 

生
物
学
的
特
性 

大きさ 分離浮性 
卵径 0.90
～0.93mm1) 

ふ化直後：全
長約 1.7mm1) 

ふ化後 1 年：尾
叉長 90～110mm 

尾叉長 2年：150～160mm、
3年：190～220mm、4年：
220～270mm 

餌料 －  アミ類、多毛
類、オキアミ
類、端脚類、十
脚類等 1) 

魚類、甲殻類、イカ類 1) 

生
息
場 

水温    102)～28.8℃3) 
水深    701)～200m 
底質     
移動    夏季は浅みに、冬季は

深みにという深浅移動
を行う。 

礁との関係 マウンド礁がキダイの産卵場として利用されていると考えられている。
4) 

繁
殖
生
態 

産卵場 東シナ海では、大陸棚縁辺と考えられており、幼魚の分布域は親魚の分
布域とほぼ重なっていることから、親魚の分布域内に産卵・育成場が形
成されていると考えられている。 

産卵期 春から秋(春と秋の 2 回産卵) 
産卵行動 初回成熟年齢 2 歳、3 歳以上で全数成熟する。 

産卵のための接岸、深浅移動は認められていない。 
水産庁(2021a)、但し、片括弧数字は次のとおり 

1)山田ら(2021) 2)水産庁(1979) 3)今井ら(2014) 4)間辺ら(2014) 

 

 北海道日本海北区 
北海道太平洋北区 

瀬戸内海区 

太平洋中区 

太平洋南区 
東シナ海区

日本海西区 

太平洋北区 

日本海北区 
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(社)全国豊かな海づくり推進協会(2008)のチダイを参考に作成 

図 5-34 キダイの生活史 
 
3.漁業の概要 

 

表 5-54 キダイの漁業の概要  

 日本海・東シナ海 

漁法 主に底びき網、はえ縄、釣りによる。 

漁期 主に 8 月～5月 

漁獲量 近年は 4000 トンで推移 

水産庁(2021a)より 

 

 水産庁(2021a)より 

図 5-35 漁業種類別のキダイの漁獲量の推移 
 
4.漁場整備の現状 

・キダイを対象とした増殖場・魚礁の整備は行われていない。 

 

5.引用文献 

今井千文・道根淳・村山達朗(2014) 日本海西部海域産キダイの再生産関係.水大校研報,62,91-

97. 

小林知吉・吉岡貞範(1999) 魚類の成熟・分布・生息状況からみた礁の機能推定の試み.日本水産

工学会学術講演会学術講演論文集 平成 11 年.日本水産工学会,187-190. 

間辺本文・浅見能章・本田耕一・澤田竜美・菅原吉浩・塚本邦芳・伊藤 靖・吉野真史(2014) マウ

ンド礁(五島西方沖地区)の効果の発現状況と今後の課題.日本水産工学会学術講演会学術

講演論文集 平成 26 年,日本水産工学会,67-70. 

水産庁(2018) 平成 29 年度マウンド礁整備効果調査業務報告書. 

水産庁(2019) 平成 30 年度水産基盤整備調査委託事業 漁港漁場分野における ICT 技術の活用検討

調査報告書. 

 
卵 仔魚 

着底 

海面 

産卵親魚 

(季節的深浅移動) 
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水産庁(2021a) 令和 2(2020)年度資源評価調査報告書. 

水産庁(2021b) 令和 2 年度隠岐海峡地区(東側)整備効果調査業務報告書. 

水産庁研究部(1979) 我が国漁船の漁獲対象種の漁獲量と生物特性(Ⅰ),pp.80. 

社団法人全国豊かな海づくり推進協会(2008) 主要対象生物の生育段階の生態的知見の収集・整

理,311 pp. 

米田道夫・依田真理(2006) キダイの生殖生態.水研センター研報,別冊 4,125-129. 

山田梅芳(1986) アカアマダイ, キダイ「東シナ海・黄海のさかな」(岡村収編),西海区水産研究

所,長崎,160-161,232-233. 

山田梅芳・時村宗春・堀川博史・中坊徹次(2007) キダイ Dentex tumifrons (Temminck and 

Schlegel).東シナ海・黄海の魚類誌.東海大出版会,東京,764-770. 
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⑤スジアラ 

1.分布域：相模湾以南、山口県、長崎県、琉球列島 

 

中坊徹次編(2013)、水産庁(2021)を基に作成 

図 5-36 スジアラの分布域 
 

2.生態特性 

表 5-55 スジアラの生態特性 

 成長段階 卵 仔魚期 稚魚期 未成魚・成魚期 

生
物
学
的
特
性 

大きさ 分離浮遊 
0.82～
0.93mm1) 

ふ化仔魚
1.62mm、ふ化後
28 日で
11.8mm、65 日で
35.0mm1) 

 半数成熟体長：
43.3cm(雌、5 歳)2) 
 
 

餌料 －  甲殻類 4) 魚類、甲殻類 6) 
 

生
息
場 

水温    18～31℃1) 
産卵水温：23℃以上 5) 

水深  浮遊性 4) サンゴ礁の内側
の浅海域の底
層、特に瓦礫周
辺 4) 

27)～100m4) 

底質   サンゴ礁、岩礁
4) 

サンゴ礁 4)、岩礁 9) 

移動  全長 25～35mm
で底生生活に移
行 1) 

 昼行性 4) 

礁との関係  
繁
殖
生
態 

産卵場 サンゴ礁の礁縁 10) 
産卵期 4～10 月 5) 
産卵行動 雌性先熟の雌雄同体で性転換を行う。4) 

約 5 歳(尾叉長 43.3cm)で雌の 50％が成熟し、約 10 歳(尾叉長 59.8cm)で雌
雄の性比が 1：1 となる。8) 
産卵集群を形成する。4) 
水温 23℃以上で、新月の前後 1 週間の間で産卵する。5) 

1)Masuma et al. (1993) 2)水産庁(2021) 3)水産庁(2015) 4)宍道弘敏(2016) 5)武部孝行(2014) 6)海老沢

(1997) 7)水産庁ら(2019) 8) Ebisawa(2013) 9)鹿児島県(2015) 10)山本・與世田(2005) 

  

 北海道日本海北区 
北海道太平洋北区 

瀬戸内海区 

太平洋中区 

太平洋南区 
東シナ海区

日本海西区 

太平洋北区 

日本海北区 
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宍道弘敏(2016)、山本・與世田(2005)を参考に作成 

図 5-37 スジアラの生活史 
 
3.漁業の概要 

表 5-56 スジアラの漁業の概要 

 沖縄 

漁法 釣り、潜り、魚籠等 1) 

漁期 鹿児島県：周年(7～11 月に多い) 2) 

漁獲量 鹿児島県では、平成 25 年に 4.8 トンと 低になった後、やや回復し

ている。3) 
1)海老沢(2007)、2)ヒアリング結果、3) 宍道弘敏(2020) 

 

 
平成(年) 

宍道弘敏(2020)より 

図 5-38 奄美海域におけるスジアラの水揚量および金額 
 
4.漁場整備の現状 

表 5-57 スジアラの漁場整備状況 

 
魚礁性タイプ 

Ⅰ型：魚礁に体の大部分、もしくは一部を接触させる種 

Ⅱ型：体を魚礁に接触させることは少ないが、魚礁に極く近いところに位置する種 

Ⅲ型：主として魚礁から離れた表中層に位置する種 

Ⅳ型：主として魚礁周辺の海底に位置する種 

水産庁(2019)より 

 

5.引用文献 

海老沢明彦(1997) スジアラの資源生態調査.平成 9 年度沖縄県水産試験場事業報告書,78-80. 

海老沢明彦(2007) 北部海域におけるスジアラ(赤仁)の資源量推移.平成 18 年度沖縄県水産海洋技

術センター事業報告,98-103. 

対象種 ⽔深帯
（⿂礁性タイプ） 増殖場 ⿂礁 （ｍ）
スジアラ
（Ⅰ型）

東シナ海区
⿅児島県
（奄美地⽅）

● 50〜100 沈設⿂礁
アジ・タイ・ブリ・イ
カ・ハタ類

海区 県 構造 その他対象種
種別

 

産卵親魚 

卵 仔魚 

着底

稚魚

海面
サンゴ礁内側 サンゴ礁外側
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Ebisawa K (2013) Life history traits of leopard coralgrouper Plectropomus leopardus in 
the Okinawa Islands, southwestern Japan. Fisheries Science,79(6),911-921 

鹿児島県(2015) 鹿児島県資源管理指針. 

Masuma S・Tezuka N・Teruya K (1993) Embryonic and Morphological Development of Larval and 

Juvenile Coral Trout, Plectropomus leopardus. Japanese Journal of 

Ichthyology,40(3),333-342. 

中坊徹次 編(2013) 日本産魚類検索 全種の同定 第三版.東海大学出版会,2530pp. 

宍道弘敏(2016) 海外のサイトで紹介されているスジアラの資源生態等に関する総説の紹介.鹿児

島県水産技術センター研究報告,6,21-27. 

宍道弘敏(2019) 奄美等水産資源利用開発事業(沿岸域資源利用開発調査：スジアラ資源性生態調

査).鹿児島県水産技術開発センター事業報告書,74-78. 

水産庁(2015) 漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015 年版. 

水産庁(2021) 令和 2(2020)年度資源評価調査報告書. 

水産庁漁港漁場整備部・一般社団法人水産土木建設技術センター・株式会社エコー・国際航業株式

会社・国立研究開発法人水産研究・教育機構(2019) 平成 30 年度厳しい環境条件下におけ

るサンゴ礁の面的保全・回復技術開発実証委託事業報告書. 

武部孝行(2014) ハタ科魚類の繁殖の生理生態と種苗生産.日本水産学会誌,80(6).1001. 

山本和久・與世田兼三(2005) 飼育条件下におけるスジアラの産卵生態について.栽培漁業センター

技術報告,4,9-13. 
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⑥マコガレイ 

1.分布域：北海道南部から九州沿岸 

 

中坊徹次編(2013)を基に作成 

図 5-39 マコガレイの分布域 

 

2.生態特性 

表 5-58 マコガレイの生態特性 

 成長段階 卵 仔魚期 稚魚期 未成魚 成魚期 

生
物
学
的
特
性 

大きさ 径 0.8 ～
0.9mm 
粘着沈性 

全 長 3.5 ～
9.0mm 

全長 1～3 ㎝ 生物学的 小形体長(雌)17～
26 ㎝ 

餌料 － 動物プランク
トン(有鐘繊毛
虫類、ワムシ
類、カイアシ類
ノープリウス
幼生、尾虫類)1) 

多毛類、カニ類、貝類、底生
カイアシ類、底生ヨコエビ
類、クマ類、ナマコ類、フジ
ツボ類、クモヒトデ類 1) 

多毛類、貝類、
エビ・カニ類 

生
息
場 

水温 8～15℃ 
限 界 5 ～
17℃ 

7.51)～12℃ ～18℃ 10.5～21℃ 
限界～24℃ 

9～22℃ 
限界 5～27℃ 

水深 20～50ｍ2) 
限界 53)～
60ｍ 

10～151)ｍ 01)～20ｍ 0～100ｍ 3～1302)m 

底質 粗砂  泥～砂泥 シルト～微細砂 
移動 海底 水深 10～151)ｍ前後に着底後、

干潟周辺へ移動 3) 
成長に伴い沖合に移動 
春には沿岸域、夏には沖合域 

礁との関
連 

東京湾あるいは大阪湾等の内海に生息するものは、湾内で生活史を完結する
と考えられている 

繁
殖
生
態 

産卵場 水深 10～50ｍの礫、砂利～岩礁域 
産卵期 函館湾：2 月下旬～4 月中旬 1)、下北半島：1 月中旬～2 月中旬 1)、津軽半島：

4 月上旬～5 月下旬 1)、陸奥湾：11 月下旬～1 月上旬、仙台湾：12 月下旬～1
月上旬、東京湾：12～2 月、若狭湾：1～2 月、周防灘：12～1 月、播磨灘：12
月下旬～1 月下旬 3) 

水産庁(2015)に作成、但し、片括弧数字は次のとおり 
1)ヒアリング結果 2)水産庁(2021) (社)全国豊かな海づくり推進協会(2008) 3)反田(2008) 
 
 

 北海道日本海北区 
北海道太平洋北区 

瀬戸内海区 

太平洋中区 

太平洋南区 
東シナ海区

日本海西区 

太平洋北区 

日本海北区 
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(社)全国豊かな海づくり推進協会(2008)を一部改変 

図 5-40 マコガレイの生活史 

 

3.漁業の概要 

表 5-59 マコガレイの漁業の概要 

 太平洋北部海域 瀬戸内海 
漁法 小型底びき網、沖合底びき網、刺網、

底建網 
小型底びき網と刺網 

漁期 宮城県の主な漁期は、産卵期の 12～2
月と索餌期の 5～7 月 

小型底びき網は休漁期を除き、ほぼ周年
行う。刺網も周年操業する県が多いが、
盛漁期は産卵親魚の多い冬季～春季 

漁獲量 2020 年の総漁獲量は岩手県 47 トン、
宮城県で 182 トン、茨城県で、9 トン 

 

水産庁(2021)より 

 

 
※漁獲量の一部にマガレイが含まれている。 

水産庁(2021)より 

図 5-41 岩手県のマコガレイの漁法別水揚げ量の推移 
 

 

 
図 5-42 山口県(瀬戸内海側)の小型底びき網標本船のマコガレイの CPUE の推移 
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4.漁場整備の現状 

表 5-60 マコガレイの漁場整備状況 

 
魚礁性タイプ 

Ⅰ型：魚礁に体の大部分、もしくは一部を接触させる種 

Ⅱ型：体を魚礁に接触させることは少ないが、魚礁に極く近いところに位置する種 

Ⅲ型：主として魚礁から離れた表中層に位置する種 

Ⅳ型：主として魚礁周辺の海底に位置する種                水産庁(2019)より 

 

5.引用文献 
Tomomi Higashitani・Tetsuya Takatsu・Mitsuhiro Nakaya・Mikimasa Joh・Toyomi Takahashi(2007) 

Maternal effects and larval survival of marbled sole Pseudopleuronectes 
yokohamae.Jouurnal of Sea Research,58(1),78-89. 

中坊徹次 編(2013) 日本産魚類検索 全種の同定 第三版.東海大学出版会,2530pp. 

水産庁(2015) 漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015 年版. 

水産庁(2019) 平成 30 年度水産基盤整備調査委託事業 漁港漁場分野における ICT 技術の活用検討

調査報告書. 

水産庁(2021) 令和 2(2020)年度資源評価調査報告書. 

社団法人全国豊かな海づくり推進協会(2008) 主要対象生物の生育段階の生態的知見の収集・整

理.pp.311. 

反田 實(2008) 兵庫県瀬戸内海におけるマコガレイの生態と漁業に関する研究.兵庫県立農林水産

技術総合センター,40,1-96.  

対象種 ⽔深帯
（⿂礁性タイプ） 増殖場 ⿂礁 （ｍ）
マコガレイ 太平洋北区 岩⼿県 ● 7〜100 クロソイ
（Ⅳ型）

宮城県 ● 10〜30
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

メバル

● 40〜120
ヒラメ・アイナメ・メバ
ル・スズキ

福島県 ● 25〜30
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

ヒラメ・マガレイ

● 35〜40
ヒラメ・アイナメ・メバ
ル

茨城県 ● 20〜70
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

ヒラメ・ブリ・アイナ
メ・マダイ・スズキ・イ
シガレイ

太平洋中区 千葉県 ● 6〜40
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

スズキ、マダイ、ヒラ
メ、イシダイ

瀬⼾内海区 兵庫県 ● 3〜15 投⽯、沈設⿂礁 カサゴ、メバル、マダイ

● 25〜40
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

マダイ、マアジ、スズ
キ、コロダイ

岡⼭県 ● 2〜15
浮消波堤、潜堤、着定基
質

アマモ、メバル、カサ
ゴ、アイナメ、メバル、
ヒラメ

⼤分県 ● 10〜30 投⽯、沈設⿂礁

● 20〜50
コンクリート及び鋼製の
沈設⿂礁

海区 県 構造 その他対象種
種別
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⑦ヤリイカ 

1.分布域：北海道から鹿児島県 

 

水産庁(2021)を改変 

図 5-43 ヤリイカの分布域 
 
2.生態特性 

表 5-61 ヤリイカの生態特性 

 成長段階 卵 稚イカ期 未成体期 成体期 

生
物
学
的
特
性 

大きさ 卵黄径 
2.5～3mm 
卵嚢を産出 

ふ化全長 5mm～体長
20mm1) 

外套長 2～
14cm1) 

生物学的 小形：
外套長 14cm 

餌料 － カイアシ類、端脚
類、等脚類等の甲殻
類プランクトン 

小型魚類、イカ類、端脚類、ア
ミ類、カニ類 

生
息
場 

水温 7～14℃ 
(適水温 10～
12℃) 

10～20℃ 
(適水温13～17℃) 

6～20℃2) 
(適水温10～
15℃) 

6～25℃ 
(適水温 9～15℃) 
(産卵期 7～17℃)2) 

水深 51)～150m3) 
(一般に 10～
40m1)) 

5～200m1) 60～200m 
 

5～200m1) 
北日本では 50m 以
浅で産卵(南の海
域ほど産卵場所の
水深が深くなる) 2) 

底質 基質に付着 稚イカは砂場に着底 
ふ化から 5～10cm 位まで、ホンダワ
ラ類等の藻場が隠れ場となる 2) 

産卵群：海藻の多
い岩礁地帯 1) 

移動 － 外套長5～8mmまで分散
浮遊し、後に着底。1) 

夜間浮上し、昼間沈降
する垂直移動を繰り
返す。 

成長に伴い深所に移動して索
餌・成長した後、産卵時に再び浅
所に戻る深浅移動を行う。3) 

礁との関
係 

人工構造物や岩棚の内側天井の下面、転石と海底との間隙に卵嚢を付着
させる。産卵のために接岸し、産卵基盤となる礁の陰影部分に群泳し、
平坦部には群れをつくらない。 

繁
殖
生
態 

産卵場 潮通しの良い岩棚 
産卵期 12 月～6 月(盛期 1～4 月) 
産卵行動 多回交接、分割産卵、産卵回数 2～4 回 

水産庁(2015)より、但し、片括弧数字は次のとおり 
 1)(社)全国豊かな海づくり推進協会(2008)  2)ヒアリング結果  3)水産庁(2021) 

北海道 
日本海北区 

北海道 
太平洋北区 

瀬戸内海区 

太平洋中区 

太平洋南区 
東シナ海区

日本海西区 
太平洋北区 

日本海北区 

分布域(対馬暖流系群) 

 〃  (太平洋系群) 
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(社)全国豊かな海づくり推進協会(2008)より 
図 5-44 ヤリイカの生活史 

 

3.漁業の概要 

表 5-62 ヤリイカの漁業の概要 

 太平洋系群・対馬暖流系群 

漁法 底びき網、底建網、定置網、棒受網、釣り 

漁期 産卵群を対象とし、盛漁期は 10～3 月 

漁獲量 太平洋系群の北部は近年増加傾向にあり、2019 年は 3,411 トンとなる一方、中部・

南部は減少傾向にあり、2019 年は 331 トンとなっている。海域によって漁獲量の変

動が異なる要因として、ヤリイカの分布域が水温上昇とともに北偏したことが指摘

されている。 

対馬暖流系群は、減少傾向にあり、2019 年は 1,700 トンとなっている。 

水産庁(2021)より 

 

 

  
⽔産庁(2021) 

図 5-45 ヤリイカの漁獲量の推移(左図：太平洋系群、右図：対馬暖流系群) 
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4.漁場整備の現状 

表 5-63 ヤリイカの漁業整備状況 

 
魚礁性タイプ 

Ⅰ型：魚礁に体の大部分、もしくは一部を接触させる種 

Ⅱ型：体を魚礁に接触させることは少ないが、魚礁に極く近いところに位置する種 

Ⅲ型：主として魚礁から離れた表中層に位置する種 

Ⅳ型：主として魚礁周辺の海底に位置する種 

水産庁(2019)より 
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対象種 ⽔深帯
（⿂礁性タイプ） 増殖場 ⿂礁 （ｍ）
ヤリイカ ⽇本海北区 ⻘森県 ● 10〜90 産卵礁 メバル
（Ⅱ型）

● 25〜90 沈設⿂礁
ヒラメ・マガレイ・ミズ
ダコ・クロソイ

⼭形県 ● 30〜50 産卵礁 なし

● 30〜130
コンクリート製の沈設⿂
礁

ヒラメ・マダイ・ブリ・
メバル・マガレイ

⽇本海⻄区 ⽯川県 ● 20〜40 産卵礁 なし
新潟県 ● 25〜80 産卵礁 なしの場合がほとんど

● 35〜60
コンクリート製の沈設⿂
礁

マダイ・ブリ・ヒラメ

島根県 ● 50〜70
コンクリート製の沈設⿂
礁

ブリ、マアジ、マダイ、
メバル

海区 県 構造 その他対象種
種別
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(2)資源評価対象種の生息水温範囲 

  既往知見を基に収集・整理した資源評価対象種の成魚・未成魚の生息水温範囲の上限・下

限と中央値を浮魚類、底魚類、頭足類、甲殻類の分類群別に示す。グラフ中の冷水性、温水

性、暖水性は、分布域および生息水温範囲から振り分けて示した。 

 

浮魚類 

 
※成魚・未成魚の生息水温範囲を整理した。 

：生息水温範囲  ：生息水温範囲の中央値 

：冷水性  ：温水性  ：暖水性 

赤点線：10,20,30℃ 

図 5-46(1) 資源評価対象種の生息水温範囲(浮魚類) 
 
底魚類 

 
※成魚・未成魚の生息水温範囲を整理した。 

：生息水温範囲  ：生息水温範囲の中央値 

：冷水性  ：温水性  ：暖水性 

赤点線：10,20,30℃ 

図 5-46(2) 資源評価対象種の生息水温範囲(底魚類) 
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頭足類         甲殻類 

   
※成魚・未成魚の生息水温範囲を整理した。 

：生息水温範囲  ：生息水温範囲の中央値 

：冷水性  ：温水性  ：暖水性 

赤点線：10,20,30℃ 

図 5-46(3) 資源評価対象種の生息水温範囲(左：頭足類、右：甲殻類) 
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(3)対象種の生息水深範囲 

  既往知見を基に収集・整理した資源評価対象種の生息水深範囲の上限と下限および範囲の

幅の上限側 75%の水深を浮魚類、底魚類、頭足類、甲殻類の分類群別に示す。 

 

浮魚類 
水深 0～300m(拡大) 

  
水深 0～3500m 

 
：成魚・未成魚の生息水深 ：生息水深範囲の上限側 75%値 

：卵・稚仔の生息水深 

：冷水性 ：温水性 ：暖水性 

赤点線：水深30m,100m,250m,500m,1000m 

図 5-47(1) 資源評価対象種の生息水深範囲(浮魚類) 

(上：水深 0～300m、下：水深 0～3500m)  
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底魚類 
水深 0～300m(拡大) 

 
水深 0～3500m 

 
：成魚・未成魚の生息水深 ：生息水深範囲の上限側 75%値 

：卵・稚仔の生息水深 

：冷水性 ：温水性 ：暖水性 

赤点線：水深30m,100m,250m,500m,1000m 

図 5-47(2) 資源評価対象種の生息水深範囲(底魚類) 

(上：水深 0～300m、下：水深 0～3500m)  
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頭足類         甲殻類 
水深 0～300m(拡大)     水深 0～300m(拡大) 

   
水深 0～3500m         水深 0～3500m 

   
：成魚・未成魚の生息水深 ：生息水深範囲の上限側 75%値 

：卵・稚仔の生息水深 

：冷水性 ：温水性 ：暖水性 

赤点線：水深30m,100m,250m 

図 5-47(3) 資源評価対象種の生息水深範囲(左：頭足類、右：甲殻類) 

(上：水深 0～300m、下：水深 0～3500m)  
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(4)資源評価対象種の魚礁性 

魚礁性とは、魚類が岩礁や人工魚礁へ蝟集する度合いであり、魚類の生態的な面からみた特性で、

魚礁における分布状態、平坦な場所に対する魚群分布密度の差、水槽実験において魚礁に対する接

近度などから判断される。 

魚類は聴覚、視覚、嗅覚、味覚、触覚等の感覚器官によって魚礁の存在を認識していると考えら

れる。魚礁に対する魚類の蝟集行動は、種固有の生態特性により魚礁に定位することや、魚礁や近

傍水域において一定の分布傾向を示す直接的な場合と、魚礁に生息する餌生物の存在等によって、

摂餌等の目的のための分布を示す間接的な場合が考えられる。なお、直接的な影響と間接的な影響

を切り分けることは難しい。 

既往知見を基に魚礁性の有無について整理した結果、資源評価対象種全 128 魚種のうち、魚礁性

の認められる魚種を整理した結果、47 魚種が該当した(下表)。今後、魚類の生態情報が集積する中

で、新たに追加される可能性もある。 

 

表 5-64 資源評価対象種の魚礁性 

 
※△：沿 61 では資料中に「類」などで分類群が分けられている魚種、漁 2015 では魚礁性のある魚種の近縁種とし

て示されている魚種を示す。 
沿61：沿岸漁場整備開発事業人工魚礁漁場造成計画指針 昭和61年度版(社団法人全国沿岸漁業振興開発協会) 
主18：主要対象生物の発育段階の生態的知見の収集・整理 平成18年度(社団法人全国豊かな海づくり推進協会) 
漁2015：漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年度版(水産庁) 

沿61 主18 漁2015 沿61 主18 漁2015
アイナメ 〇 〇 〇 〇 ズワイガニ 〇 〇
アオリイカ 〇 〇 ソウハチ 〇 〇
アカカマス △ 〇 ソデイカ 〇 〇
アカガレイ 〇 〇 タイワンガザミ △ 〇
アブラガレイ 〇 〇 チダイ 〇 〇 △ 〇
イサキ 〇 〇 〇 トラフグ 〇 〇
イシガレイ 〇 〇 〇 ナガレメイタガレイ 〇 〇
イセエビ 〇 〇 ハツメ △ 〇
イラコアナゴ △ 〇 ババガレイ 〇 〇
ウスメバル △ 〇 〇 〇 ヒラメ 〇 〇 〇
ウマヅラハギ △ 〇 ヒレグロ 〇 〇
ウルメイワシ 〇 〇 ブリ 〇 〇 〇
エゾイソアイナメ △ 〇 ベニズワイガニ △ 〇
カサゴ 〇 〇 〇 〇 ホウボウ 〇 〇
ガザミ 〇 〇 ホシガレイ 〇 〇
カタクチイワシ 〇 〇 マアジ 〇 〇 〇
カワハギ △ 〇 マアナゴ 〇 〇
キジハタ 〇 〇 〇 マイワシ 〇 〇
キダイ 〇 △ 〇 マガレイ 〇 〇 〇
キツネメバル △ 〇 △ 〇 マコガレイ 〇 〇 〇
クエ 〇 △ 〇 マサバ 〇 〇 〇
クマエビ △ 〇 マダイ 〇 〇 〇 〇
クルマエビ 〇 〇 マダコ 〇 〇 〇
クロソイ 〇 〇 〇 〇 マダラ 〇 〇
クロダイ 〇 〇 〇 マルソウダ 〇 △ 〇
ケンサキイカ 〇 △ 〇 ミギガレイ 〇 〇
コウイカ 〇 〇 〇 ミズダコ △ 〇 〇
ゴマサバ 〇 △ 〇 ムシガレイ 〇 〇
サメガレイ 〇 〇 ムロアジ類(マルアジ) △ 〇
シイラ 〇 〇 メイタガレイ 〇 〇
シロメバル △ △ 〇 ヤナギダコ △ △ 〇
ジンドウイカ 〇 〇 ヤナギムシガレイ 〇 〇
スジアラ 〇 〇 ヤマトカマス △ 〇
スズキ 〇 〇 〇 〇 ヤリイカ 〇 〇 〇
スルメイカ 〇 〇 〇 ヨシエビ △ 〇

魚種名
  魚礁性

魚種名
  魚礁性
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